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イメージのある水色を使いつつ、暖色を多めに
使って暖かい安心感のある感じに表現しました。
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本学は、仏教精神のもと、豊かな人間性と専門
の知識・技能を備えた女性の育成に取り組んでい
る。仏教精神を「慈悲の心＝おもいやり」と捉え、
「おもいやり」をスローガンに、他者を思いやるこ
とのできる人材の育成に努めてきた。その具体策
として2007年度から、「エンロール・マネジメント」
（以下、EMと呼ぶ）を展開している。EMは1970年
代の米国で、入学者の確保と退学防止を主目的に、
データに基づく有効な学生満足度向上策として考
案された。我が国の現状は当時の米国によく似て
いる。EMが解決策の一つとして挙げられる所以で
ある。ただ、大学とその環境に大きな違いがあり、
米国のEMがそのまま適用できる訳ではない。その
違いに応じた適用が必要である。また、大学と学
生の特性に合わせて、適切な内容を考案する必要
がある。
本学では、EMを入学前から在学時を経て卒業後
まで、個々の学生に対して最適な教育と支援を行
うことと捉えている。教育そのものを支援の中心
とした点に特色がある。その基本は「個別的教育
と個別支援」である。このような本学のEMは2008
年度の学生支援GPに「学生個人を大切にした総合
的支援の推進」として選定された。EMの政策は、
入学前、入学時、在学時、卒業後の段階ごとに用
意する。各段階で学生の不安を解消し、最大の成
果が達成できるよう学生を支援する。入学前では
入学前教育や進路相談、入学時点では履修指導や
初年次教育、在学時は教育支援、生活支援、就学
困難者支援など、卒業を前にしてはキャリア支援、
卒業後は転職、子育てなどの支援へと続く。EMは
これらの支援を一元的に管理運営し、「学生満足度
向上」という目的に向かって無駄なく効率的かつ
効果的に推進する。
ここで、在学時の主な支援として教育支援と就

学支援を紹介する。教育支援は「教育充実策」と
して実施している。学修成果の達成へ向けた支援
であり、カリキュラム改革、教育方法の改善、教
員の教育能力向上などで構成される。成績評価の
厳格化、カリキュラムの体系化と組織的教育、学

生の主体的な学びなどに取り組んでいる。就学支
援は、就学が困難な学生に対する支援である。そ
の中で本学が力を入れているのが「トラッキング
サポート」である。対象の学生を早期に発見し、
その状況を判定し、効果的な支援を行う。学生の
状況把握としての「アセスメント」と併せて、学
生支援GPの中心的課題の一つとして取り組んでき
た。
EMで最も重要なことは「学生を知り抜くこと」

とされる。学生の属性、態度、行動、意向などを
知り抜くことで、適切なEMの実現が可能となる。
学生を知らなければ、実施する施策は的外れなも
のになってしまう。EMは、学生を中心とするステー
クホルダーに関するデータに基づいて計画・実施
されることが重要である。すなわち、 I R
（Institutional Research）の重要性がここにある。た
だ、必要とされるデータは、本学のような比較的
小規模な大学においても相当な量になる。ICTを活
用して、効率的にこれらのデータを収集・分析で
きる仕組みが必要である。幸い、学生支援GPの中
で整備した学生情報システムがあり、これを核に
してIRのためのシステムを構築している。
一方、個々の学生に対する支援には、個々の学

生の特性に加えて、その時々の状況の把握が必要
である。本学では、学生の状況を受験・入学時の
状況、出席、成績、経済状況、窓口での相談状況
などから、総合的に把握することに努めている。
これらの情報を学生情報システムで一元的に管理
し、関係者間で情報共有を図る。そこにICTの活用
が不可欠であることは言うまでもない。中心にな
っているのが、IC学生証を利用した出欠状況管理
システムである。出欠状況をリアルタイムに把握
し、学生の動向把握に活用している。
以上のように、学生をはじめとするステークホ

ルダーの傾向を分析して戦略を立て、個々の学生
の状況を十分に把握して支援する。このことがEM
の成功には欠かせない。本学では今後、IRの強化
を中心にEMを発展させ、その完成に向けて取り組
んでいきたいと考えている。

総合的学生支援としての
エンロール・マネジメントとICTの活用

京都光華女子大学副学長 山本　嘉一郎



新たな価値創造のための
情報リテラシー教育に向けて

～大学で求められる能力と高校における情報科教育の現状・課題を踏まえて～
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今泉：社会がめまぐるしく変化している中で、国
を超えて知恵を出し合い問題を解決していける人

材が求められています。世界で
活躍できる人材を日本で育成し
ていくためには、どのような教
育が求められているのでしょう
か。
平成20年に中央教育審議会か

ら「学士課程教育の構築に向けて（答申）」（12月
24日）が出されました。そこでは、社会の様々な
変化に対応して問題を解決して社会に貢献できる
人材、つまり21世紀型の市民社会を築いていける
人材を育成するために必要な学士力について述べ
られています。
各専攻分野を通じて培う学士力には「汎用的能

力」があります。そこには「コミュニケーショ
ン・スキル」、「数量的スキル」、「情報リテラシー」、
「論理的思考力」の四つが挙げられています。「情
報リテラシー」は知識の修得に留まらず、大学４

年間の学びを通じて専門分野でも活用できるよう
身に付けなければならない能力です。
一方、私立大学情報教育協会（以下、私情協）

では今年、「情報リテラシー教育のガイドライン」
（後掲）をまとめました。
そこで本日は、「情報リテラシー」に焦点をあ

て、これからの人材育成のために高等教育さらに
は中等教育過程でどのような取り組みが必要であ
るか、情報リテラシーに造詣の深い方々にお話を
伺い、今後の課題を探りたいと思います。
まず、私情協の「情報リテラシーのガイドライ

ン」の趣旨と背景について、ガイドライン作成を
担当された玉田先生からご説明いただき、その後、
大学の情報リテラシーに関連している高校での教
科情報について、その状況や課題を高校の先生方
からご紹介いただきたいと思います。

情報リテラシー教育のガイドラインの趣旨と
ねらい
玉田：情報リテラシー教育はすべての教科で共通
に必要な能力ということで、様々な分野でどのよ
うな能力が必要であるか、私情協の31分野の委員
会で議論しまとめていただきました。そして、大
学４年間の後で学士力の情報リテラシーとして何
を保証するかという視点で各分野で求められる能
力を集約し、そこに共通なものを明らかにする目
的で、「情報リテラシーのガイドライン」をとり
まとめました。
学士力として情報通信技術の可能性と限界を理

解した上で、それぞれの専門分野で適切・適正に
情報を活用し、課題発見や課題解決ができる人材
を育てるために、三つの到達目標を掲げました。
到達目標１は、「情報社会の光と影を認識し、

主体的に判断して行動することができる」能力で、
読みとった情報を自分の知識として定着させ、知
恵の段階まで伸ばしていくことを目標としてお
り、情報倫理の部分です。
到達目標２は、「課題発見、問題解決に情報通

信技術を活用することができる」能力で、主に多
くの大学でリテラシー教育の中で行われているも

座談会



のです。
到達目標３は、「情報通信技術の仕組みを理解

し、モデル化とシミュレーションを課題発見や問

題解決に活用できる」能力で、情報通信技術の仕
組みを理解し、モデル化、シミュレーションを問
題解決に活用できるという能力です。大学におけ
るすべての分野で必要なのは問題解決力で、例え
ば情報科学分野でも経済学の分野でも、それぞれ
の方法で問題をモデル化しシミュレーションする
ことを教えなければならないというのが、このガ
イドラインの重要なポイントです。
しかし、中教審の答申にもあるように、大学教

育では、それぞれ分野固有の専門性の上で、これ
らの能力を活用していくことを想定されています
が、現状は大きく異なることが、昨年度私情協で
実施した「大学の情報リテラシー教育の実態調査」
でわかりました。

大学の情報リテラシー教育の実態調査
玉田：調査結果では、リテラシー教育は初年次教
育や情報センターでの実施が約７割で、実施内容

も「加工・表現・発信」、「文章
表現・統計計算」、「情報社会の
理解とセキュリティ対策」は７
割から９割という大半の大学が
実施していることがわかりまし
た。一方「コンピュータの仕組

みと原理」や「コミュニケーション」は６割程度
で、「情報の信頼性を選別・識別」は４割、「モデ
ル化、シミュレーション」は２割程度の実施に留
まっている現状でした。そして、大学のカリキュ
ラムで情報リテラシー教育が各分野に系統的に組
み込まれている事例はほとんど見られませんでし
た。しかし、どの分野においてもモデル化やシミュ
レーション、つまり「仮設と検証」は身に付ける
べき重要な要素ですから、ガイドラインに到達目
標３として盛り込むことにしました。
前述のように、情報リテラシー教育は大半の大

学が初年次だけ実施していますが、各専門分野と
情報リテラシーの連携、情報専門の教員との連携、
さらには大学間の連携、産学連携の中で、各専門
分野の４年間で日常的な教育として取り組むこと
をガイドラインを通じて働きかけていくことを目
的としています。

新しい価値の創造
村井：到達目標１の中にある到達度「１.発信者
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の意図を理解した上で、情報を
読み解く力ことができる」は、
情報社会を構築するために必要
な第一歩ですが、グローバル社
会を考えると、リテラシーでは
他者を説得でき動かせることも
重要な能力です。

家本：相手が何を言っているかを理解した上で、
次の情報を引き出すために双方向性の情報伝達能
力が必要になると思います。

村井：さらに、リテラシーというのは生きていく
ための力ですから、グローバル社会では、お互い
に知恵や知識を出し合って新しい価値を創造して

いくことが重要ですが、ガイドラインではどのよ
うに捉えているでしょうか。

玉田：何かを創造するにはいわゆる総合的な能力
が必要で、それはリテラシー教育と専門分野との
連携の中で取り組んでいくステップになりますの
で、情報が関与することがあっても、どのように
専門分野と関連づけるかまではガイドラインでは
踏み込んでいません。
ただ、グローバル社会において新しい価値を創

造していくためには、情報活用のスキルが必要で
すが、それにも増して心の教育が重要ですので、
それがガイドラインの到達目標１の精神となって
います。
さらに、到達目標３の中の到達度に「３．社会

における情報通信システムの役割を考え、有益な
システムの在り方を考察することができる」があ
ります。これは、持続可能な社会を作る上で、情
報システムを考える視野をリテラシーの中に入
れ、グローバル社会や変転する社会に対して柔軟
性、創造性を持つことを目指しています。

天良：このガイドラインは、高校のいわゆる学習
指導要領の中の文言とかなり似ているところがあ
ります。村井先生がおっしゃったように新しい価
値の創造などを入れて、高校の情報教育との違い
を明記する必要があるのではないでしょうか。

玉田：このガイドラインの上に、各学問分野で情
報を活用する教育として「分野別教育における情
報教育のガイドライン」[1]を31分野に亘って作り
ました。そのため「情報リテラシー教育のガイド
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ライン」は各学問分野共通で教育してほしい内容
として位置づけられます。

佐藤：高校の情報教育でできないのは価値の創造
で、大学で教育してほしいのは問題解決の手法と
してディベートです。高校で実施するには知識の
定着度から考えると難しいので、大学のレベルで
様々な情報を集め、データから何が言えるのか、
何が作れるのか、何が駄目なのかということを考
えさせる教育で、高校との区別ができると思われ
ます。

家本：ディベートで面白さを感じることによっ
て、学生は「情報教育を学んで
いるんだ」という感覚を持てま
す。大学ではこのディベートな
どを活用した問題解決の教育か
ら始めたいのですが、実際には
基礎的なレベルから始めなけれ
ばならない学生が沢山おり、現実的な教育意図と
現実のギャップが生じています。

今泉：高校でも本来行うべき情報科の教育が行わ
れていない、また、担当教員も少ない上に、数学
など他の教科の免許を持っていないと情報の科目
を担当できないなど様々な問題があると聞いてい
ますが、高校での情報科教育の現状を教えていた
だけますでしょうか。

高校の情報科教育の実情と課題
佐藤：過日に私情協から依頼があり、大学の先生
向けに高校の情報科教育の実情と課題についてま
とめさせていただきましたので、それをもとにま
ず、情報Ａ、Ｂ、Ｃから「社会と情報」、「情報の
科学」に再編成される様子などを説明させていた
だきます[2]。
情報Ａ、Ｂ、Ｃについて、「情報Ａ」は「情報

活用の実践力」、「情報Ｂ」は「情報の科学的な理
解」、「情報Ｃ」は「情報社会に参画する態度」に
主眼に置いていますが、現状の問題点の一つは、
その実施状況が「情報Ａ」に偏っているというこ
とです。そこで今回の学習指導要領の改訂では、
Ａ、Ｂ、Ｃの中身が分かりにくいことから科目名
を変え、「情報Ａ」の内容を科学と社会の両方に
入れました。しかし、近隣の高校に聞いたところ、
約30校で「社会と情報」と「情報の科学」のどち
らを実施するか既に決まっており、生徒数で４対

１、学校数で３対１と「社会と
情報」に偏っていることがわか
りました。
二つ目に教員配置の問題があ

ります。これは大学の教員養成
課程、いわゆる採用試験の問題
と関わりがあります。大学の中で教科情報の認知
度が低く、数学の教員が情報の免許を取って教え
るという複数免許というのが現状です。入試に情
報科目が入っていないことも原因かと思います。
採用試験の現状は、全国47都道府県のうち、昨年
度は15都道府県しか実施されていないようです。
結局、教育実習の受け皿がなく、大学の先生方か
らもご指摘を受けていますが、高校の教員だけで
はとても解決できません。大学や私情協でもぜひ
取り上げていただきたい問題です。
三つ目は、高等学校はセンター試験の受験科目

を重視して時間割を編成しているのが現状ですの
で、大学入試に情報科目を導入することで情報科
のステイタスも上がっていくのではないかと思っ
ています。
四つ目は、新しい「情報の科学」と「社会と情

報」の話題です。今回の学習指導要領改定の特徴
は、一つは、教育課程編成上の課題があります。
１週間30～32単位の中に科目をどのように編成す
るかというものです。二つは、設置学年について
はこれまで教科「情報」は１年生で２時間が定着
していましたが、基礎理科を２単位入れなければ
ならないため、２年生で教える動きも出てきてい
ます。三つは、設置科目は「社会と情報」と「情
報の科学」ですが、四つは、これを生徒が自由に
選択できるという選択制の導入です。
私が所属している西宮今津高校では新学習指導

要領の試行ということで、情報ＢとＣの選択制を
導入し、１年次にガイダンスを行っています。１
年生240人のうち44人が「情報Ｂ」を選択、それ
以外は「情報Ｃ」を選択しました。「情報Ｂ」を
選択した44名にアンケートをとったところ、選択
制の導入は「良かった」と30人が回答し、その理
由として「内容がよかった」が23人いました。
このようなことからも、ガイダンスで内容をき

ちんと説明すれば、「情報の科学」の履修者が増
え、先の偏りの問題の改善にもつながるのではな
いかと思われます。また、生徒が自ら選択するの
で、モチベーションが高い状態で授業に臨んでく
れます。選択制の導入と工夫が学習指導要領の次
期改定で「情報」の必履修につながっていくよう、



履修を防ぐ効果があります。
私は、情報Ａ、Ｂ、Ｃの学習指導要領の作成に

関わってきまして、佐藤先生は、その後の「社会
と情報」、「情報の科学」の学習指導要領に関わっ
てこられました。
これまでの「情報Ａ」、「情報Ｂ」、「情報Ｃ」は

実技教科とみなされていましたが、「社会と情報」
と「情報の科学」は情報科学の学習という形にな
ってかなり学問的な色彩が強くなり、実習時間の
制約が削除されました。図のように大学入試に十
分耐えうる内容になっています。
大学入試で、教科「情報」を従来どおりの独自

入試として出題している大学は現在26校程度で極
めて少ない状況です。
そこで、各大学の個別入試として教科「情報」

を出題できないのであれば、他教科と情報を内容
的に融合して出題する方法もあります。例えば、
物理の「光の三原色」に情報の「画像のデジタル
化の仕組み」の内容を絡めて出題するなど、物理
や数学などの他教科の内容に情報を融合させたよ
うな問題です。そうすれば、現行の入試科目を増
やさないで、教科「情報」の内容を入試に反映す
ることができますし、総合的、横断的に事象をと
らえる力も測定することができるのではないかと
思います。

今泉：入ってきた学生に足りない力が沢山あると
いう問題を解決していくためには、入試問題につ
いて抜本的に考えていかなければなりませんね。

新たな仕組みへの提案
天良：将来は、高校の教科「情報」の科目である
「情報の科学」と「社会と情報」を、数学と同じ
ように「情報Ⅰ」、「情報Ⅱ」、「情報Ⅲ」に発展さ
せ、Ⅰは必履修科目、ⅡとⅢは選択科目のような
構造にすると大学入試にも出しやすいのではない
かと考えています。Ⅰは全員の生徒が履修しなけ
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実践事例として全国の高校に情報発信していきた
いと思っています。

中学「技術」情報分野・高校教科「情報」の
履修状況
天良：私からは大学入試との関係を中心にお話し
します。まず、中学校で技術、高校では教科「情
報」がありますが、現実には一部で実施されてい
ないケースが挙げられます。高校の教科「情報」
の履修状況を大学で調べてもらい、学会で発表し
ました。
１年生に対するアンケート調査をしたところ、

情報系の科目はまったく履修していないというの

が数％あったという状況です。教科「情報」は、
高校で２時間（２単位）勉強しなければなりませ
んが、５大学での調査によると、週１時間１年間
しか実施しなかった、つまり２単位の中の１単位
しか実施していないのが45％もあるということで
す。このようなアンケート調査を、一部の大学だ
けでなく、例えば私情協に加盟する大学の中で実
施して、その結果をまとめて報告してほしいと思
っています。
また、中学校の「技術」情報分野の履修状況に

ついても前任校で４年間調査したところ、「ある
程度学習した」「ほとんど学習しなかった」、「ま
ったく学習しなかった」の３段階のうち、１時間
も情報を実施していない学校が数％程度ある状況
でした。
数年前に未履修問題がありましたが、達成度を

測る仕組みがないために、現時点でも、残念なが
ら一部の学校で未履修ないしは未履修に近い状況
が存在しているのです。
大学入試のために高校教育があるわけではあり

ませんが、現実の問題として、入試などの達成度
を測る仕組みがないと本気になって実施してもら
えないのです。

大学入試における情報科目の出題
天良：基礎的な学習の到達度測定には、ＯＥＣＤ
の学習到達度調査（ＰＩＳＡ2009）や英国の中等

教育の修了資格試験や、日本の
大学入試センター試験がありま
す。
情報関連科目についても、大

学入試センター試験や大学の個
別入試に出題することによっ

て、教員の嗜好による特定分野に偏った指導や未

図　「社会と情報」「情報の科学」の内容



ればなりませんが、ⅡやⅢはⅠより発展的な内容
とし、興味をもった生徒だけが選択すればよいの
です。

今泉：そうなると大学からの見通しもよくなり、
大学で本来実施すべき教育が実現しやすくなりま
すね。

天良：その他に「情報学教育関連学会等協議会」
が昨年12月にできました。これは、日本情報科教
育学会や情報処理学会などの様々な学会や研究会
が連合して、今後の情報科教育をどのように発展
させるべきか、次（10年後）の新しい学習指導要
領にどのような内容を反映させていくべきかなど
を検討し、文部科学省などの関係する部署に提言
していく組織です。ぜひ、私情協にも連携してい
ただきたいと思います。

今泉：入試だけでなく、教育プロセスの中で情報
をどのように位置づけ、どこに着地点を設定する
かという新たな仕組みですね。

村井：先程、実践事例を紹介することで理解を広
げていくお話がありましたが、優れた事例に対す
る「ベストプラクティス」などの制度を作ること
で競争心が生まれ、全体的に改善されていくとよ
いですね。小さな単位であればできるのではない
かと思います。私情協のような外部団体で広めら
れると効果的だと思います。
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今泉：情報分野では、必ず実習つまり「実際に行
ってみる」がつきものです。それを単なる操作演
習ではなく、学習内容の具現化とすることは言う
までもないことですね。ただし、各分野でも内容
は異なるので、それぞれでの「ベストプラクティ
ス」を行うことで、共通の「ベストプラクティス」
を見い出すこと、見い出そうとすることが重要で
すね。そのためにも、先生方がおっしゃっておら
れた新しい価値を創造していくためには、各専門
分野と情報リテラシーで科目の連携、教員連携を
行いながら、意識を共有し授業に取り組んでいく
必要があることを改めて確認しました。また、そ
の基礎力づくりとなる高校とも情報科目の位置づ
けを共有していくことが重要で、意見交流やコン
ソーシアムづくりなどできるところから始めて、
多くの教員の方々に関わってもらう努力が必要と
考えます。そして、それを支援してくのが私情協
の役割と思います。
本日はお忙しい中、先生方には貴重なお話をい

ただきありがとうございました。
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情報リテラシー教育のガイドライン(2012年版）
【到達目標１】
情報社会の光と影を認識し、主体的に判断して行動することができる。
情報の信頼性を識別して発信者の意図を読み解き、情報から知識へ変換できるようにするとともに、他者

の権利の尊重及び自己の被害防止、健全な情報社会を構築するために必要となる心構えや安全に関する知
識・技能を修得する。
【到達度】
１．発信者の意図を理解した上で、情報を読み解くことができる。
２．情報社会の光と影を理解し、安全に配慮した上で主体的に行動することができる。
３．社会の一員としての責任を理解し、他者に配慮して情報を扱うことができる。

【教育・学修方法の例示】
上記の到達度の達成に必要な教育・学修指導上の要点を例示する。
到達度１「発信者の意図を理解した上で、情報を読み解くことができる」
①　インターネット上には、信憑性や信頼性を確認しなければならない様々な情報が存在することと、



7JUCE Journal 2012年度 No.3

特　集

情報には必ず発信者の意図が含まれていることについて、事例を示して理解させる。
②　情報の識別力を高めるために、情報検索や情報源の確認について、多様な方法をケーススタディさせ
て最適な方法を選択させる。

到達度２「情報社会の光と影を理解し、安全に配慮した上で主体的に行動することができる」
①　身の回りで利用されている事例を踏まえて、情報通信技術の役割・特質について理解を深め、活用
方法を考えさせる。
②　情報社会で遭遇しうる様々な危険・不安について、利用者の視点から、グループなどでケーススタ
ディさせる。

到達度３「社会の一員としての責任を理解し、他者に配慮して情報を扱うことができる」
①　発信する情報に責任を持つことの意義を理解させ、社会に対する影響を認識させる。例えば、虚偽
情報、誹謗中傷など個人の意図的な情報発信がもたらす被害や、意図的ではなくても何気ない言葉に
よって、慣習・思想・信条・宗教・経済などの背景が異なる人々へ与える文化摩擦などを、グループ
で討議させ、自己責任の重要性を理解させる。
②　基本的人権の尊重、知的財産権の理解、発信情報の真正性の確保、異文化への理解など、個人とし
て配慮・遵守すべき点について、グループなどでケーススタディさせ、適切に情報を扱う態度を身に
つけさせる。

【到達度の測定方法】
上記の到達度の達成を以下の課題で確認する。
①　発信者の意図を理解し、情報を識別するための多様な方法を列挙させる。
②　社会で情報通信技術が有効に使われている事例をあげ、果たしている役割や特質について説明させ、
情報社会で遭遇しうる様々な危険・不安について列挙させて利用者の視点から被害を防止するための
方法を説明させる。情報を発信する者が遵守すべき事柄と負うべき自己責任の範囲について、事例を
もとに説明させる。
③　情報の活用方法について、その利点と考慮すべき危険について対で列挙させる。

【到達目標２】
課題発見、問題解決に情報通信技術を活用することができる。
協働して｢知｣の形成や開発に携われるよう、課題や目的に応じて情報通信技術を適切に活用して主体的に

情報を創り出し、その結果を効果的に他者に発信して相互理解ができるよう基礎的な知識と技能を修得する。
【到達度】
１．課題や目的に応じて情報通信技術を適切に選択することができる。
２．課題や目的に応じて情報を検索・収集・整理・分析・表現・伝達・発信することができる。
３．情報通信技術を活用して最適なコミュニケーションを行うことができる。

【教育・学修方法の例示】
上記の到達度の達成に必要な教育・学修指導上の要点を例示する。
到達度１「課題や目的に応じて情報通信技術を適切に選択することができる」
①　課題や目的に応じた情報通信技術やソフトウェアの活用方法についてグループで討議させることに
より、解決手順・方法の検討や情報通信技術の適切な活用が重要なことを理解させる。
②　ケーススタディを通じて、情報通信技術活用の新しい知見を得るために、いくつかの分野を対象と
し、実務家とも連携して情報通信技術の効果的な活用について探究させる。

到達度２「課題や目的に応じて情報を検索・収集・整理・分析・表現・伝達・発信することができる」
①　課題を提示し、Ｗｅｂやデータベースなどを活用して、必要となる情報を効率的に検索・
収集する方法を修得させる。

②　収集した多様な情報を目的に応じて、表計算、統計解析などのソフトウェアを活用する課題を与え、
情報を整理・分析し、批判的に吟味する方法を習得させる。
③　文書処理、表計算、図形・画像処理、データベースなどのソフトウェアを目的に応じて使い分け、組
み合わせて表現する方法を修得させる。
④ 情報の受け手の特性を踏まえ、プレゼンテーションやＷｅｂ作成などを通じて、効果的に情報を伝
達・発信する方法を修得させる。
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到達度３「情報通信技術を活用して最適なコミュニケーションを行うことができる」
①　代表的な情報通信サービスを取り上げ、メッセージの到達範囲、即時性、公開の有無などの観点か
らコミュニケーションの可能性と限界を議論させる。
②　普及している情報通信サービスを体験させ、既存の問題解決や新規課題の発見に役立つ円滑で効果
的なコミュニケーションの在り方を考えさせる。

【到達度の測定方法】
上記の到達度の達成を以下の課題で確認する。
①　代表的な情報通信技術やソフトウェアの特性について説明させる。
②　教員間で到達度の評価シートを作成し、自己評価や学生間でのピアレビューを行わせるとともに、
必要に応じて実務家から評価を受けさせる。

【到達目標３】
情報通信技術の仕組みを理解し、モデル化とシミュレーションを課題発見や問題解決に活用できる。
データの表現方法や情報通信技術の仕組みと情報通信システムの役割を理解し、社会に有益なシステムの

在り方を考察する。また、モデル化とシミュレーションを用いて課題の発見・明確化・分析・検証を行い、
新しい評価軸を構築することによって問題解決へ繋がる基礎能力を修得する。
【到達度】
１．情報のディジタル表現、情報システムの動作原理・構成を理解し、情報を科学的に捉えることができる。
２．モデル化とシミュレーションを通じて実践的な問題解決に取り組むことができる。
３．社会における情報通信システムの役割を考え、有益なシステムの在り方を考察することができる。

【教育・学修方法の例示】
上記の到達度の達成に必要な教育・学修指導上の要点を例示する。
到達度１「情報のディジタル表現、情報システムの動作原理・構成を理解し、情報を科学的に捉えること

ができる」
①　文字、数値、画像、音などをディジタルで表現する仕組みを説明させる。
②　CPU、メモリ、ハードディスクなどの実物を見せることで、コンピュータの構成を理解させ、ソフ
トウェアの動作の仕組みと関連付けて理解させる。
③　プログラミング環境を利用して、アルゴリズムを具体的なプログラムとして実現し、コンピュータで
実行させる。
④　Ｗｅｂやメールの通信履歴を見せることで、ネットワークの仕組みや通信プロトコルの役割を理解さ
せる。

到達度２「モデル化とシミュレーションを通じて実践的な問題解決に取り組むことができる」
①　現実の課題から抽象的なモデルを構築する手法を学修させ、モデルを扱うことの利点を理解させる。
②　構築したモデルからシミュレーションなどを用いて解を求めさせる。
③　シミュレーションの結果を分析・評価し、モデルの妥当性や限界を議論させるとともに、新たな課題を
検討させる。

到達度３「社会における情報通信システムの役割を考え、有益なシステムの在り方を考察することができる」
①　身近な情報通信システムの技術をとりあげて、社会における情報通信システムの役割を吟味させる。
②　セキュリティに関する事件を紹介するなどして、セキュリティ技術の必要性を認識させ、身のまわ
りの情報通信システムについて批判的に考察させる。
③　社会を発展させるための情報通信システムの構築を考察させる。

【到達度の測定方法】
上記の到達度の達成を以下により確認する。
①　私情協などのコンソーシアムを通じて標準化された到達度試験などにより達成度を確認する。
②　モデルを作成させ、対象の特徴を表すパラメータや実際の動作に即しているかなど、モデル化のね
らいに照らした妥当性を説明させることで評価する。
③　社会における情報通信システムについて批判的に考察させ、情報化社会のあるべき姿について発表
させ、相互評価や外部評価などで確認する。
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指導に関わることの難しさが指摘されていまし
た。近年、養成校では、教員の訪問指導の回数を
増やす等の強化策を講じていますが、時間的ある
いは、距離的な制約もあり、実習生をきめ細やか
に指導することには限界があります。
このような実習を支援する方法として、本学で

は、平成18年度に採択された「資質の高い教員養
成推進プログラム」（教員養成GP）、課題テーマ
「課題解決能力を高める実習支援とその体制の構
築」の一環として、遠隔学習支援システムを用いた、
実習における学生の指導・援助を実施しました。
本システムは、サーバ上で運用されるため、パ

ソコンに特別なアプリケーションをインストール
する必要がなく、インターネット環境があれば利
用することが可能となっています。ブラウザ上で、
テレビ会議、動画の再生、画像の提示を同時に実
行することができます。したがって、動画を再生
しながら、あるいは画像を見ながら、テレビ会議

保育・教育実習における遠隔学習支援
システムを用いた指導・援助の実践

保 育 学

１．はじめに
常磐会短期大学は、保育者を養成する単科の

短期大学です。社会人として必要な教養と、保育
者として必要とされる知識や技術を学ぶカリキュ
ラムを構成し、質の高い保育者を養成することを
目指しています。
保育者を養成するカリキュラムにおいて、実際

の現場で行う実習科目は、学生がキャンパスで学
んだ知識や技術を活かして実践力を養う機会とし
て重要な科目となっています。また、多様化する
社会的ニーズを受けて、保育者に求められる専門
性は年々高度化しており、それに伴ってカリキュ
ラムにもより専門性の高い内容が盛り込まれるよ
うになっています。このようなことかから、理論
と実践を結びつける機会としての実習は、さらに
重要性が増していると言えます。
しかし、現場での実習は、従来から実習先への

依存度が高く、養成校側の教員が積極的に学生の

人材育成のための授業紹介 ● 保育学

常磐会短期大学
幼児教育科教授 平野　真紀

常磐会短期大学
幼児教育科教授 新谷　公朗

（左から新谷、平野）

図１　テレビ会議の画面

実 習 先
指 導 者
学 　 生

実習の様子を
記録した動画

実 習 の 指 導 案
（ 計 画 ）養成校

指導教員
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を使ってディスカッションすることができるよう
になっています（図１）。
本稿では、本システムを用いて実施した実践に

ついて報告させていただきます。

２．本学の保育・教育実習の概要
本学では、保育士資格と幼稚園教員免許を卒業

と同時に取得できるようにカリキュラムが編成さ
れています。両資格を取得するには、「保育実習」
（２週間×２回）、「教育（幼稚園）実習」（２週
間×２回）、「施設実習」（２週間）の計10週間の
実習が必要となります。学生は、２年間で５回の
実習を経験することになります。
実習期間中、養成校の教員は、実習先を訪問し、
実習先の担当者（保育士・教員）から学生の様子
を聞いたり、実際に学生と話したりするなどの
「訪問指導」という形で学生の支援と指導を行っ
ています。しかし、時間的な制約などもあり、実
際の保育活動を見たり、直接学生を指導したりす
ることは難しいのが現状です。
一方、学生からは、実習期間中にこそ教員から

の指導やアドバイスが欲しいという希望が従来か
ら多くあり、実習期間中に即時的に実習生の支
援・指導を行うことの必要性が、実習における課
題の一つとなっていました。

３．遠隔学習支援システムの活用
このような課題を解決する方法として、実習に

おける即時的な支援・指導を行える遠隔学習支援
システムを構築しました（図２）。基盤となるテ
レビ会議システムを用いてWeb上で動画や音声デ
ータ、画像データを共有しながら会議を進行する
ことができます。
運用にあたっては、動画や音声データが大量に

含まれること、個人情報を含むデータを扱う可能
性があることを想定して、NTTの光通信網を利用
し、VPN（Virtual Private Network）により機密
性を保持しています。また、子どもの様子が撮影
された動画および静止画像の使用については、保
護者の理解と承諾を得た上で撮影したものを利用
することにしました。

４．活用の事例
具体的な学生への指導・支援の一つとして、

日々の実習後に行われる指導者と学生（実習生）
による反省会に、養成校の教員も参加する形で実
施しました。実習の様子を撮影した動画や指導計
画等の資料を共有しながら、テレビ会議を通して
即応的な指導・援助を行います。
対象科目は、「教育（幼稚園）実習」で、本学

付属幼稚園（３園）での実習期間中に実施しまし
た。２回生の学生が、設定保育を行った日の反省
会を対象としました。
学生の実践からシステムを用いた反省会までの

プロセスは、次のようになっています。

1.保育指導案の作成
2.指導案に基づいた保育の実践
（ビデオ等により記録）
3.資料の作成（ビデオ編集等）
4.反省会の実施
5.記録（実習日誌）の作成

反省会では、指導案やビデオ記録
を画面上で共有し、保育の様子など
を素材にしながらテレビ会議を用い
て１時間程度のディスカッションを
行います（写真）。
対象となった学生には、この反省

会を、基本的には２週間の実習期間
中に２回実施することにしました。

人材育成のための授業紹介 ● 保育学

図２　遠隔学習支援システムの概要
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５．実践の結果
実践を通して、教員のアドバイスを翌日の実習

に直ぐに活かせるという利点だけではなく、実習
先の指導者にとっても学生（実習生）への指導方
法を学ぶ機会となり得ることが確認できました。
このことは、本学の指導教員はもとより実習先の
指導者、そして学生自身も強く感じています。
システムを運用するにあたり、保育の様子を撮

影したビデオを反省会用に編集する作業に時間を
要するため、一度に多くの学生を対象として実施
することが難しいのですが、学生の感想は、概ね
良好でした。
学生の意見として、「実習で保育をしていると

きは、緊張感もあり、精一杯の状態なので、細か
いところまで覚えていないが、ビデオ記録を利用
し自分自身を振り返ることで、失敗に気づき、改
善点の発見もできた。また、指導をいただく際に
は、指導案などの文書だけでなく、私の表情や行
動などについても助言していただけた」などのよ
うに、動画の有効性を示すものもありました。ビ
デオによる記録を見て実習の様子を振り返り指導
や助言を受けることで、自分の失敗に気づき、改
善点を発見することができることや、自分の実践
を可視化し対象化することができるため、保育に
対する課題を明確にすることができる旨の意見を
得ることができました。学生にとっては、「自分
は、このように保育を行っていたのだ」と客観的
に自分自身を捉える機会になることが判りました。
実習先の指導者（教員）からは、養成校の教員

が加わった三者による反省会の利点として、「学
生（実習生）だけでなく指導者も、教材研究の方
法や次の遊びへの視点の方向付けなど、保育の専
門的な立場からの助言を聞くことができた」とい
う意見がありました。実習先の指導者の負担も増

大しますが、実習を受
け入れる上で、新たな
知識を得る機会になっ
ていることが確認でき
ました。
指導に携わった教員

からは、ビデオ記録を
用いることで、指導・
支援すべき課題がよ
り目に見える形にな

り、問題を焦点化しやすく、繰り返し見られる点
も、学生の指導には有効であるとの意見を得るこ
とができました。

６．まとめ
遠隔学習支援システムの利用は、学生の実習に

即応的に指導・援助を行うことができるため、大
学で学んだ知識や技術を実践の場で活かせる保育
者としての総合力を醸成できると考えています。
また、ビデオ記録の導入は、学生が自分の保育す
る姿を対象化し、自ら課題を発見することを促す
契機となったことが判りました。実習先でビデオ
を撮影するためには、実習先の了解にとどまらず
保護者個別の了解を得る必要性等、問題は山積し
ているものの、学習効果の高い教材であることが
確認できました。
本システムを構築した時期に比べ、Web上で動

画等を操作する技術は向上しており、テレビ会議
等も容易に行うことが可能となっています。実習
先との間で、ビデオ撮影等についてコンセンサス
を得ることができれば、より多くの学生を対象と
した支援体制の構築が可能であると考えています。

参考文献
[1]平野真紀他:遠隔学習支援システムを用いた教育・保

育実習の実践, 私立大学情報教育協会，論文誌「IT活

用教育方法研究」第10巻第１号, pp.26-30, 2007.

[2]植田明他:課題解決能力を高める実習支援とその体制

の構築－常磐会短期大学における教員養成GP取組の

中間報告と展望－. 日本保育学会, 第60回大会, 2007.

[3]教員養成GP「課題解決能力を高める実習支援とその　

体制の構築」最終報告書.常磐会短期大学,2008.
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写真　指導の様子
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り出すための系統だった養成方法を構築し、卒業
後もサポートしていく、というのが本プログラム
の主旨です。具体的には学生・卒業生に数多くの
交流の場、機会を提供することによって交流力、
自己表現力を向上させるということをねらいまし
た。このねらいを達成するため、県下に多くの卒
業生（約8,700人）を送り出してきた本学科の特
色を生かし、在学生と卒業生間の学び合いを取り
入れ、三つの交流の場を構築しました（図１）。

一つ目は物理的制約や心理的距離をあまり感じ
ずにできるインターネットでの基礎力育成。学生
と卒業生が学び合い、さらに学生・卒業生・教職
員の交流の場として機能することを目指しまし
た。二つ目は学内実習や就職指導における卒業生
との交流での基礎力育成。これは教職員を仲介と
し、心理的距離の近い卒業生を主とした交流の場
を提供しました。三つ目がリカレント教育、学外
実習、行事等の機会を利用した実践力育成。様々
な立場や年齢の方々の中で、より実践的に交流を
推し進めていくことが必要となってきます。
本学科では、このうち一つ目をインターネット

交流、二つ目、三つ目を直接交流と位置付けまし
た。そして、このインターネット交流と直接交流を

ICT活用と直接的交流をインタラクティブに
体系化した保育者育成プログラムの構築と展開

尚絅大学短期大学部
幼児教育学科講師 坂本　健

保 育 学

１．はじめに
本プログラムは「異世代交流力をもつ保育者

育成プログラム－IT活用で在学生・卒業生間の学
び合いを展開させる取組－」と題しております。
「異世代交流力」とは、立場や年齢の異なる他者
から学んだり、自分の考えを発信したりできる気
力・知力・実行力のことを言います。ここで言う
気力とは、異世代の方と積極的に関わろうとする
姿勢や態度、知力は交流の際に必要な知識や技能、
判断力、そして実行力とは交流するという実際の
行動に移す力、また、交流するために行動をして
いく力、展開力のことです。
なお、このプログラムは平成20年度、文部科学

省の「質の高い大学教育推進プログラム（教育
GP）」に採択され３年間取り組んだものです。現
在でも継続して実施しており、GP採択にあたっ
て、「異世代」の幅を保育者以外にも広げることに
配慮しつつ、着実な成果を求めて欲しいと付記が
あったため、取り組み内容に学園祭等の行事にお
ける直接的交流を強化することで対応しました。

２．取り組みの概要
経緯としては、近年の保育現場には人間関係に

悩む保育者の姿があり、本学科においても、専門
職に必要な力量があるにもかかわらず、人間関係
が原因で離職する卒業生が増加してきた点にあり
ます。その姿から、卒業後に必要とされる異世代
との交流力を十分育てきれていないという課題が
浮き彫りにされ、その一因として限られた教育課
程の中で関わることのできる他者の数が相対的に
少ないこと、また学生間の年齢幅が狭いという短
期大学部ならではの限界が考えられました。
これを２年間で育成し、資質の高い卒業生を送

人材育成のための授業紹介 ● 保育学

図１　異世代交流力を育てる三つのステップ　
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インタラクティブに体系化することにより、相互補
完的に異世代交流力を高めることをねらいました。

（１）インターネット交流

インターネット交流では「Yokyo-net」という
SNSを活用した交流の場を設けました（図２）。
規約に同意できる方のみが登録することで、パソ
コンおよび携帯電話から利用できます。セキュリ
ティの面にも細心の注意を払い、誹謗・中傷や情
報の漏えい等の事例は現在までありません。
そして「Yokyo-net」の機能としては「コミュ

ニティ」、いわゆる掲示板があります。書き込む
テーマを整理できるように、七つの「コミュニ
ティ」を設け、利用者は自由に閲覧し、書き込み
を行うことができます。つまり、学生、卒業生、
教職員が自由に意見を交換でき、交流する場とし
て「Yokyo-net」が機能しています。
在学生から卒業生に対しては「おたより作成で

気をつけていることは？」、「食育の実際」等とい
った、授業での学びをもとにしたテーマでの書き
込みが見られ、卒業生から在学生に対しては「運
動会のタイトル」、「子どもの頃好きだった絵本
は？」等、日々の保育の中から出てくるテーマで
の書き込みが見られました。この「Yokyo-net」
上でのやりとりを通して、書き込み内容や言葉遣
いを吟味したり、書き込みに対する返信内容を工
夫しようとしたりする学生の姿が見られました。
この「Yokyo-net」は授業とも連携させており、

造形系の授業で作成した作品等について、作り方
や工夫した点を書き込んで作品の画像を掲載した

り、実習指導の授業では、グループ学習の中で解
決できなかった疑問を質問したりする等、卒業生
とのやりとりを行っています。
なお、現在（平成24年11月）の「Yokyo-net」

利用状況としては、987名の登録があり、毎年新
入生は全員登録をしています。現場で３年目を迎
えた卒業生も、在学時に登録をしており、現在で
も全員が活用できる状況にあります。

（２）直接交流

直接交流においては、学生と卒業生が様々な方
と直接的に交流する機会を設けました。具体的に
は「学内外の実習」、「学園祭等の学内外の行事」、
「就職指導」、そして「地域での交流会」等です。
また、リカレント教育では学生も参加できる日

程の調整や企画を行い、「Yokyo-net」も開催を周
知する目的で機能させました。各講座に学生が参
加をすることはもちろん、講座終了後には保育者
同士、そして学生も交えた中で意見交換会を企画
し、交流を深めるとともに異世代交流実践の場を
設けました。その他、ワークショップ形式のスキ
ルトレーニング等も行っています。そして
「Yokyo-net」上では、後日それぞれの感想や質問
をかわす様子も見ることができました。

３．取り組みの成果
（１）異世代交流力の推移

本学科では、それぞれの実習前後での異世代交
流力に焦点を当て、自己評価チェックリストを用
いて、「気力」「知力」「実行力」という評価項目

図２　Yokyo-netの画面（左：トップ画面、右：コミュニティの書き込み画面）
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たのではないかと考えています。外部評価委員会
でも高く評価され、本取り組みで築いたソフト・
ハード両面における教育環境や培った方法論等
は、卒業後のサポートという意味も含めて、卒業
生とのネットワークを強化し、本プログラムで目
指した在学生・卒業生間の学び合いの循環を促進
するシステムとして、今も有効に機能するという
ことが検証されました。そして、学生がこれから
保育者となっていくことで、その循環は拡大・深
化するものと期待できます。
また、現在は教員を仲介として研修会や自主実

習、園の行事等に学生が自ら出向く機会を数多く
設けています。その中で学生は、現場の先生方の
中でも積極的に発言できる姿も見られるようにな
っています。
ただ、いわゆるコミュニケーション能力という

ものは、すぐに身につくものではありません。こ
こで培ってきたものを基盤とし、現場に出てさら
に力をつけていくことが重要であると思います。
そして、コミュニケーションとは、個人の能力ば
かりによるものではなく、取り巻く環境という要
因も充分に加味して考えていくことが今後の課題
であると感じています。

に関する変化を検討しました（図３）。平
成21年度入学生を例に見ると、いずれの実
習においても実習後の方が自己評価の平均
点は高くなり、次の実習前には下がり、そ
れを繰り返しながら上昇していく傾向が読
み取れます。また、ここでは詳しくは比較
しませんが、数値的にも異世代交流力は例
年に比べ、高くなっている現状がありまし
た。

（２）就職とのかかわり方

就職に対する取り組み方についても変化が見ら
れました。これを取り組み前後で比較すると、自
己開拓の増加、自主実習や園訪問等、自ら足を運
んで就職を決める学生が多く見られるようになり
ました。その数値は取り組み前の平成19年度は
63％、20年度は64％であるのに対し、取り組み後
の21年度では73％、22年度では80％、23年度では
93％と徐々に高くなっています。22年度・23年度
の特徴として本実習で高い評価を受け、それが就
職につながるケースが人数・割合共に高い数値を
示しています。

（３）「Yokyo-net」について

「Yokyo-net」についての当初想定していなか
った成果として、コミュニケーション能力で特に
不安視されていた学生が頻繁にアクセス、書き込
みを行っている事例があります。ある学生は入学
時より友人関係の構築が苦手でしたが、「Yokyo-
net」上では自分の思いや考えを素直に表現し、
質問を投げかける等、積極的な姿勢が見られまし
た。このことが学生に自信を与え、就職活動中、
自主的に園に電話や訪問をする等、直接的交流の
場面において、少しずつ課題が改善され内定をい
ただきました。また、在学時より活用している卒
業生は、職場での悩みや不安を吐露することが非
常に多く、その都度卒業生や教職員の励ましがあ
りました。書き込みの内容から早期離職も予想さ
れましたが、現在も同園にて働いています。この
ことから、特にコミュニケーション能力に課題が
ある学生に対しては、自分の思いや考えを他者に
表現することができる一つの居場所として
「Yokyo-net」は機能していると考えるに至りました。

４．おわりに
以上を鑑みると、異世代交流力を育成しようと

する本取り組みは一定の成果を上げることができ
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図３　実習における学生の自己評価
各実習前後の全体の変化をグラフにしたもの

図４　職場と関わりながら内定に結び付けるケース　

（平成21年度入学生）
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欲を持ち、知識・理解力を向上させることを、課
題として捉えたところから始まります。また、短
大特有の先輩・後輩の関係性の少なさを少しでも
なくし、１、２年生合計10名程度の学生と、担当
教員１名（ファシリテーター）からなる異学年学
生が集う学びの集団を形成し、双方向型の学習を
継続的に行うことになります。
２年生はリーダーシップを発揮し１年生をサポ

ートすることで、リーダーとしての態度、役割を
学びます。また１年生は、フォロワーシップとし
ての役割を全うし、チームの一員であるという自
覚を持ち、協力して取り組むことを学ぶというも
のです。

課題解決型学習の成果をより
高めるために、学生は個別配布
された「プログレスノート」を
用いて自分の成長を記録し、到
達過程を確認しながら学習を進
めます。課題解決へ向かう学習
プロセスを言語化することで、
課題研究の筋道も明らかになり
ます。課題解決型学習の終了後、
１年生は次年度への課題が明確
になり、２年生は保育の場で主

異学生共同コミュニティによる課題解決学習と
保育士資格取得科目における取り組み

聖徳大学短期大学部
保育科講師 大野　地平

保 育 学

１．はじめに
本学は開学以来、保育士養成、幼稚園教諭養成

を中心とした学部、学科をコアにして、現在の総
合大学化を成し得たという経緯があります。した
がって、本学は保育や幼児教育の科目が数多く開
講されています。そのような中で、保育士養成の
カリキュラムの改訂等があり、現在では単に幼児
と関わることを主眼に置いた教育だけでなく、家
庭、地域等も範疇においた科目の設定が行われて
います。
拙稿では、保育科が独自に取り組んでいる「キャ

リア総合演習」と、保育士養成課程の中の「相談
援助」科目における取り組みについて紹介します。

２．「キャリア総合演習」
（１）実施内容
保育科には「キャリア総合演習」という科目を

設定しています。この科目は「自ら考え行動しチ
ーム貢献できる保育者養成」と題し、旧GPで採
択されました。内容は、１、２年生共同のコミュ
ニティで１年間の課題解決学習に取り組み、11月
の学園祭（中間発表）や１月の学生フォーラム
（最終発表）で成果を発表するというものです。
GP終了後の現在もその教育課程は保育科の一つ
の柱として必修授業で展開されています（図１、
表１）。
この取り組みは、保育科として幼児教育・保育

分野で活躍できる人材の輩出し、向上心の高い保
育者を養成していく際に、学生が主体的に学習意

図１　取り組みの概念図

表１　領域別の学習テーマ例
領域

環境

生き方

国際理解

美術

衣

からだ

音楽

食

文化

学習テーマの例

子どもの育つ環境についての研究、子どもにとっ
ての環境とは何か

短大生の生き方、私たちの人生設計

日本と諸外国の保育について、世界の行事につい
ての研究

壁面構成の研究、つくってあそぼう

子ども服について、ウエディングドレスのデザイ
ンについて

ダンスを楽しもう、幼児と楽しむヨガ

自然を生かした音楽、「音」を「楽」しむ音楽
パーティ

野菜ぎらい克服法、日本の行事と食について

良い人間関係をつくるためのマナーについて、
伝承遊びを体験しよう
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体的に学び、チームに貢献できる力を持った保育
者として、実践の場で活躍することを目標として
います。
図２は昨年までの取り組みの流れです。現在は

ブログ等は閉鎖されているため、紙媒体による情
報共有になりましたが、基本的にはほぼ同じ取り
組みを行っています。
学生は発表や研究などの過程でパワーポイン

ト、ビデオ撮影、電子黒板等の様々なツールを活
用しています。特に学生フォーラムでの最終発表
の際には、学術学会をイメージした分科会形式を
取り入れ、様々なツールを駆使して自分たちの研
究成果を発表します。
学生によるICT活用は今や日常的なことです

が、ツールを活用することによって学生の考え方
などに「段取り」というものが意識され、それが
保育実践というものにつながっていくと考えるこ
とができます。
この過程の中での一番のポイントは、「手順を

追って自分の考えをまとめる」ことにあります。
研究活動については、研究というレベルまで達し
ているかどうかにかかわらず、課題を設定し、そ
の課題を深く考えるために根拠を求め、そこから
オリジナリティを追求し、まとめるという流れを
意識させることができます。これは、幼児との関
わりが主となる保育士養成、幼稚園教諭養成では
重要なことです。なぜならば、この手順を経るこ
とにより、「ストーリー性を持った指導（支援）
計画」の醸成が可能となるからです。保育ではこ
のストーリー性が重要になります。例えば、ただ
単に絵本や紙芝居の読み聞かせを行うのではな
く、「季節感を養う」という観点を設定したとし
ます。その観点を達成するには様々な方法があり
ますが、各々バラバラに展開しては子どもたちの
思考もバラバラになってしまいます。そこで必要
なのが、「季節感を養う」⇒「季節に関する読み
聞かせ」⇒「絵本で取り上げた内容を自由遊びの
中で発見させる」というストーリー性です。この
ストーリー性のある指導（支援）が、今求められ
ている能力なのです。

（２）評価
評価方法は複数あり、１）学生による評

価として、学生の「プログレスノート」を
活用した、異学年共同コミュニティによる
課題解決型学習の自己評価、２）学生間の
評価として、異学年共同コミュニティを構
成した１年生と２年生による取り組み成果
への相互評価、３）教員による評価として、
異学年共同コミュニティ担当教員が、学生
の課題探求能力と人間関係調整力を評価、
４）学生満足度の評価として、全学生への
１年間の満足度調査による取り組みの評価
指標、５）外部評価として、外部公開する
学生フォーラムの外部参加者による成果評

価（23年度より実施）があります。図３のグラフ
は学生間評価で異学年評価と同学年評価を比較し
たもので、１年生は先輩に対する評価が相対的に
高く、２年生は同学年評価が高くなっています。
５段階評価で表していますが、このような差が出
るということで、異学年に対する見方が明らかに
なりました。

３．演習科目「相談援助」における取り
組み

（１）実施内容
「相談援助」は２年次を対象とした保育士資格

取得のための必修科目で、改訂前は「社会福祉援
助技術」という科目であり、保育士養成のカリキ
ュラムの中でも、子どもだけでなく家庭や、地域
との関わりについて、その方法論を学ぶ演習科目
です。履修者は年度によって異なりますが、本年
からは保育科所属の学生すべてが履修します。拙
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図２　課題解決型学習の学習プロセス
注意：図は昨年度までのもので現在ブログは活用していない

【１年生】

【２年生】
図３　異学年評価と同学年評価の比較

課題発見力

課題発見力

異学年評価

異学年評価

同学年評価

同学年評価

※※

※※

※※

※※

※※

※※

※※

※※

※※

※※

※※

※※

※※
p＜,01

※※
p＜,01

1

1

2

2

3

3

4

4

5

5

状況把握力

状況把握力

自己表現力

自己表現力

行動力

行動力

総合力

総合力

傾聴力

傾聴力

課
題
探
究
能
力

課
題
探
究
能
力

人
間
関
係
調
整
力

人
間
関
係
調
整
力



17JUCE Journal 2012年度 No.3

とも証明できました。この方法をとると、自分の
対応のそのままを振り返ることになり、第三者か
らのアドバイスよりも、問題点も自覚しやすくなっ
ています。
（２）実施結果
学生の授業アンケート等でも非常に満足度の高

いものになっています。傾向としては、教員側が
意図したものが、様々なツールを用いることで学
生の興味関心も引き出せているものと思います。
具体的には表２のような授業評価が得られ、項目
９を除いて4.5以上のポイントを得ています。得
点が一番低い設問９に関しては、一授業完結のオ
ムニバス的な展開であったため、課題を課さなか
ったためであると考えます。また、設問３に関し
ては、ＶＴＲに用いた作品に対し、昨年度と比較
して好きなもの、関心のあるものである結果であ
ると考えられ、今期の映像作品は、学生の関心が
より高く興味を引いた結果だと考えています。

稿で取り上げるのはそのうち、２クラス88人分に
なります。演習科目は規定により50人を最大定員
に展開するため、他大学で言えばゼミ二つ分の人
数程度になります。実際には、40人程度の受講生
の２クラスにおいて実施しました。演習では、ロ
ールプレイや事例研究を行い、学びを深めていき、
考える力を伸ばすことに力点を置いて展開します。
これまでの授業では、紙媒体で説明し、それを

実演し、実演を振り返ることで構成されていまし
た。しかし、その方法だけでは学生や教員の主観
的なものに偏りがちになり、振り返るにしても客
観性が乏しいという問題点がありました。第三者
によるアドバイスを踏まえてもその傾向はぬぐい
きれません。そのような中で活用されるのが、Ｖ
ＴＲと実演のビデオ撮影の二つの方法になりま
す。ＶＴＲについては今期は毎回視聴し、課題に
ついて考えることを中心に置き、物事の本質を見
抜く洞察力や、発想の柔軟性が持てるように心が
けました。
ＶＴＲの内容は、学生の関心を引くような身近

な作品を用い、積極的に視聴できるように配慮し
ました。既に教材として認識され、教材用として
活用されているものもありますが、本科目ではそ
のようなＶＴＲに限らず、例えば、「人間関係を
整理し、図式化して考える」という課題を設定し、
その際に用いるＶＴＲは、ドラマでもアニメでも
ストーリーがあるものであれば、何でも用いるこ
とができます。また、内容によっては、地域との
関係性を学ぶこともできます。このような教材を
用いることで、教科書で学んだ内容を一歩踏み込
んだ形で深めることが可能になります。実際の授
業で用いたものは、映画『サマーウォーズ』や
『光とともに…』など、名前が学生にも浸透して
いるものです。
さらに、その学んだ知識を実践するときに「振

り返る」ことが重要になります。実際の手ごたえ
や反省点を踏まえ、次に活かすことが求められる
からです。その際、活用されるのがビデオ撮影に
なります（図４）。ビデオで撮影したものをPCか
らスクリーンに投影し、本当の意味での振り返り
を行うというものです。障害児心理学等の分野で
は従前から用いられている方法ですが、それを基
にして、このような演習の授業でも展開できるこ
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図４　ロールプレイと振り返りの流れ

表2 演習科目「相談援助」の授業アンケート
平均点

4.5

4.5

4.9

4.9

4.9

5.0

5.0

4.8

4.2

4.5

4.9

4.5

4.9

9.8

4.8

(回答者数：79名）

1. シラバスに沿って行われていますか

項目

2. シラバスの目的は明確にされていますか

3. 使われている教材は適切ですか

4. 話し方は明瞭で聞き取り易いですか

5. 黒板の使い方は適切ですか

6. 視聴覚教具を活用していますか

7. 授業の内容はわかりやすいですか

8. 授業の内容は興味や関心を抱かせますか

9. 必要に応じて課題を出していますか

10.発言や質問をするように促しますか

11.質問や発言に適切に対応していますか

12.授業に熱意や情熱が感じられますか

13.教師から刺激や影響を受けますか

16.友人や後輩に勧めたいと思いますか

17.あなたの総合的な評価を示してください

４．おわりに
保育所や幼稚園における保育・幼児教育の実践

は、現在においては絵本や製作などアナログの世
界が中心です。したがって、教授方法もアナログ
なものが多くなるのは当然のことで、この傾向は
今後も変わることはないと考えられます。しかし、
そのような中でICTを活用する部分が科目の中に
存在することにより、学生の考え方の幅が広がっ
ていくことが、これらの取り組みからわかってき
ました。このように考えると、すべての授業にお
いて、学生の考え方の幅を広げる努力をしていく
ことが今後の課題だと思われます。主たる研究を
社会福祉に置いている筆者にとっては、まだまだ
開発の余地が「保育」の学問にはあるように感じ
ています。その点を踏まえ、今後も研鑽を積みた
いと思います。
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中心とする教学改革を推進し、同時に上記諸組
織と連携して幅広く柔軟な学生支援や学習支援
を提案し運営するため、学内に教育開発センター
が設置されました。以後、本学のICT活用教育
は、同センターと情報処理センターが緊密な連
携を取りつつ管理・推進しています。

２．Moodleによる教育支援システムの
導入
本学のICT活用教

育は、授業内容の
更なる充実を第一
の目的として、学
生が、授業中ある
いは学内のみなら
ず、自宅において
も授業の予習・復
習や自習の手段と
し得るコンテンツ
の作成、および教員

が授業において実施す
る事前事後学習の充実、並びに授業準備におけ
る負担軽減を目指し実施されています。
その一環として、まず平成21（2009）年度か

ら、Moodleの本格運用が開始されました。た
だし、フリーソフトであるMoodleには公式マ
ニュアルが存在しないため、教育開発センター
において、授業補助として有益な機能に特化し
たやや詳細なマニュアルを作成し、これを教職
員専用学内ホームページにおいて公開するとと
もに、システム活用方法についての講習会を、
初年度となる平成21（2009）年度には５回実施

皇學館大学のICT活用教育
～教育開発センターの取り組み～

１．はじめに
皇學館大学（以下、本学）は、三重県伊勢市

に位置し、学部生・大学院生・神道学専攻科生
（以下学生と総括）合わせ約3,000名を擁する大
学です。明治15（1882）年、皇大神宮の林崎文
庫に設置された「皇學館」を大学の起源とし、
以後明治36（1903）年に内務省管轄の官立専門
学校に、昭和15（1940）
年には官立神宮皇學
館大學となり、第二
次世界大戦終了後の
昭和21（1946）年、
GHQの神道指令に
より一度は廃学とな
ったものの、昭和37
（1962）年には私立
「皇學館大学」とし
て 復 興 、 平 成 2 4
（2012）年度を以て
創立130周年・再興50
周年を迎えました。
本学は、「わが国の歴史に根ざした道義と学

問とを学び、実際の社会の中でこれを実践して
文明の発展に寄与する」ことを建学の精神とし、
現在、文学部・社会福祉学部・教育学部・現代
日本社会学部の４学部体制で教育に臨む他、事
務組織としては学生支援部（教務担当・学生担
当・実習支援担当・入試担当・教職支援担当・
就職担当）や神職養成部が学生の研究・学習活
動並びに就職・奉職活動を支援しています。そ
して平成20（2008）年６月、本学のFD活動を

教育・学修支援への取り組み

（撮影：三輪晃久写真研究所）
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３．自動追尾型撮影システム（Auto-Rec）
の導入

教育学部を擁し、文学部と併せて延べ696件
の教員免許を卒業生が取得する（平成23年度実
績）本学では、学生・院生が一定期間教育実習
等により授業を欠席することとなります。この
教育実習期間中の授業内容をどのようにフォ
ローするかという課題を解消すべく、平成21
（2009）年度、自動追尾型撮影システム「Auto-
Rec」の導入を決定しました。これにより、ハ
イビジョンカメラで撮影した授業風景をPCで
自動編集（場合によっては手動でも編集）し、
CD-Rにコピーした映像を教育開発センター内
において保管するとともに、希望する学生に対
する貸し出し作業を実施しています。
撮影する授業は、必要と判断される必修科目

等の担当教員に、教育開発センターから撮影を
依頼することもありますが、基本的には、教員
側からの撮影希望の申し出を受けた後、セン
ターのスタッフが撮影に出向いています。ただ
し、授業の撮影に際しては、後からシステム上
で映像の必要な部分を自動的に切り出して編集
できるため、カメラに付いてアングル調整等を
行う必要がありません。黒板を含む教壇全体を
撮影できるようにカメラを設置して録画開始

しました。以後、毎年最低１回は活用法の講習
会を開催し、特に新任教職員に参加を促しつつ、
利用拡充に努めています。
運用方法については、学内のより活発な利用

を促すため、非常勤講師を含めた全教職員に、
Moodle内にコースを作成できる権限を付与し、
授業のみならずサークル活動やWeb会議の場と
しても活用できるよう設定しています。そして、
学内から願い出があった場合には、教育開発セ
ンターにおいてリクエストされたコースを作成
します。なお、何らかの不明な点あるいはトラ
ブルが発生した場合は、教育開発センターがヘ
ルプデスクとしての機能を果たし、連絡を受け
次第スタッフが問題解決にあたるように定めて
いるため、教育開発センター長並びにセンター
助手、および情報処理センターの限定された職
員には、Moodle管理者としての権限が与えら
れています。
本学のMoodleによるシステムは、混乱を避

けるため、年度ごとに新たなシステムを情報処
理センターで立ち上げており、単年度ごとの利
用状況を把握しています。なお、旧年度のシス
テムも情報処理センターが管理し、教職員から
希望があった場合には、旧年度のMoodleに設
置したコースを新年度のものに移行する作業を
教育開発センターが請け負っています。

教育・学修支援への取り組み

図　　Moodleの画面例
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し、授業終了時にカメラを回収するのみの作業
ですので、専ら研修を受けた学習支援室（教育
開発センター内に設置）のチューターが担当し
ています。これら個々の授業記録は、年間平均
およそ60件を数える程度ですが、授業以外に、
例えば教職支援担当並びに実習支援担当が主催
する教育実習や介護等体験の事前指導、あるい
は教員採用試験対策用特別講座といった特別授
業の撮影依頼が増加しています。これらの特別
授業をやむを得ない理由で欠席した学生をフォ
ローするにあたって、授業記録は担当教職員の
負担を大幅に軽減しています。
また、従来は講座の主催者の部署によって、

学生支援部教務担当や教職支援担当などが個々
に担当していた撮影業務を教育開発センターが
一括して請け負うことが可能になったため、撮
影依頼に混乱が生じないという利点も生れまし
た。これを反映してか、授業・講座以外にも、
学内で開催される特別講演やシンポジウム等の
撮影依頼も近年は増加しています。
ただ、学生に対する貸し出し業務について、

教育実習等により授業を欠席した学生が映像の
貸し出しを希望するのは実習等から帰ってきた
一時期に集中するため、数枚の貸し出し用記録
を用意しても、かなりの順番待ちが発生する場
合があり、そこから又貸し等が行われる危険が
学内からも指摘されています。貸し出しにあた
っては、個々の学生には、貸し出し期限は３日
間を厳守する、他者への又貸しはしない、イン
ターネットへのアップロード等閲覧以外の利用
を行わない等の事項を定めた誓約書への署名捺

印を求めています。しかし「見えない場所での
モラル」が保たれているかについては調査の余
地があるように思われます。
加えて、ハイビジョンカメラによる映像を

PC内に取り込んで編集するため、貸し出せる
状態にするまでに若干の時間を要する点も課題
と言えます。作業にかかれる教育開発センター
内の人員からすると、現状では、90分の映像を
編集するためには最低２日が必要であり、予期
せぬトラブルによる再編集の可能性を考慮し
て、現時点では撮影から編集までには１週間か
かる旨を学内に広報しています。しかしながら、
授業等に欠席した学生が、その翌日には映像を
借りに来ることもしばしばあり、センター人員
の増加は予定されていない現在、この時間差を
どのように解消するかが、今後のサービス向上
への課題となっています。

４．教職支援・授業補助・コミュニケー　
ションシステム（manaba-folio）の導入

Moodle、Auto-Recに続き、教職課程におい
て平成25（2013）年度から必修化される科目
「教職実践演習」のためのポートフォリオを構
築するツールとして、平成23（2011）年度から
manaba-forio を導入しました。従来、紙ベース
で蓄積していた情報を電子化し、クラウドシス
テムの運用による情報管理の容易化および担当
教職員の負担軽減を主たる目的として、導入が
決定されました。
運用面では、利用者のID・パスワード設定

等の基本設定は情報処理センターが担当し、そ
の情報を教育開発センターと共有することによ
り、教育開発センターが利用者の登録管理、コ
ースの立ち上げ、コース運用上の質問受け付け
等を行っています。なお、コースの立ち上げに
ついては、希望する各教職員から申込みが提出
された場合、教育開発センター長並びに情報処
理センター長の決裁を仰いだ後、教育開発セン
ターで専用コースを立ち上げ、担当教員・履修
生を登録して授業の補助ツールとして役立てて
います。
加えて、manaba-forioには「指導教員別コー

教育・学修支援への取り組み

写真１　Auto-Recによる編集の様子
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ス」を設置しています。本学では、教員と学生
との密接な係わりときめ細やかなフォローを目
的とした「指導教員制」を実施しています。各
学科の教員１名につき、同学科の学生が１学年
につき10名前後指導学生として割り振られ、３
年次からは、各学生が選択したゼミの教員を指
導教員とします。学修指導のみならず、入学時
から卒業時まで個々の学生に配慮した目配りを
行いますが、この指導教員専用コース、および
各学年学科専用コースを準備し、教員・学生間
のより緊密なコミュニケーションツールとして
の活用を促しています。
さらに、コミュニティ機能が備わっており、

学内の人間であれば誰でもコミュニティを立ち
上げることができます。現在、学生が数件の趣
味的なコミュニティを立ち上げる他、留学生コ
ミュニティも設置されています。
ただし、既に教職支援の場で積極的な運用が

始まっているものの、今年度が開始年度に当た
ることもあり、本来のポートフォリオ機能が満
足な状態まで活用しきれていないというのが現
状です。加えて、授業補助やコミュニケーショ
ンのツールとしてどれほどの活用が実現できる
かは、今後の追跡調査を俟つ状態にありますし、
教職員に対する活用方法の周知として、管理業
者（株式会社朝日ネット）の委託による定期的
な講習会の開催を今後も継続していく必要性を
感じます。
一方、学生に対する使用方法の伝達方法が課

題となっており、平成24（2012）年度において

は、業者作成の簡易マニュアルを全学生に配布
して簡単な説明を行い、不明な点は教育開発セ
ンターに問い合わせるよう指導するのみに留ま
っています。今後の活用拡充に向けて、学生へ
のPR方法を検討すべき状況にあります。

５．課題
以上のように、本学のICT活用教育は、教育

開発センターと情報処理センターを中心とする
諸機関との連携の下で運営されていますが、運
営上の課題として、各部署における担当者が１
名程度であるため、担当者が大学を空けると運
用が滞る問題が発生することが挙げられます。
特にAuto-Recにおいては、教育開発センター内で
すべての作業が行われるため、その傾向が強く
なる嫌いがあります。
さらに、ICT活用は個々の教員によってその

理解度や活用度に著しい差異が生じており、担
当するほぼすべての授業でコースを立ち上げ、
積極的にシステムを活用する教員もいれば、全
くこのようなツールの存在に関心を示さない教
員もいるなど、学内での温度差をどのように解
消するのかが、今後に向けての大きな課題です。
操作にある程度のスキルを要するMoodleで

はその傾向が顕著であり、各年度の利用状況を
調査すると、多くのコースが、非常に活発に
Moodleを利用する数名の教員によって立ち上
げられている状況です。同時に、学科によって
も活用度に大きなばらつきがあり、今後全学に
おける利用の幅を広げていく方法を検討する必
要があると感じています。

文責：皇學館大学
文学部・教育開発センター助手

速水　香織

教育・学修支援への取り組み

写真２　manaba-folioを用いたきめ細やかな
学生指導



22 JUCE Journal 2012年度 No.3

１．はじめに
神奈川大学は、1928年（昭和３年）に創立者

米田吉盛により横浜学院として創立され、「質
実剛健」「積極進取」「中正堅実」の建学の精神
に基づき、真の実学を目指す伝統を踏まえ、自
立した良識ある市民としての判断力と実践能
力、国際的感性とコミュニケーション能力を有
し、専門的知識と技能を
身に付けた、自ら成長
することのできる人材
を養成する大学として
歩んできました。
現在、本学は、横

浜・湘南ひらつかの両
キャンパスにおいて、
学生18 ,693名、教員
1,386名、職員332名
（2012年5月1日現在）
が在籍し、法学部・経済
学部・経営学部・外国語学部・人間科学部・理
学部・工学部の７学部20学科２プログラム、大
学院では９研究科16専攻および附属中・高等学
校を擁し、大学のキャンパスと「みなとみらい
21地区」に開設された「神奈川大学みなとみら
いエクステンションセンター」では各種公開講
座を開講し、毎年3,000人にのぼる、市民・社
会人の生涯学習の場を提供し、全国有数の総合
大学へと発展しています。

２．LMSの導入と利用状況について
本学では教育理念を実現すべく、日々の学び

の中で知識と技能を着実に身に付けさせるため
に授業支援システム（LMS）を導入してきま

した。しかし、各学部・学科がそれぞれの授業
のニーズに応じて、独自に授業支援システムを
導入していたため、システムが複数存在し、そ
れぞれの所属教員が主体となって行っていた運
用管理の作業負荷が大きな課題となっていまし
た。また、学部・学科が個々に似たようなシス
テムを保有することによる導入・運用コストの

重複の問題や、保有して
いない学部は利用した
くても利用できない、
などの問題点もあり、
全学共通基盤としての
授業支援システム導入
を求める声が高まって
いました。
このような状況を改

善するため、2007年に
全学的なLMS導入の検

討が開始され、2008年に
インターレクト社が開発したdotCampus（ドッ
トキャンパス） の導入を決定し、2009年度よ
り本格的な使用が開始されました。以来、講義
において様々な場面での活用をしてきていま
す。
新学期の授業開始時には、学生向けのdot

Campusを使用するためのガイダンスを各講義
内で行っています。また教員向け講習会の開催
等も企画し、年々利用者は増加しています（図1）。
本学ではウェブステーションと呼ばれる総合

ポータルシステムがあります。dotCampusは
ウェブステーションから日次で講義情報のデー
タを受け取り、履修状況などのデータ連携を行
っています。ウェブステーションとdotCampus

神奈川大学の授業支援システムへの
取り組みについて

教育・学修支援への取り組み
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はそれぞれ別のシステムであるため、
現在のところはウェブステーション
からdotCampusへデータの流れが一
方通行となっています。dotCampusで
つけられた成績などについては、ウ
ェブステーション上に転記する必要
があり、このようなデータ連携の方
法については今後の課題となってい
ます。
ICTを活用した授業支援システムに

合致しているかどうかは、それぞれ
の講義で違いがありますが、授業支援システム
を使用することにより、教育の質が向上する講
義においては活用を推進する流れとなっていま
す。今後もdotCampusの利用を促進して、より
質の良い講義を展開していきたいと考えていま
す。
以降は、実際に授業の担当教員によるLMS

活用事例を紹介します。

３．経営学部におけるLMS活用事例
経営学部におけるdotCampus活用事例を、担

当授業を例に紹介します。
授業は大きく分けて、一般的な講義室で座学

形式で行う「講義形式」、コンピュータ演習室
でPCを操作しながら行う「演習形式」、そして
少人数の学生と教員とで発表・討論をする「ゼ
ミ形式」という３種類があります（表参照）。
以下、形式別に活用事例を示します。

（１）講義形式での活用

講義形式の授業では学生用に毎回レジュメを
用意しており、その事前配付にdotCampusの資
料配布機能を利用しています。レジュメをPDF
形式にして予めdotCampusにuploadしておくこ
とで、学生は自身で印刷・持参し授業に臨みま
す。意欲の高い学生には予習も可能になります。
また、多人数で、知識教授型であることから、
どうしても一方通行的になってしまいそうなと
ころを、テスト機能を使って授業中・授業後に
課題を出したり、レポート提出指示やアンケー
トに利用したりす
ることで、授業に
双方向的な要素を
取り入れていま
す。さらに、テス
ト機能、レポート
提出機能では、学
生ごとの進捗・提

図１　ひと月に1回以上ログインした人数

図２　進捗表示画面

表　担当講義とdotCampus活用機能
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出状況を踏まえた上で授業の進め方をその都度
微調整したり（図２）、アンケート機能を用い
て、dotCampusによる集計結果を即座に表示す
ることで、授業の感想など様々なアンケート結
果そのものを授業の要素として取り入れたりし
ています。

（２）演習形式での活用

演習形式の授業は基本的に、「スライド説
明＋実習」という形態で行います。ただし、ど
うしても理解度やスキル等によって進度の差が
生じてしまいます。そこで、説明スライドを
dotCampus上にuploadしておくことで、学生は
自分でそのスライドを参照しながら自分のペー
スで進めることができます。もちろん、講義形
式での活用事例と同様に、課題提出、授業中・
授業後の小テストやアンケートにも利用してい
ます。

（３）ゼミ形式での活用

ゼミ形式の授業では資料配付・共有や周知と
いった情報共有のツールとして利用する他に、
掲示板機能を、教員と学生間だけでなく、学生
同士のコミュニケーションにも活用していま
す。dotCampusは、インターネットに接続され
たパソコンがあれば、場所や時間に関係なく利
用できるので、集まっているとき以外でも必要
な情報共有が可能になり、ゼミ活動の円滑化、
活発化に利用しています。

（４）モバイルでの利用

dotCampusは携帯
電話やスマートフォ
ンからのアクセスも
可能であることか
ら、講義形式の授業
において、教室にパ
ソコンがなくても授
業中にアンケートに
答えさせたり、簡単
な小テストをさせた
り、各自の時間を使
ってできる課題を出

したりもしています。学生にとっても、授業時
間外のわずかな時間に小テストなどを実施する
ことで、時間を有効に利用できます（図３）。
経営学部には、PCやICTが苦手という学生が

多いという実態があります。しかしながら、そ
のような学生でも、携帯電話やスマートフォン
は誰に教わらなくても、自在に使いこなしてい
るというのも実態です。とりわけ１年生には、
資料の入手という簡単なことも、PCそして
LMSという一つのICTに触れる機会にもなるの
で、そのような利用機会を増やす意味でも、
LMSの利用を促進する流れを作っていく必要
があると考えます。

４．経済学部の大人数授業における　
LMSの利用事例

経済学部の講義で常に問題になる点は、受講
者数が200名以上と多いために学習者に対する
細かいケアが困難であることです。例えば、レ
ポートを課し添削して返すことを考えた場合、
200名の授業では90分授業に占める返却時間の
割合が大きくなり、授業運営上、レポート提出
を毎回行うことは非現実的になります。
このような量に起因する問題はLMSを使う

ことにより、ある程度解決できる可能性があり
ます。以下、大人数授業の質向上にLMSを利
用した場合に可能なことと、残された問題点に
ついて紹介します。

（１）大人数講義でのテストとLMS

dotCampusでは、テストに設定した合格点情
報を用いて教材の閲覧をコントロールする機能
があるので、この機能と適切な予習教材をセッ
トで用いることで、授業前の予備知識確認のた
めの前提テストが実施可能です。実際には、授
業開始前に前提テストで合格点を取ると、授業
用の配付資料のダウンロードと学習成果確認の
ための事後テスト受験が可能となるように設定
しています。つまり、事後テストを受験する学
生は、１）前提テストで合格、２）教材をダウ
ンロードして授業を受ける、という二つのステ
ップを踏むことになっています。

図３　モバイル画面
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（２）前提テストによる理解度向上の検証

現在のところ、前提テストについては複数回
の解答を可能にするだけではなく、１回解答す
れば正解と解説も表示されるように設定してい
ます。これは、「前提テストが解けなかったの
で授業用の教材が入手できなかった」というト
ラブルを防ぐためです。この逃げ道の副作用と
して、１回デタラメの解答を行うことによって
正解を表示し、実質的に前提テストをスキップ
してしまう学生が出てくることは当然予想して
いましたが、前提テストの効果を確認すること
も含めて半期実施した結果を図４に示します。

図中で「参照者」となっている学生は前提テ
ストの1回目解答時間が60秒未満で、得点が40
点未満の学生、「自力解答」となっている学生
はそれ以外の学生です。参照者の数は最初の４
回は単調に増加していますが、途中からはほぼ
安定状態になりました。スキップが可能であっ
ても、前提テストの趣旨を理解した上で自力解
答を目指す学生が７割程度はいることになりま
す。
さらに、前提テストが授業内容の理解度向上

に役立っているかについては次の通りです。前
提テストの解き方別の事後テストの平均点数を
プロットしたものが「事後テスト平均点」にな
ります。第１回、第７回以外の回では前提テス
トをきちんと解いた学生の方が事後テストの平
均点が高くなっていますが、自力解答と参照者
の平均点の差は一番大きかった第６回でも6.8

点程度、その他の回では1.6～4.5点程度の差に
過ぎません。残念ながらこの結果からは、前提
テストの解き方によって平均の差が生じると断
言することは難しいと考えています。
本来ならば、前提テストを解かずに授業に臨

んだ学生のデータとも比較すべきなのですが、
今回の設定では、そもそも前提テストを解いて
いない場合は事後テストも解けないため、比較
データが得られません。この点については、事
後テストの解答条件変更や学生の解答タイミン
グなどの詳細情報も含めてさらに分析する必要
があり、今後の検討課題です。

（３）学生の評価

学期末に実施した学生アンケートの結果で
は、８割程度の学生が「事前・事後課題が適切
に指示されていた」と回答し、また、予習・復
習時間は30分～１時間を最頻値として分布して
いました。授業の到達目標の明確化と学生の授
業前後の予習・復習の強化という観点からは、
狙い通りの効果が上がっていると考えてよいで
しょう。アンケートの自由記述でも、前提テス
トや事後テストにより理解が深まったという回
答が多くなっています。
今回の分析の範囲では、前提テストを学生に

強制することにより、事後テストで評価される
学生の授業理解度向上に大きな効果があったと
は言えませんでした。この点については、ログ
のより細かい解析や事後テストの実施方法変更
なども含めて検討する必要があると考えていま
す。また、ここでは前提テストや事後テストの
内容が授業内容とマッチしていることを仮定し
て分析を行っていますが、この点については自
明ではありません。事後テストで正答率が低か
った問題を精査することによって前提テスト、
あるいは教材の内容へのフィードバックを行う
ことも今後の課題です。

文責：神奈川大学　
メディア教育・情報システムセンター所長 木下　宏揚

経営学部 飯塚 重善
経済学部　小川　　浩

図４　前提テストの解き方と事後テストの得点
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教育コンテンツの相互利用
参加募集のお知らせ

インターネットによる

　本協会では、大学の先生方が作成の教育コンテンツを持ち寄り、オンラインで相互利用できる事業を展開しております。
これまでの経験を踏まえて、先生方に利用しやすい仕組みで平成２２年６月から運用しています。

～コンテンツを利用したい方へ～

　授業用コンテンツからＦＤに活用できる事例まで
　欲しいコンテンツの検索・利用に便利
～コンテンツを登録したい方へ～

　利用状況を教育業績の基礎資料に活用可能
　オンラインによる著作権管理の支援

相互利用の仕組み
●　学内外でインターネットを通じて、最新のコンテンツ情報を授業用から教育方法の事例まで幅広く閲覧・利
　用できます。
●　コンテンツは、講義スライド／講義ノート／練習・演習問題／図表／シミュレーションソフト／プログラムソフ
　ト、実験・実習の映像／教育方法の事例などを対象としています。また、コンテンツごとに授業での使用方法、
　使用効果の情報も紹介します。
●　登録されたコンテンツの利用履歴がフィードバックされるので、教育業績の基礎資料に活用できます。

●　登録されたコンテンツの著作権管理の支援により、相互利用の便宜が図られます。
　　相互利用の手続きは無料です。
　　なお、有料のコンテンツを利用した場合、課金への事務負担を軽減するため、本システムで徴収・分配・源
　泉処理まで行います。
●　システム利用にあたって、新たなサーバ設置の負担はありません。
　　なお、学外にコンテンツを預けることが不安な場合は、学内設置のサーバを利用することも可能です。

詳細はWebをご覧下さい　http://sougo.juce.jp/

公益社団法人 私立大学情報教育協会 事務局　
TEL：03-3261-2798　E-mail:crdb@juce.jp

102-0073　東京都千代田区九段北4-1-14 九段北TLビル4F

参加方法
　国公私立大学・短期大学および所属の教職員の方を対象とし、個人での参加の場合は、コンテンツの登録・利用は無料のみ
に限定させていただきます。詳しくはWebをご覧下さい。

有料コンテンツについて
　有料コンテンツを利用した場合の著作権使用料は、利用した教員の所属大学に負担いただきます。
　なお、大学として有料コンテンツへの対応が困難な場合には、無料コンテンツのみの利用に制限して参加することができます。
　有料コンテンツ利用に伴う著作権使用料の徴収は当協会が行い、著作権者の大学に振り込みます。
　著作権使用料の分配は、本協会が作成した利用情報等の明細に基づき、大学から各著作権者に分配いただきます。

コンテンツの登録・利用

提供者 利用者本協会

学生に見せる利用履歴

ASPサーバ

教材の一部に使用する

授業や教材作成の参考に閲覧
授業方法の参考に閲覧

利  用登  録

※コンテンツの利用は、教育・研究目的に限定されます。

詳細はWebをご覧下さい　http://sougo.juce.jp/
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事業やシステムのイメージを
ビデオで紹介

紹介ビデオ

［事業・システムの紹介ビデオ］
http:sougo.juce.jp

【トップ画面】

【ビデオ画面】
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契約に同意する場合は、

チェックボックスにチェッ

クを入れてボタンを押す

チェックボックス

契約手続きを紙媒体からネットに変更し
より簡便化

システム利用に伴う契約画面 システムに最初にログイン
した際に契約画面が表示さ
れます。
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［システムログイン後：コンテンツの利用］

［システムログイン後：コンテンツの登録と利用状況の表示］

検索→検索結果の一覧

→利用希望のコンテンツの概要確認

→利用申込とダウンロード

登録したコンテンツが

他者に利用された状況　　

を表示

【検索画面】

【検索結果一覧】

【コンテンツ情報の一括登録】

※１コンテンツずつ登録する

画面入力による登録機能もあります。

【登録コンテンツ

利用状況表示】

学系分野別の

検索が可能

コンテンツの著作権使用

料の有料／無料を表示
※あらかじめ無料のみの利用制限も
設定可能
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学生収容定員
視聴コンテンツ

24年度分のみ 23年度分のみ 22年度分のみ 24年度と23年度

7,000人以下

10,000人以下

10,001人以上

31,500円

42,000円

52,500円

3,150円 ０円

4,200円 ０円

5,250円 ０円

34,650円

46,200円

57,750円

視聴コンテンツ

24年度分のみ 23年度分のみ 22年度分のみ 24年度と23年度

42,000円 4,200円 ０円 46,200円

当協会では、教育改善のための教育方法、教
材開発、教育支援へのICT活用に関する様々な
会議、発表会等を開催し、講演、実践事例の紹
介などを行っていますが、これをデジタルアー
カイブし、大学教職員の方々にファカルティ・
ディベロップメント（FD）、スタッフ・ディベ
ロップメント（SD）の研究資料として活用い
ただくため、オンデマンドで配信しております。
大学では、教員の教育力向上と職員の教育・学
習支援として、また、賛助会員企業では、大学
での教育ICT活用と教育環境の整備を理解する
ための情報収集として、ぜひお役立て下さい。
詳細は本ページ末のURLよりご覧下さい。

●内容
当協会で実施した会議、発表会等の講演・事

例紹介のVTRにプレゼンテーションのスライド
を同期させたコンテンツおよびレジュメで、配
信の許諾が得られたものです。ただし、質疑応
答、討議、本協会の活動紹介などは除きます。

＜対象とする会議、発表会等＞
ICT利用による教育改善研究発表会、教育改

革FD/ICT理事長学長等会議、教育改革ICT戦略
大会、短期大学教育改革ICT戦略会議、教育改
革事務部門管理者会議、大学情報セキュリティ
研究講習会です。

●コンテンツ数
24年度：144件
23年度：146件
22年度：166件

●申込単位と利用者
●正会員（学校法人）、賛助会員（企業）
●加盟大学・短期大学の教職員および賛助会

員企業の社員で、利用者数の制限はありま
せん（学生は対象外とします）。

●申し込みと配信期限
参加申し込み受付：随時
配信期間　　　 ：申込日～平成25年11月30日　

（継続配信は再度、お申し込
みいただきます）

●配信分担金
申込み日から翌年11月30日までの金額となり

ます。

●利用環境
追加アドオンソフト（Microsoft Office Animation

Runtime)がインストールされていること。

●問い合わせ
公益社団法人私立大学情報教育協会
TEL：03-3261-2798 FAX：03-3261-5473
E-mail:info@juce.jp
http://www.juce.jp/ondemand/

※学生収容定員の算定方法は、正会員設置の加盟大学・短
期大学の学生収容定員の合計とします。

○正会員

○賛助会員（一律の金額）

オンデマンド配信 視聴参加の募集について

教育事例等コンテンツの
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オンデマンド配信の画面イメージ

【分野別インデックス】

【イベント別インデックス】

【コンテンツ例】
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入会案内

賛助会員：本協会の事業を賛助する法人または団体で本協
会理事会で入会を認められたもの。

１．調査及び研究、公表・促進

１）情報通信技術を活用した理想的な教育改善のモデルを
研究し、５年又は６年間隔で「大学教育への提言」とし　
て紹介。人文・社会・自然科学の分野別に求められる学
士力を策定し、学士力を実現するための教育改善モデル
の提言を公表
２）授業改善に対する教員の意識調査の公表
３）人文・社会・自然科学の31分野で高度情報社会を主体
的・自律的に行動できる情報活用能力の到達目標及び教
育学習方法、学習成果の評価などについて、望ましい教
育の在り方を調査・研究し、参考モデルをガイドラインと
して公表。分野共通の情報リテラシー能力の教育につい
て、高大接続を踏まえたガイドラインを調査・研究、公表
４）大学に共通する情報システムの課題を年次ごとに研究
し、公表（現在はクラウドコンピューティングを対象）
５）情報環境の整備実態及び利用状況の自己点検・評価を
解析した私立大学情報環境白書のとりまとめの公表
６）高度情報化補助金活用調査による財政支援の提案
２．大学連携、産学連携による教育支援の振興及び推進

１）インターネットによる電子著作物（教育研究コンテン
ツ）の相互利用の推進
２）情報系専門人材分野を対象とした産学連携人材ニーズ
交流会と産学連携の仲介支援

３）eラーニングによる教育支援の構想具体化と振興・推進
３．大学教員の職能開発及び大学教員の表彰

１）情報通信技術を活用したレフリー付きの教育改善の研
究発表
２）教育指導能力開発のための情報通信技術の研究講習

正会員：本協会の目的に賛同して入会した私立の大学、短
期大学を設置する学校法人で、本協会理事会で入会を認め
られたもの。

本協会は、私立の大学、短期大学を設置する学校法人
（正会員）をもって組織していますが、その他に本協会の
事業に賛同して支援いただく関係企業による賛助会員組織
があります。

本協会は、私立の大学・短期大学における教育の質の
向上を図るため、情報通信技術の可能性と限界を踏まえ
て、望ましい教育改善モデルの探求、高度な情報環境の
整備促進、大学連携・産学連携による教育支援の推進、
教職員の職能開発などの事業を通じて、社会の信頼に応
えられる人材育成に寄与することを目的に、平成23年４

月１日に認定された新公益法人の団体です。
本法人の淵源は、昭和52年に社団法人日本私立大学連

盟、日本私立大学協会、私立大学懇話会の三団体を母体
に創立した私立大学等情報処理教育連絡協議会で、その
後、平成４年に文部省において社団法人私立大学情報教
育協会の設立が許可されました。

正会員は270法人（289大学、101短期大学）となってお
り、賛助会員63社が加盟しています（会員数は平成24年12
月１日現在のものです）。会員については本誌の最後に掲
載しています。

３）教育改革に必要な情報通信技術活用の知識と対策の研修
４）短期大学教育を強化するための情報通信技術活用の研究
５）情報セキュリティの危機管理能力の強化を図るセミナー
６）情報を駆使して業務改善できる職員の能力開発を行う
研究講習

４．法人の事業に対する理解の普及

１）機関誌「大学教育と情報」の発行とWebによる公表
２）事業報告交流会
５．会員を対象としたその他の事業

１）情報化投資額の費用対効果の解析評価と各大学への
フィードバック
２）「大学間情報交流システム」による教育情報の交流
３）情報通信技術の活用、教育・学習支援、財政援助の有
効活用などの相談・助言
４）大学連携による授業支援、教材共有化、ｅラーニング
専門人材の育成、ｅラーニング推進の拠点校に対するマ
ネージメント等の協力・支援
５）大学関係団体と連携した「教育研究用電子情報整備支
援機構」による、電子ジャーナル等の経費負担軽減への
支援
６）放送局の映像コンテンツの教育に再利用への可能性等
の研究、働きかけ
７）情報通信技術の紹介コンテンツ（ｅポートフォリオ、
電子カルテ等）の収集・閲覧
８）教育改革FD/ICT理事長・学長等会議、教育改革事務
部門管理者会議の開催
９）教職員の知識・理解を拡大するためのビデオ・オンデ　
マンドの配信
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私情協ニュース

1
平成24年度 情報化促進貢献団体として

本協会が文部科学大臣より表彰　　

毎年10月1日～31日に国をあげて実施される「情報化月間」では、情報化に関する正しい知識を
提供し、国民一人ひとりが情報化について理解を深めるための様々な行事が実施されます。
平成24年10月1日（月）に開催された平成24年度情報化月間記念式典において、本協会は情報化

促進団体として文部科学大臣より表彰されました。
これもひとえに会員大学・短期大学の皆様のご支援のたまものとお礼申し上げます。

【受賞理由】

永年にわたり、我が国の私立の大学、短期大学の連携及び教育研究機関、社会との協力によって、情
報通信技術の活用による大学教育の改善促進、情報活用能力を育成する大学情報教育の改善充実、大学
情報環境の整備促進、大学教育支援の振興・推進に関する事業に取り組み、私立大学における教育研究
の質的向上及び人材育成の充実を図り、我が国の大学及び社会の発展に大きく寄与した。

情報月間の内容については以下のURLよりご覧下さい。
http://www.johokagekkan.go.jp/prize_company.php
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（左から 文部科学省専門教育課内藤課長、受賞者 日本大学中山氏、
北海道医療大学チームより二瓶氏、本協会向殿会長）

私情協ニュース

2
平成24年度 ICT利用による教育改善研究発表会

受賞者決定

1．本発表会の趣旨
本発表会は、全国の国公私立大学・短期大学教職員を対象に、教育改善のためのICT活用による

FD（ファカルティ・ディベロップメント）活動の振興普及を促進・奨励し、その成果の公表を通
じて大学教育の質的向上をはかることを目的として、平成５年より実施している。優れた発表に
対しては論文誌「ICT活用教育方法研究」に掲載するとともに、文部科学大臣賞（最優秀賞）や私
立大学情報教育協会賞（優秀賞）を授与し、その教育業績を顕彰する。
本発表会は今年度で19回目となり、これまでに文部科学大臣賞５件、協会賞31件、奨励賞40件、

佳作４点を顕彰してきた。なお、本発表会では毎年度、文部科学省の後援と文部科学大臣賞の交
付が認められている。

2．選考方法および結果
今年度のICT利用による教育改善研究発表会は、平成24年８月10日に東京理科大学九段校舎で開催し、
人文、社会、理工、情報、医歯薬、家政系の分野から53件の発表があった。選考は、「教育上の問題解
決を図るために、ICT利用による教育改善の目的・目標が明瞭になっていること」「ICTを利用した教育
改善の内容と方法が明瞭になっていること」「客観的かつ具体的な成果により、教育改善の効果が示さ
れていること」を基準に行い、授賞選考委員会により８件の研究を選考した。その後、10月６日に行っ
た２次選考の結果、「奨励賞」２件の授賞が決定した。
表彰式は、平成24年11月27日に本協会の第５回臨時総会の冒頭に行い、文部科学省高等教育局専門教
育課の内藤敏也課長による来賓挨拶、ICT利用教育改善発表会運営委員会の直井英雄担当理事による発
表会の概要説明と本年度結果報告の後、本協会の向殿政男会長による奨励賞の表彰楯の授与を行った。受
賞者は次の通り。
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■構造力学の理解を深める補助教材の開発とその効果について

■学際的チーム体制により開発した薬学６年制教育支援システムと主体的な
学習時間の確保

奨励賞

＜授賞理由＞
本研究は、構造物への力学的展開とその解法を学ぶ「構造力学」において、学生が理解しにくい座標系の使い分けや、

数式展開によらず具体的な力のイメージを描かせるための補助教材として、体感型の自己学習用パッドと演習サイトを
活用することで、学生自身に理解度を把握させながら苦手分野の克服に貢献している。

＜授賞理由＞
本研究は、６年間の一貫したカリキュラムの中で学びの連続性を持たせた学習支援を行うため、教員が一体となって

全科目の支援システムを開発し、授業時間外での問題演習など主体的な学習時間の確保や、学内の薬学共用試験、薬剤
師国家試験の合格に一定の役割を担っている。他の医療分野も含めた汎用的な情報共有基盤として発展を期待したい。

日本大学
中山　晴幸

北海道医療大学
二瓶　裕之

北海道医療大学
和田　啓爾

北海道医療大学
小田　和明

北海道医療大学
中山　章

北海道医療大学
唯野　貢司

北海道医療大学
千葉　逸朗

平成24年度 ICT利用による教育改善研究発表会

受　賞　者
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本論文誌は、当協会のICT利用教育改善発表会運営委員会・
編集委員会が刊行し、掲載論文は、本協会のICT利用による教
育改善研究発表会の選考（１次選考）を通過した研究の中か
ら、さらに論文選考を経たものです。
資料編として巻末にCD-ROMを添付し、１次選考の発表時

のPowerPointデータを収録しています。
論文誌は当協会の加盟大学・短期大学、賛助会

員に配布している他、当協会ホームページにも
PDF形式で掲載しています。
＜ICT利用による教育改善研究発表会　Web＞
http://www.juce.jp/LINK/houhou/houtop.htm
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●アブストラクト●

構造力学の理解を深める補助教材の開発とその効果について

日本大学　中山晴幸
構造力学の理解を深める補助教材の開発を行い、その学習効果を５年間に亘って確認した。開
発した補助教材は、手にとって確認できるA5サイズの自己学習用パッド、Javaを利用して構造物
の種類や複数の荷重条件でのせん断力図（SFD）、曲げモーメント図（BMD）イメージをグラ
フィック表示で確認できるサイトおよびPHPとデータベースを組み合わせた小テストを解答する
形式の自己学習サイトである。
開発した補助教材の学習効果は、定期試験で実施しているSFD、BMDのイメージを解答する形

式の試験結果と比較した。結果は、自己学習用パッドがSFDおよびBMDの座標系に関する間違い
を減少させる効果があること。また、ICTを活用した補助教材は、複雑な荷重条件下での問題に対
する理解度が高まるとともに、自己学習サイトにおける正答率が高い学生は、定期試験の合格率
も高いことを確認した。

学際的チーム体制により開発した薬学６年制教育支援システムと主体的な学習時間の確保

北海道医療大学　二瓶裕之、和田啓爾、小田和明、中山　章、唯野貢司、千葉逸朗
北海道医療大学薬学部では、学生が主体的に学習時間を確保することを目的として教育支援シ

ステムを開発した。システムの特徴の一つが、本学独自の教育手法を細部まで具現化するため、
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教員が学際的に一体となり、すべてのプログラムを自作した点である。もう一つが、一貫した学
びの連続性を保つため、特定の科目ではなく６学年すべての科目を対象とした点である。この取
り組みにより、学年の枠を超えた事前学習と振り返り学習も定着し、また、授業時間以外の放課
後や自宅、さらには、通学時間をも主体的な学習時間として確保されるといった教育改善効果が
得られた。
今後は、北海道全域での展開も視野に入れて、本システムを薬学教育に関する情報共有基盤と

して発展させることができるように取り組みを続けたい。

プログラムの実行・評価機構を持つWeb教科書によるソフトウェア開発技能育成

芝浦工業大学　松浦佐江子
近年IT技術が発展する一方、産業界ではソフトウェア開発技術者不足のみならず、ソフトウェア
開発技術教育を受けていない技術者によるソフトウェアの品質低下という問題も生じている。産
業界の要請に答えるために、大学はソフトウェア開発技能をもつ質の高い人材を産業界に輩出す
る仕組みをもつ必要がある。ソフトウェア開発技能を育成するためには、ソフトウェア開発で遭
遇する問題解決プロセスを学習し、自分でソフトウェアの良し悪しを判断できる訓練が必要であ
るが、大学の学部教育カリキュラムだけでは、学習の機会が不足している。本論文では、学部教
育カリキュラムに基づく体系的なシナリオベースの教科書とソフトウェアの良し悪しを評価する
評価ツールの教材をWebブラウザ上で動作するプログラミング学習環境として提案する。

大学講義におけるコラボレーションサイトを活用した共同学習と双方向授業

東京工科大学　飯沼瑞穂、中村太戯留、千代倉弘明
情報化の進展を受け、大学では情報通信技術（ICT）を通じて学生同士が学び合うなど、双方向
で分かりやすい授業の実現が推進されている。大学教育では、講義科目の改善が必要とされてい
るものの、知識伝授型の講義が中心である。本研究ではコラボレーションサイトを活用し、大人
数授業での工学系の専門講義科目にコンテンツ制作教育と、共同学習を適用し、双方向型の授業
に改善することを目的とした。本授業は、大学３年次の専門講義科目「コンピュータ造形」で、
2012年春学期に実施した。コラボレーションサイトを適用し、共同学習と双方向型の授業を行っ
て、コラボレーションスキルと情報スキルの習得の促進を試みた。その結果、授業外でも学生同
士が容易にファイルやデータを共有し、当初の目的を達成できた。この双方向授業の実践により
ドロップアウト率が12%から8%に減った。

プロセス可視型ポートフォリオ作成のためのカリキュラムについて

西日本短期大学　大隣昭作、西川真水、金澤弓子
緑地環境学科では、実践的な実習内容が表現できるポートフォリオの作成が求められる。そこ

で、学生の学びのプロセスを可視化したポートフォリオの作成の支援を行った。学生全員がポー
トフォリオ作成を行うために、カリキュラムを見直し、ポートフォリオに反映できるコンテンツ
を検討した。それにより、学科教員全員がポートフォリオ作成の指導に関わることができるシス
テムとなった。また、クラウドの活用により、インターネット環境下で、効率良くポートフォリ
オを作成することが可能となった。その結果、プレゼンテーション能力やパソコン技術が底上げ
され、さらに就職への意識の早期促進へとつながったと考えられる。また、作成されたポートフォ
リオを再評価し、教育内容の改善に反映することで、さらに今後も相乗効果が期待できる。



38 JUCE Journal 2012年度 No.3

私情協ニュース

保育でのメディア活用イメージを豊かにするカリキュラムと協調アノテーション機能の開発

園田学園女子大学　　　　　堀田博史
秋田大学　　　　　　　　　吉崎弘一
大阪大学　　　　　　　　　松河秀哉
関西外国語大学短期大学部　森田健宏
四天王寺大学短期大学部　松山由美子

本研究では、保育でメディア活用する経験が少ない保育者養成校の学生が、多様な保育展開の
イメージを抱けるようなカリキュラム、および学習者間でのアイデアや意見を共有できる協調ア
ノテーション機能を開発した。
開発したカリキュラムおよび協調アノテーション機能の教育効果を、学生91名を対象に質問紙

調査で測定した結果、カリキュラムでは、授業で学んだ内容が実際保育者になったときに役立つ
か、実践してみたいかの質問項目で５段階評定で各４以上、協調アノテーション機能でも、他の
利用者との協調アノテーション機能を用いた情報共有の役立ちが４以上と高い値になった。
開発したカリキュラムや機能を活用することで、保育でのメディア活用の経験が少ない学生で

も、協調的な学びのスタイルが有効に働き、保育での役立ち感や実践想定イメージを抱きやすく
なる知見が認められた。

Web教材による英語運用能力の基盤スキルの習得

東洋大学　湯舟英一、峯　慎一
著者らは、勤務校の必須英語科目を通して、英語運用能力の二つの基盤スキル「速読力とボト
ムアップ・リスニングスキル」の習得を促す目的で、Adobe Flashを用いた２種類のWeb教材を開
発した。本論文では、これらの教材開発の工夫と、教材を異なるレベルのクラスで４カ月間週１
回の授業および学外での予習復習で使用し、チャンク単位での音読練習やシャドーイング訓練の
学習効果について報告する。事前事後テストによる効果測定の結果、速読力習得のためのWeb教
材については、理解スコア、読解速度および読解効率において、統計上有意な学習効果が認めら
れた。一方、リスニング用Web教材では、上位・下位クラスにおいてディクテーションスコアが
有意に向上した。さらに、授業アンケートの結果からも、ICTの導入による英語運用能力の基盤ス
キルの向上と学習への動機付けの向上が認められた。

社会人育成を俯瞰する短大型入学前教育の構築

湘北短期大学　小棹理子、伊藤善隆、岩崎敏之、高橋可奈子
本学の教育理念である「社会で本当に役立つ人材の育成」を２年間という制約下で実現するた
め、高校３年次の進路決定後の２～３月に入学前授業を実施し、早い段階からの獲得すべき能力
の理解や、勉学意欲・基礎能力の向上を目指した。授業は、大学や社会で必要とされる「コミュ
ニケーション能力」を、「[読･書・話・パソコン]により他人とともに仕事をこなす力」と定義し、
ノンバーバルコミュニケーションを含めた日本語コミュニケーションや、情報通信社会における
コミュニケーションツールを用いてグループで問題を発見・解決し、プレゼンテーションを行う
構成とした。また、言語・非言語能力や一般常識など基礎学力向上のため、部分的にｅラーニン
グも導入した。受講者に自己評価や振り返り、他者との比較による客観的な評価の時間推移を測
定した結果、短期間での取り組みでは、他人に対する働きかけやチームで働く力の向上に有効で
あることが認められた。
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平成24年度 ICT利用による教育改善研究発表会
開催報告

1

本発表会は、全国の国公私立大学・短期大学教員
を対象に、教育改善のためのICT活用によるFD活動
の振興普及を促進・奨励し、その成果の公表を通じ
て大学教育の質的向上をはかることを目的としてい
る。今年度は平成24年８月10日（金）に東京理科大
学（九段校舎）において開催した。一般参加者は
137名（83大学、８短大、賛助会員３社）で、発表
会は第１次選考も兼ねて53件の研究発表が行われ
た。当日の発表内容は以下の通りである。
その後、第２次選考を10月６日（土）に実施し、
11月27日（火）の本協会の第５回臨時総会冒頭に表
彰式を行った（詳細は本誌p.34を参照）。

Ａグループ

A-1 新時代の問題発見・問題解決のための
情報技術関連基礎教育

慶應義塾大学　植原　啓介、杉浦　学
服部　隆

2004 年度から実施してきた新入生対象の「情報
技術認定試験」に１年間で合格した学生の割合は、
2006 年までは30%程度であった。2007 年度から入学
直後に合格できない学生を対象に、「情報基礎」と
いう授業を設置し、この授業後に認定試験のために
指導を行った結果、合格率は、約90%に上昇した。

A-2 ペア・プログラミングを用いた演習課題の
自己プロセス改善管理

桐蔭横浜大学　山口　大輔
情報リテラシー教育に付随させる演習において、
二人で取り組ませる「ペア・プログラミング」の手
法を取り入れることによって、単独の場合に比べ、
機器操作に関心を向け過ぎる傾向が抑制され、演習
内容に集中できる効果のあることが明らかになっ
た。二 人での業務分担、個人の能力差の補完が可
能であることも示された。

A-3 フレームという要素から築く映像制作力
愛知淑徳大学　小田　茂一

アニメーション制作においても、１ 枚１枚の静

止画（フレーム）の連なりであることを捉えさせる
ことで、映像制作基礎力が養われることが示された。
PC とカメラでアニメーションを制作する過程で、
映像を、フレームのレベルから可視化することを経
験できた学生は、映像制作への制作意欲が強化の支
えとなることがわかった。

A-4 プログラムの実行・評価機構を持つWeb
教科書によるソフトウェア開発技能育成

芝浦工業大学　松浦　佐江子
Web ブラウザ上で動作するシナリオベースの

Web 教科書を開発した。学生は、困難さを覚える
環境設定なしで、プログラミングの実際を体験でき、
かつ、自分の作成したプログラムの問題個所を評価
ツールによって指摘されることで、ソフトウェア開
発に必要なスキルを磨くことに意欲を持たされ、学
生への自律的学習を促進する上で大いに効果が期待
される。

A-5 大学講義におけるコラボレーションサイト
を活用した共同学習と双方向授業
東京工科大学　飯沼　瑞穂、中村　太戯留

千代倉　弘明　
大人数講義の中で、参加型の共同学習を取り入れ
ようと試みた。授業の３分の２ 程度は通常の講義
で、残りの30 分をグループワークとして、１グル
ープ４名程度のメンバー内で課題の取り組み、ウェ
ブクラウドドキュメントとして表計算シートの共
有、グループ内でのディスカッションの促進が行わ
れた。

A-6 Webプログラミング習得を目的とした
UNIX教育について

静岡理工科大学　幸谷　智紀
従来のCUI 環境での簡単なプログラミング演習で

は、低下しがちな学習意欲を高めるために、汎用性
の高く、内容がわかりやすいWeb プログラミング
を目標として実習を実施した。PHP スクリプトか
ら成るRDB データベースとリンクした名簿データ
ース管理をWeb 上で動作させることを通して、学
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生の高い単位修得率が示された。

A-7 クラウド型仮想デスクトップ環境に
よる学生家庭学習意欲の向上

名城大学　高橋　友一、加藤　敏彦
名取　昭正

近年、理工系の学生でも自宅のPCに指定された
ソフトをインストールできない、しようとしない学
生が50％にも増加し、宿題を解けないという問題を
解決するため、PC機種に依存しないクラウド型仮
想デスクトップ環境を提供し家庭学習の環境を整え
た。これにより、ほぼ全員が所期の到達目標を達成
できた。

A-8 実践的情報システム開発能力および
グループワーキング力の育成
八戸工業大学　小玉　成人、伊藤　智也

栗原　伸夫　
システム開発力とグループワーキング力を育成す
るため、組込みボードを用いたWebアプリケーショ
ン開発による実践的情報システム開発演習を実施し
て、上流工程から下流工程までの一連の演習を通し
て、実際に近い体験学習ができた。

A-9 発表辞退

A-10   インタラクティブな講義方法による
ICT教育の改善研究

福井工業大学　　石野　正彦
静岡理工科大学　工藤　　司
法政大学　　 五月女　健治

情報システム構築において、決定的に重要な上流
工程フェーズにおける要求定義方法の教育に最重点
を置いて、デジタルペンや書画カメラ等によるイン
タラクティブな講義、演習、レポート、グループデ
ィスカッション、発表、情報システム構築等を総合
的に連動させた。

A-11   プロセス可視型ポートフォリオ作成の
ためのカリキュラムについて
西日本短期大学　大隣　昭作、西川　真水

金澤　弓子
実習や演習をただ「やった」で終わらせることな
く、自らの学修履歴や作品をまとめることで、学生
が自己の学習を見直しキャリアデザインのきっかけ
となるよう、デジカメを駆使したプロセス可視型ポ
ートフォリオの作成に取り組んだ。カリキュラムに

ポートフォリオを明記し、位置付けを明確化した。

A-12 ソーシャルラーニングにもとづく
情報リテラシー教育の新展開

岡山大学　天野　憲樹
学生に学習させる教育から、主体的な学び教育の
スタイルへの変更が求められていることから、ソー
シャルネットワークを利用することで、教える側と
教えられる側を明確に固定化した学びではなく、互
いに学び・教え合う新しい学習形態を可能にした。

A-13   ICTを活用して合格率100%を目指
した資格講座の取り組み

帝塚山大学　日置　慎治、屋山　俊幸　
朝倉　　敬、平井　　淳

IT系の資格に取り組み始めた学生に対して、携帯
電話に毎日10問配信、詳しい解説付きの自主学習サ
イト模擬試験サイトなどの支援を行った結果、モチ
ベーションの維持とレベルの向上が図られ、合格率
を高めることに成功した。

A-14   文系学生のための情報処理教育
近畿大学　保本　正芳、大野　司郎

小川　善弘
１年～３年次までの文系学生の情報教育で、画像
処理・描画・GISソフトの活用、プログラミングに
よるビデオ作成等で作品を制作し、優秀作品はオー
プンキャンパスで使用することで、学習意欲が向上
した。３年次の表計算ソフト中心の授業では、卒業
研究への応用にもつながった。

Ｂグループ

B-1 学生代表アバターを使用した大人数授業
の活性化の試み

東洋英和女学院大学　柳沢　昌義、服部　友美
大人数講義の活性化と双方向な授業を効果的に行
うため、学生を代表するアバターをアニメーション
によって投影するICTの仕組みを構築した。チャッ
トでは難しかった学生のツイットな発問や発言が観
察され、自分が発した意見を周りの人と意見が共有
できることや周りの意見を知る手段として積極的に
授業に参画した。

B-2 タブレット端末全員配布による人文系
高等教育の改善実施例

大谷大学　池田　佳和、福田　洋一、松川　　節

事業活動報告
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B-6 栄養士養成課程における卒後教育を
視野に入れたｅラーニングの教育効果

九州共立大学　樋口　行人
下関短期大学　横家　将納

卒後教育につながる在学時のｅラーニング導入の取
り組みで、基礎学力向上には解説付きテストの反復
学習システムを提供し、卒業後自学自習の習慣化に
は、時間と場所を選ばない学習システムを提供した。
卒業後必要なデータ等の変更・改正への対応には、
必要に応じて随時更新される学習システムを提供した。

B-7 ICTを活用した自学自習型教育による
英語教育と個別コーチング
大阪電気通信大学　柏原　郁子、竹山　友子

英語力に差のある学生達に英語習熟度別のe-
Learning教材で学習させ、学生の能力や希望する教
材を選択できるようにした。自宅からもアクセスで
き、学外での学習時間を確保する教育改善を図った
結果、稼働率が飛躍的に上がった。

B-8 スカイプを用いた海外大学生とのコミュ
ニケーションによる科学技術英語教育

日本大学　小早川　悟、福田　敦
ジョセフ・ファラウト

フィリピンの大学生と、英語による実践的なコミ
ュニケーション能力の向上を目指し、グループ討議
を実施した。学生は英語で話すことに自信を得たが、
日常的に英語を使用している相手校の学生とは英語
力に差があり、コミュニケーションがうまくとれな
い場合もあった。

B-9 Web教材による英語運用能力の
基盤スキルの習得

東洋大学　湯舟　英一、峯　慎一
１年次の英語必須科目において、チャンク（短文）
単位での英文理解による英文速読スキルの習得を目
指して、自作共通教科書のWeb教材を開発した取り
組みで、読解スコア、読解速度、読解効率、リスニン
グ・スコアにおいて学習効果が認められ、アンケー
ト結果でも、英文をチャンクで理解する方略の習得
と苦手意識の減少において有意な変化が見られた。

B-10 日本語教育におけるICT利用
城西国際大学　尾本　康裕

上級学年において専門外のトピックでも理解し話せ
るようにするため、オンライン練習サイトで必要な単語
を教室外でも復習させた結果、年度内に数回行った

宮下　晴輝、山本　貴子、柴田みゆき　
箕浦　暁雄、三宅伸一郎、わけみ　晃
酒井　恵光、高橋　真

全学生と教職員にタブレット端末を配付し、無線
LANを整備して、授業・演習での講義ノートや資料
の配布・閲覧、ミニテスト、質問・意見のリアルタ
イム投稿とその表示を組み込んで授業と討論を活発
化している。最新ICTスキル獲得の学習動機が深ま
ることを期待すると同時に、教育改善に寄与してい
ることを検証した。

B-3 ファイル共有サービスを活用した
授業内容の公開

流通科学大学　小笠原　宏
学生のノート取りの効率化と授業への集中度向上
を目的に、データレコーダで講義音声データを作成。
板書はデジタルカメラで撮影して板書データを作
成。二つのデータをネット上の保管及び共有サービ
スを利用して公開し視聴させ、同時にブログを開設
して質問に答えた。

B-4 モバイルラーニングによるピアノ実技
の振り返り学習

国際学院埼玉短期大学　田中　功一
文教大学　　　　　　　小倉隆一郎

経験不足の学生は、実演と同時に聴くことや実演
の問題点を把握することが困難なため、正課外で
SNSシステムを活用したモバイルラーニングによる
実技の振り返り学習システムを導入した。教員のポ
ジティブな声がけや励ましで、学習者のモチベーシ
ョン持続が期待できることがわかった。

B-5 保育でのメディア活用イメージを豊か
にするカリキュラムと協調アノテーション
機能の開発
園田学園女子大学　　　　　堀田　博史
秋田大学　　　　　　　　　吉崎　弘一
関西外国語大学短期大学部　森田　健宏
大阪大学　　　　　　　　　松河　秀哉
四天王寺大学短期大学部　　松山由美子

保育でのメディア活用のイメージを豊かにして、
その活用法を理解することを目的に、Webサイトを
活用し、系統的に学べる教材を公開し、学生同士で
多くのアイデアや意見を共有できる環境を準備し
た。また、学習支援システムに教材の付加情報を共
有する協調アノテーション機能を追加し、授業を実
践した。
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小試験の点数を見ると、試験の回数を重ねていくごと
にICTを利用したグループのほうが点数が高くなった。

B-11 スマートフォンを活用した英語発音学習
支援

目白大学　石原　健
英語発音の向上のために、スマートフォンのボイス
メモ機能を利用して発音練習の課題を録音・提出さ
せ、個々の発音のチェックやグループ全体の問題点を
分析し、学生へのフィードバック、重点ポイントの提
示など発音指導を行った。課題を多くこなした学生
ほど、発音ポイントの改善や発音の向上が見られた。

B-12 日本語でのICT運用能力の向上を目指す
留学生向けICT授業の提案

嘉悦大学　白鳥　成彦、遠山　緑生
木幡　敬史

日本語環境によるICT利用のリテラシーを向上さ
せるため科目を新設し、コンピュータを用いた日本
語の入出力の授業コンテンツの作成、SA・TA、学
生、教員の三者によるコミュニケーション、レポート
課題などを実施し、授業で課題を読ませて自己の能
力も確認させたところ、PCの操作能力が向上した。

B-13 教育支援システムでの小テストの活用に
よる英語力の向上

東京理科大学　西口　純代
４種類の英語科目において、大学のオンライン教
育支援システムを活用して授業中や課外で小テスト
を繰り返しさせたところ、英語力の達成目標に役立
った。回答入力の際の打ち間違いを減らすことや、
記述式解答の入力法が課題である。

Ｃグループ

C-1 Web上でのCMS (ContentsManagement
System)を利用した講義・演習形態の
実践とその効果

帝京大学　大松　将彦、吉野　進也
木村　千里、菱木　　清
石岡　邦明

放射線診療に関わる知識の定着を目的に、授業時
間外でも利用可能なｅラーニングシステムを運用
し、その教育効果についてアンケート分析した。コ
ンテンツは講義時間内で扱えない資料・動画、小テ
ストの解答・解説および講義の進捗状況で、３年間
の実施期間における学生アンケートでは、閲覧頻度

の高い学生には理解を促進させるコンテンツが役立
ったことがわかった。

C-2 「一歩一歩学ぶ生命科学（人体）」: 基礎編
による、複数の医療系高等教育機関にお
ける入学前教育

女子栄養大学短期大学部 渋谷まさと、廣末トシ子　
女子栄養大学 山下　俊一、香川　雅春

安原　安代
自作した生命科学の基礎を教える書籍版と

Moodle版を用いて短期大学と４年制大学の２校で
行った入学前教育の取り組みで、約３か月に及ぶ自
己学習前後の正解率の比較および入学前教育実施後
のアンケート分析で、異なる特性を持つ大学、短大
においても自作教材が有効であることがわかった。

C-3 知識技能のアウトプットに着目した薬物
療法判断能力育成プログラムの開発と実践

名城大学　大津　史子、永松　　正、灘井　雅行
長谷川洋一、後藤　伸之、豊田　行康
平松　正行、吉田　　勉、小森由美子
亀井　浩行、野田　幸裕、森　　　健
黒野　俊介、伊東亜紀雄

薬物療法判断訓練のために動画を用いたシミュレ
ーションシステムを開発・実施し、患者の導入画面
を示し、学習者が不足している情報を質問により閲
覧できるようにした。このシステムを教育に用いた
群と用いなかった群で、実施前後の得点率の上昇を
比較し、実施群で得点率の上昇が高くなる傾向が見
られた。

C-4 プロフェッショナリズム教育における
ICTの活用

近畿大学　岩崎　拓也、筑後　孝章
岡田　満

医師としてのプロフェッショナリズム育成を目指
して、他者とのコンセンサス形成を促すためのコミ
ュニケーション実習において、Web上に選択問題と
自由記述問題を設定し、学生の入力結果を集計しグ
ラフ化するアンケート集計システムを開発し、授業
中に活用したところ、50％以上の学生が実習の効果
を実感していた。

C-5 会計教育におけるモバイルラーニングを
導入した知識構築型学習環境のデザイン

関西大学　岩　　千晶、川上　智子
岡本真由美、柴　健次

事業活動報告



43JUCE Journal 2012年度 No.3

授業外にでも繰り返し学習することで知識を定着
させ、理解できない問題も克服させることを目指し
た多機能型の携帯端末による自学自習の学習環境を
構築した。アンケート結果では理解度の把握や学習
意欲が向上につながったが、システム環境、支援体
制、他科目・学部への普及などが課題となった。

C-6 ブレンディッドラーニング『地域学』の
取り組みについて

山口東京理科大学　　　亀田　真澄
（元）山口東京理科大学　山城　貴寛
山口県立大学　　　　　宇田川　暢

地域の特性把握と発展の可能性を理解し、地域を
活性化させる能力を身につけることを目指して、テ
レビ会議システムを利用した２大学共同による「地
域学」の遠隔授業を実施した他、SNS 型の専用サイ
トを設けて、講義映像・写真、資料の掲載、レポー
トの課題・提出・評価、グループでのフィールドワ
ークの報告レポート（プレゼンテーション）共有を
可能にし、合同発表会を実施した。

C-7 ICTを活用したゼミ教育における授業
改善の取り組み
大阪成蹊大学　浅井　宗海、稲村　昌南

中井　秀樹、千代原亮一
島田　知子

企業が求めるジェネリックスキルの育成プログラ
ムを体系化し、ゼミ教育に組み入れた。複数のゼミ
で横断的にグループを形成し、PBLを実施するとと
もに電子ポートフォリオを併用して振り返りを行わ
せた。９段階のルーブリックを用いた自己評価の分
析から実施前後でジェネリックスキルに有意な差が
あった。

C-8 情報共有を目標としたキャリア教育
の実施

金沢星稜大学　山崎　泉、奥村　実樹
少人数ゼミにおいて地元企業への訪問、社員への
インタビューを学生主体で実施し、そのレポートの
インターネット上への掲載を体験させたキャリア教
育で、学生の主体性を重視した一連の体験から得ら
れた気づきなど、学生からは様々な感想があった。

C-9 ICT利用による環境データの活用を
通じた環境教育の取り組み

近畿大学　大野　司郎、田澤　新成
加治　増夫、内海　秀樹

理系科目に苦手意識を持つ学生を対象として、環
境データを活用してデータ分析を教える演習で、全
教員がグループ分けした学生を受け持つ形で実施
し、統計データの図表による提示、相関関係やｔ検
定の理解、それらを用いた周辺環境の影響評価がで
きるようになった。

C-10 地図アプリを用いた小大連携授業
立命館大学　笹谷　康之

環境問題を解析し、環境の改善・管理を行い、新
しい環境を創造する能力を育むために、小学３年生
と大学生がまち歩きをして、GISにより地域資源地
図の編集を行った結果、小学生が大学生の意識改善
に大きな影響を与えていることが確認された。

C-11 ICTを活用した小テストの開発と実践
～ひとりひとり問題が異なるマーク
シートの小テスト～

立命館大学　泉　知論、福水　洋平
まる写しなどのマークシートの問題点を克服する

ために、一人ひとりに異なる問題用紙を配布し、採
点結果を個々にメールで返却する部分にICTを利用
した結果、2007年度からの得点率では基礎力の底上
げに貢献したことがわかった。

C-12 測量シミュレータを用いた測量教育に
ついて

東京電機大学　近津　博文
独自の測量シミュレータを開発して測量教育に利

用することで、限られた時間や実習制限の影響を受
けない教育環境を構築した。アンケート結果によれ
ば、実習に関する理解に役立ったとする学生が94％、
誤差や測定値の処理の勉強に役立ったとする学生が
78％おり、一定の効果が得られた。

C-13 構造力学の理解を深める補助教材の
開発とその効果について

日本大学　中山　晴幸
構造力学の中でつまずきやすい「せん断力」と

「曲げモーメント」の理解を助けるために、手で触
る補助教材とICTを活用した補助教材を用意した。
補助教材の導入により、それまで苦手意識を持って
いた上述の２つの概念に取り組むようになり、解答
率が格段に上昇して極めて高い効果が得られた。
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Ｄグループ

D-1 PC能力向上のための基礎数学科目設置
拓殖大学　武田　晋一

基本的数学力が不足しており、特に「関数」の理
解が欠如しているのではないかと考え、正規科目
「基礎数学」を設置した。PCスキルの向上を主眼と
してExcelの理解に直結させ、１）素因数分解と最
大・最小公倍数、２）比率、対数、指数、３）（一
次、二次）関数、方程式、４）場合の数と確率、の
４項目に限定し、基礎を理解させるという目的を達
成した。

D-2 Moodleと数式解答評価システム(STACK)  
による動的な演習問題の作成例と自己
学習システムの構築例

日本大学　根本　洋明、五十嵐　正夫
北里大学　谷口　哲也

数理系の科目においては、x^aの微分のaに、様々
な数値を代入して繰り返し演習問題を解きながら習
得する必要がある問題を自動的に生成し、同じ問題
について毎回異なった数値で演習ができるSTACK
とMoodleを連携させたe-Learning システムを構築し
た。履修生は考えながら正解に到達する努力や試行
錯誤をし、高い教育効果が得られた。

D-3 情報粗食力とその展開能力の伸長
摂南大学　田中　泉

文系の学生を対象とした科学技術の講義でICT を
利用することにより、科学技術の背景的な理解を高
め、文章を書き、プレゼンテーションを行い、議論
する能力を向上させることを目的として、情報処理
リテラシー・講義・プレゼン・ディベート・ディス
カッション（講義前の準備で読解）などを有機的に
組み合わせる授業改善を行った。

D-4 社会人育成を俯瞰する短大型入学前
教育の構築
湘北短期大学　小棹　理子、伊藤　善隆

岩崎　敏之
一般社会人が備えるべき基礎能力の重要性を学生
に早期に理解させるための入学前科目を構築し、日
本語コミュニケーションや、コミュニケーションツ
ールを用いてグループで問題を発見・解決し、プレ
ゼンテーションを行う構成とした。また、言語・非
言語能力や一般常識を向上するために部分的にｅラー

ニングを取り入れ、学生からも好評であった。

D-5 キャリア教育における限定利用のSNSの
活用

長岡大学　松崎　陽子、中村　大輔
学生自らが発言することが少ないなど授業への積

極的な態度を促すため、SNSによるシステムを導入
し、キャリア開発のコミュニティを作った。毎回の
授業でトピックスに関してシステム上に記述させ学
生同士で共有することによって、相互で刺激を受け、
コミュニケーションが図られるようになった。

D-6 生涯教育文化学科キャリア教育における
ICT利用の効果～自己内対話と相互関与
を相乗的に深める方法～
聖徳大学　西村美東士、林　史典、清水　英男

長江　曜子、齊藤　ゆか、斉藤　豊
大学生の自覚と、節度ある生活態度、主体的な学
習態度を育成することを目的に、全学共通の初年次
教育（基礎ゼミ）で、授業後の自分の気づきを書き
込ませる「電子掲示板システム」（BBS）を開発・
導入し、他学年の過去の学びの成果が閲覧でき、学
びの状況をリアルタイムに一覧化してカテゴライズ
できるシステムを自作し、カード構造化した結果を
学生がダウンロードできるようにした。

D-7 ICTを活用した初年次教育における
スキル系授業の教育改善について

関西国際大学　山下　泰生、陳　那森
窪田　八洲洋

コンピュータリテラシーを身につける初年次段階
のスキル系科目のクラス編成のために、入学直後の
ガイダンス時にLMSを利用したプレースメントテス
ト（プリテスト）を実施した。その結果担当教員は、
受講生のレベル状況を把握した上で授業を進行する
ことが可能となった。授業終了後行うポストテスト
の結果から、改善効果が確認された。

D-8 学際的チーム体制により開発した薬学
６年制教育支援システムと主体的総合
学習の効果
北海道医療大学　二瓶　裕之、和田　啓爾

小田　和明、中山　　章
唯野　貢司、千葉　逸朗

学生が主体的に学習時間を確保することを目的と
して、企画・立案は薬学専門教員が行い、その後コ
ーディング・プログラミングは情報科学教員が担当
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して、独自な教育支援システムを開発した。学年の
枠を超えた事前学習と振り返り学習が定着し、学生
による主体的な学習時間の確保を実現できた。歯学
部教育への展開も計画されている。

D-9 総合的な人間教育支援システム（STAC）
の構築～WEB化への展開～

東北工業大学　谷津　憲司、守　研二
大芳賀　義喜

「学生情報の一元化」｢学生特性の把握｣「タイム
リーな支援」「効果的支援」を目的として、学生個
人の学業、課外活動、就職活動状況等を総合的に把
握し、教員が個別に学生を支援していくシステムを
開発した。自分の将来計画、履修計画が立てやすく
なったとする学生評価が半数を上回るなど、上記目
的を達成する環境が実現できた。

D-10 放射線・放射能のワークショップおよび
大学生の教育効果

日本経済大学　増崎　武次
放射線・放射能に関する理解を深めるため、専門
用語を多機能携帯端末を駆使しながら調べさせ、学
生同士がお互いに教え合いながら学ぶ協働教育を行
った。ワークショップの成果物に学生が自由にアク
セスできるようにし、3Dの地図ソフトを用いて測
定場所と測定値をマッピングし可視化した。

D-11 ビジネスゲームを用いた経営情報教育の
取組み
金沢工業大学　武市　祥司、加藤　鴻介
横浜国立大学　白井　宏明

数理的思考に基づくビジネスマネジメント能力の
習得を目指したゲーミング・シミュレーションの演
習授業における取り組みで、仮想的な市場で利益計
画を立案して競争する経営の模擬体験を経て、仮想
市場のメカニズムの数理的なモデルをLMSを活用し
て作成・提出させた。学生の満足度は高かったが、
約３割程度の学生が最終的な目標に到達していない
ことが判明した。

D-12 教科書の電子化による肢体不自由大学生
の受講支援
神戸学院大学　奥　英久、松原　加代子
広島国際大学　坊岡　正之

重度な肢体不自由大学生の受講を支援するため、
講義で実際に使用する複数の教科書を電子化して携
帯情報端末にインストールし、わずかな指の動きだ

けで頁めくりやメモ書きなどできるよう紙媒体の扱
いと同様の機能を設けた。それにより、教科書の電
子化により取り扱いが容易になり円滑な受講が可能
となった。

D-13 情報素養科目のフィードバック基盤教授
学習模型研究

金沢工業大学　金　永鍾
大田大学校　　丁　ヒョンヨン

ITQ アクセル教科にフィードバック基盤の教授学
習模型を適用し、教授者と学習者の間の多様な形態
のフィードバックを取り交わすという授業改善を行
った。学業をあきらめる学生たちを支え、学生が提
出した課題物に対する人間的なフィードバックによ
り課題成就に対する満足感をもたせる、などの教育
的効果をあげることができた。

D-14 Moodleの機能を活かしたリメディアル
教育の実践報告

サイバー大学　松田　健
Moodleのレッスン機能を利用して、問題に対し
て学生が選んだ回答が正解であれば次のコンテンツ
へ進み、不正解の回答結果によって定義を復習し直
し、あるいはより基礎的なコンテンツに進むという
構造を取り入れ、どの分野の知識が不足しているか
を学生が明確にわかるようなコンテンツ制作を行っ
た。学生評価などから、効果が確認できた。

文責：ICT利用教育改善発表会運営委員会
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大学改革を推進するには、教職員の叡智を結
集した新たな価値創造が求められている。情報
通信技術（ICT）は、従来の教育・研究・業務
を支援するツールとしての役割に加え、データ
を経営情報に加工する、それらを蓄積・共有し、
インターネットを通じて創発的議論を展開し、
意思決定につなげるといった、新たな価値創造
を支えるインフラに、その役割は進化している。
本協会では大学職員の職務能力の開発・強

化、その中でも、学内での対応がなかなか難し
いと考えられる、情報通信技術（ICT）を活用
した大学改革の企画・提言力、教育・学修支援
力、人材育成支援力、それを支える持続可能な
情報環境構築力等の養成を目的として、本報告
の「基礎講習コース」と、専門性を考慮した分
科会を構成して事例研究を踏まえて研究討議す
る「応用コース」の二つの研究講習会を実施し
ている。以下に基礎講習コースの実施結果を報
告する。
本年度の基礎コースは、７月５日～７日の３

日間、加盟校・非加盟校合わせて67の大学・短
期大学から132名の参加者を集め、静岡県の浜
名湖ロイヤルホテルで開催した。
参加者の内訳は、所属別では、学事・教務系

が38％、情報システム系が16％と、この２部門
で過半数を占めるが、総務、人事、財務、経理、
管財、広報、就職支援、図書館と、大学におけ
る業務の全分野に亘る。在職年数別では３年以
下が82％、また、年齢別では20代が77％を占め
ている。本研究講習会を職員の初年次研修に組
み込んでいる大学もあり、また、ICT系を中心
に経験者採用の方たちの参加も多い。
研修前後の時間には名刺交換が盛んに行わ

れ、座学、グループ討議による研修に加えて、
他大学職員との交流の場として活用されている。
本研究講習会は、研修を進めるにあたり基本

的な情報・知識を提供する全体研修を第一部、
そこで提供された情報・知識を参考に、大学が
取り組まねばならない課題や職員の役割につい
て討議を重ね、咀嚼し理解を深めるとともに、
討議の成果を自分たちの言葉として発表するこ
とにより身につけることを目的としたグループ
討議を第二部とする、２部構成をとっている。
本年度の基礎講習コースは、「教育情報の公表」、
その担保として不可欠な「教育の質的転換」を
題材として取り上げ、参加者がこれらの課題に
ついて理解を深めるとともに、以下の成果を獲
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図1 参加者の内訳　
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得することを目標に掲げて進められた。
・ ICTの活用が大学の管理運営、教育活動の充
実に果たしている役割を認識する。
・業務改善にICTを積極的に活用する姿勢を身
に付ける。
・目的達成のために、ICTの可能性や工夫につ
いて考察できるようにする。

1．全体研修
岡本史紀氏（芝浦工業大学名誉教授、大学職

員情報化研究講習会運営委員会担当理事）より、
大学職員情報化研究講習会（基礎講習コース、
応用コース）開催の趣旨説明や大学職員に期待
することを含めた挨拶をいただき、以下のプロ
グラムにより実施した。

イントロダクション
「大学職員に求められる能力」

説明者：木村　増夫氏

（学校法人上智学院総務局兼財務局主幹、

大学職員情報化研究講習会運営委員会委

員長）

大学を取り巻く環境や大学教育への社会的要
請を背景に、本コースのねらいとするところ、
参加者に持ち帰っていただきたい成果、課題解
決に向けた大学職員の果たすべき役割と求めら
れる能力（職員力）についての説明が行われた。
大学を取り巻く環境や大学教育への社会的要

請については、2012年３月26日、中央教育審議
会大学分科会大学教育部会が「審議まとめ」と
して作成した「予測困難な時代において生涯学
び続け、主体的に考える力を育成する大学へ」

を紹介し、18歳人口の推移と多様な学生への対
応といった“量的課題”、大学教育の質に関す
る課題、国際化や情報化等を背景に大学が果た
す役割等について説明が加えられた。
続いて、大学職員に求められる能力（職員力）
について、経済産業省が提唱している「社会人
基礎力」、東京大学と上智大学における「大学
職員のあるべき姿」を紹介し、社会的要請に対
して大学が対応していくためには、職員一人ひ
とりが自律的に取り組むことが求められ、傍観
者でなく、実質的に貢献できる職員となるため
には「情報」を収集し、分析し、それに基づき
解決策を考えて行動に移すことが必要で、その
ためには「情報活用能力」と「実行力」が重要
であると結ばれた。
また、合宿研修という形を活かして、実り多

い３日間とするために、全員参加で取り組むこ
と、そのような場となるよう全員が努力するこ
と、集団思考のメリットを活かすことが、基本
的な約束事として示された。
最後に、参加者へのメッセージとして、「一

世紀の本」からの引用が贈られた。「最高のも
の（理想）に制限をおかず、それを小さいこと
に生かせ」

講義－１　
「大学改革におけるICT活用の重要性
を理解する」

講師：石井　博文氏

（芝浦工業大学専務理事）

大学の管理運営、教育研究活動の充実を図る
戦略として、情報を多面的に活用することの重
要性と情報を体系化・統合化する仕組み作り、
および教職員が情報を活用してどのように新し
い課題に関与すべきか、「教育情報の公表」を
題材にして、同大学における取り組みから重要
なステップを紹介、職員の関わり、ICT活用の
重要性について説明された。

（１）教育スキームの「見える化」

・PDCAサイクルに基づく教育プログラム展開
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PLAN/DO

大学の持つべき三つの方針（ディプロマ・　
ポリシー、カリキュラム・ポリシー、アドミッ　
ション・ポリシー）の明確化・具体化（見え
る化）により、教育プログラムの目標と、そ
の実現のためのカリキュラムを設定する。
CHECK/ACTION

教学IR体制により、教育実施後の目標達成
度の評価と教育プログラムの改善を行う。
・学修達成度を意識したルーブリック設定
（２）ユビキタスな情報インフラの構築

・高速学内LAN
・統合データベースシステム（情報の一括管
理）
・教職協働を意識したファイルシステムと安
全なアクセス環境（端末、セキュリティ）

（３）運用体制の整備

・「情報公表規程」により、公表内容・責任　
体制の明確化と広報部門の機能強化を図る。
・教育イノベーション推進センターを新設し、
FD・SD・IRの各機能を一体推進する。
以上のような仕組みづくりには職員の発想

力、企画力、構想力が、教員に働きかけ実行に
移すにはマネジメント力、コーディネート力が
求められる。大学改革を推進するには、職員が
主体的に教職協働に取り組むことが肝要であ
り、ICTはその実現に不可欠なプラットフォー
ムであると結ばれた。

講義－２　
「ICTを活用した主体的な学修環境の
構築」

講師：斉藤　和郎氏

（札幌学院大学教務部事務部長）

土肥　順一氏

（京都産業大学情報センター課長）

一方向型の授業が多いため、学生が自発的に学
修をすることが極めて少なくなっている。また、
教室外の学修時間を確保する組織的取り組みも進
んでいない。単位の実質化を図るためには、学生
自らが考え学修する仕組みを構築することが重要

で、ICTを活用して時間・場所を選ばず事前・事
後学修が可能な環境の提供、および学修到達度の
点検・評価を実現する仕組みが必要不可欠となり
つつある。
教育の質的転換を図る取り組みの一つとして、
e-LearningやLMS（Learning Management System）
のようなICTを活用した主体的な学修環境の構
築、運営の経験を基に、前半は従来型とも言える
「独習型e-Learning」と、これからの時代に求めら
れる「協調型e-Learning」を取り上げ、その特徴
や効果に関するミクロな観点からの比較解説し、
後半ではe-LearningシステムやLMSの導入・活用
に関する組織的取り組みについてマクロな観点か
ら課題を整理し、解説を行った。

「学修課題とe-Learningプラットフォームの選択」

従来型とも言える独習型e-LearningシステムCAI
（Computer Assisted Instruction）は、自分のペース
で繰り返し学修でき、学修履歴の管理も可能で、
反復学修による知識やスキルの習得に適している。
しかし、新しい知識・情報・技術が、社会のあ
らゆる領域で重要性を増す、これからの知識基盤
社会では、幅広い知識を統合し、柔軟に思考する
力が求められる。また、社会に出てからの学びは、
協調的な知識創造、一人ひとりの「知」を組織的
に活用することが求められる。さらに、予測が困
難な時代において、大学は「生涯学び続け、どん
な環境においても答えのない問題に最善解を導く
ことができる能力」を育成する責務を負っている。
独習型e-Learningシステムは、これからの時代に
求められる能力の育成に有効であるのだろうか。
今後の学士課程教育に求められるのは、教員と
学生とが意思疎通を図りつつ、学生同士が切磋琢
磨し、相互に刺激を与えながら知的に成長する課
題解決型の能動的学修（アクティブ・ラーニング）
によって、学生の思考力や表現力を引き出し、そ
の知性を鍛える双方向の講義、演習、実験、実習
や実技等の授業を中心とした教育である。
協調的な学びを支援するe-Learningプラット
フォームとして、WebCT（Blackboard Learning
System）やMoodleなどが挙げられる。これらは、
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フォーラム（電子掲示板）上で質疑応答や意見交
換をするディスカッション機能、他の学修者の課
題提出物を相互に評価する相互評価機能などの、
協調的な学びを支援する機能を装備している。

＜ICT選択・活用のポイント＞
・目的を明確化する
－学修目標を具体化する
・目的達成のための活動を考える
－授業内容を設計する
－授業時間外の学修活動を具体化する
・学修活動に応じた適切な手段を採用する
－効果的なICTを適用する（効率性、経済性）
－運用にあたっての支援体制を用意する

「e-LearningおよびLMSの導入・活用」

京都産業大学では2005年より、全学部共通の
Learning Management System（LMS）として
Moodleを導入した。導入にあたって、大学の教
育研究用情報基盤を検討する委員会で、情報セン
ターから導入するシステムの調査、運営方針等に
ついて提言を行い、全学的な理解と協力体制を作
り上げていった。このことにより、専任教員の７
割以上、学部学生の９割が利用するシステムに成
長した。この委員会は、教職協働による構成で
（委員長：副学長、委員：各学部等から選出され
た教員、情報センター職員）、同大学の教育研究
に関わる情報基盤充実に関する検討機関の役割を
担っている。
同大学がMoodleを採用するに至った背景には、
Webベースの授業支援システムの導入について

2000年頃より検討を重ねてきたが、学内一部での
Moodleの利用実績、情報センターにおけるオー
プンソースの運用実績等が挙げられる。オープン
ソースの利用は、ライセンス料等の経費削減、自
前でのカスタマイズ等が魅力であるが、確実なサ
ポートが得られない、マニュアル、ヘルプデスク
はすべて自前で賄わなければならない等、運用を
担当する情報センターの職員には技術力が要求さ
れ、相当な負荷がかかることも事実である。
導入したICTは現場で活用されてこそ価値があ
る。教育用システムについては、教員との協力体
制が不可欠であることは言うまでもなく、そのた
めには、職員が教員の信頼を得る努力を怠っては
いけない。同大学では、教員による委員会に対し
て情報センターが報告・提案することにより教職
協働体制を築き上げていった。

全体討議　
「ICTの戦略的活用を実現するための　
大学職員の役割」

登壇者：岡本　史紀氏（運営委員会担当理事)

石井　博文氏（芝浦工業大学専務理事）

斉藤　和郎氏（運営委員会副委員長）

土肥　順一氏（運営委員会委員）

井端　正臣氏（私立大学情報教育協会

事務局長）

進行役：木村　増夫氏（運営委員会委員長）

冒頭に15分ほどのミニグループ討議の時間を設
けてグループごとに質問事項をまとめ、登壇者が
回答・補足説明する形で進めた。限られた時間の
中で受けられた質問は各班から１件のみとなった
が、グループでまとめられた質問事項のメモは、
運営委員がグループ討議をサポートする際の参考
とした。

2．グループ討議
７～８名を１グループとして、「教育情報の

公表」と「教育の質的転換」の二つのテーマに
ついて討議を行った。討議のサポート役として、
３グループに１名、運営委員を配置した。

図２　二つのe-Learningシステム
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グループ討議により参加者に持ち帰っていた
だきたいスキル（能力）について到達度評価項
目を設定し、３段階の自己評価により到達度を
確認できるようにした。
「グループ討議“見える化”シート」により

討議のポイント明示することで、限られた時間
で効率よく、実施的な討議が交わされるよう配
慮した。

＜グループ討議スケジュール＞

２日目
（１）教育情報の公表

グループ討議　 9：30～12：00
発表会　　　　 13：00～13：30

（２）教育の質的転換
グループ討議 13：30～16：30
発表会　　　 16：30～17：00

３日目
総括報告書　　 9：00～10：15
発表会　　　 10：30～11：15
省察　　　　　 11：25～11：45
アンケート　　 11：45～12：00

＜到達度評価＞

１）課題発見能力
大学が抱える諸問題について、その本質的　
な課題を探るため、多様な観点から事象を分
析しようとする態度を持つ。
２）創造的思考力
課題解決を図るため、積極的にアイデアや
意見を述べて、創造的な議論を、促そうとす　

る態度を持つ。
３）コミュニケーション能力
他のメンバーの意見やアイデアを尊重し、
議論を発展させるためにお互いに協調しよう
とする態度を持つ。
４）スキルを使う姿勢と態度
討議を通じて学んだ成果を認識し、これを
常に磨きながら、自身の大学の教育改善に使
おうとする態度を持つ。
５）プレゼンテーション能力
グループでの討議内容を他のグループに分　
かりやすく伝えるため、相互に協力しながら
スライドを作成する。
６）発展的思考力
質疑応答や他グループの発表から、新たな
着眼点や改善点を発見して、それを相互のブ
ラッシュアップにつなげようとする態度を持つ。

グループ討議の進捗や成果は、それぞれのグ
ループにより異なるが、その一部を以下に紹介
する。
「教育情報の公表」というキーワードを掘り

下げる中で、情報の公表により相互の大学の長
所・短所を理解して、自大学の弱点を補う相手
と協力関係を結ぶことにより、大学間の競争か
ら「大学間の協力による共存」という、新たな
キーワードにたどり着いた。
現状の情報公表は義務化による消極的公開で

あり、情報の受け手にとっては不十分であると
の共通認識の下、大学ポートレート構想に着目
し、戦略的かつ積極的な情報公表により、大学
の自己点検を促し教育力の向上や改革につなげ
ることが討議された。
情報公表の意義、目的として、特に高校生の

進路選択におけるミスマッチを防ぐことを掲げ
た。しかし、現状では目的を把握せず部署ごと
にデータを作っているため、必要なデータが提
供されず情報の集約と取捨選択が必要である。
この新たな役割に対応する部署として「情報戦
略課」の新設が提案された。
「教育の質的転換」の一つの方法として、学
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修時間の不足、社会的ニーズと教育内容の乖離
といった共通の課題認識のもとで、様々な改善
策が出される中、「インストラクショナル・デ
ザイナー制度」を導入し、授業構築を補助でき
る職員を養成する新たな職員の役割について討
議した。
学生の学修不足の原因として個々の学生が目

標を持つことができていない点を指摘し、その
遠因として社会人基礎力で求める能力が個別技
術ではなく応用力なのに対して、旧態依然の講
義ではニーズに応えることができていない点を
指摘した。そこで、シラバスから授業の質的改
善を図るため、前年度授業評価などのデータを
利用した職員によるシラバス作成支援について
討議した。
参加者の半数以上が学生時代に海外留学を経

験しており、その多くが、世界に開かれた大学
づくりの必要性を訴え、「この大学で学びたい」
と思わせる、責任ある情報を公表することこそ
が職員の役割であるとの結論に至った。その根
幹を成すのが学士課程教育である。特筆すべき
改善策は提案されなかったものの、今日の日本
高等教育界が抱える数々の課題は、確実に全員
で共有することができた。「すべての業務は教
育に通じる」という認識のもと、職員一人ひと
りが学生と教員との三者協働の実現に向けて行
動すれば、各々の部署において自ずと創意工夫
が施され、選ばれる大学へと結実するだろう、
とまとめられた。
大学の規模や地域など異なる環境で業務に携

わっている若手職員が中心であり、各々抱く課
題と設定された課題テーマとの共通認識に時間
をかけた。「教育情報の公表」の課題において
は、各班とも情報の「公表」と「公開」の定義
を探りながら、「現状の課題」、「保証」、「大学及び
教職員の役割」を模索した。また、「教育の質
的転換」においては、ICTの特徴を主体的な学
修機会へ導くための活用方法が話し合われた。
教員・職員の連携の必要性・重要性を理解し、
職員としての新たな役割が各自に認識された。

3．研修レポート
事後研修として、討議のまとめと発表内容を

基にグループとしてのレポートを課した。
講習会の限られた時間の中では議論を尽くせ

なかったこと、発表ではまとめきれなかった部
分について、メール等による討議によりブラッ
シュアップされていた。
合宿研修の成果を職場に戻って振り返り、改

めて報告書としてまとめることにより、研修で
の成果をより着実に自身のものにされた参加者
も多いと思われる。

4．まとめ
本年度の基礎講習コースは、「教育情報の公

表」と、その担保に不可欠な「教育の質的転換」
を題材として、これらと大学改革の関わりを理
解し、大学改革の実現に向けてICTの有用性を
理解し、その活用を考えるとともに、職員の果
たすべき役割を理解することを目指した。
参加者は皆、変革の時代にあるべき職員の役

割を常に意識しながら討議に臨んだ。それは、
例えば大学の現状を俯瞰して問題の所在を解き
明かし、あるべき姿を導き出していくこと。あ
るいは教職員の意識変革を促し、組織的な連携
を高めながら課題解決を図っていくことであっ
た。その結果、導き出された結論には、随所に
「現状に満足せず、問題意識を持ち続ける」と
いう姿勢が散りばめられていた。
事後のアンケートにおいて、入職から日の浅

い者にとっては課題が難しかったとのコメント
も多く見受けられたが、重要なキーワードを逐
次、記録に残せるよう用意した「グループ討議
準備シート（“気づき”のメモ）」、段取りよい
討議展開が図れるよう用意した「グループ討議
“見える化”シート」をうまく活用して、グル
ープとしての成果に結びつけることができたも
のと考える。

文責：大学職員情報化研究講習会運営委員会
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本講習会は、情報セキュリティの危機管理能
力の強化を推進するため、サイバー攻撃に対す
る脅威の認識、攻撃パターンの理解、想定され
る対策について理解を深めることを目的とし
て、課題の洗い出しを行い、情報セキュリティ
としての全体の姿を整理し、不測の事態を想定
した対応策の探究を行うセミナーとして８月23
日に獨協大学（埼玉県草加市）で開催された。
本協会の加盟・非加盟の大学・短期大学から参
加を募集し、73名（56大学）の参加があった。
今年度は、社会の機能を停止させるようなサ

イバー攻撃が政府や企業を脅かし、その驚異が
高度な研究の情報資産を有している大学にとっ
ても重要な課題となりつつある現状を踏まえ、
最近のサイバー攻撃の動向と具体的な対策に向
けた防御システムや、新しいサイバー攻撃に対
処するための組織体制などをテーマとした「全
体会の講演」および、二つの専門コースを設定
した。
専門コースのうち「情報セキュリティ対策技

術部門コース」では、サイバー攻撃に対する要
素技術の理解と防御対策の演習を中心に行っ
た。「情報セキュリティマネジメントコース」
では、サイバー攻撃のパターンを理解し、攻撃
を受けた場合に必要な危機管理チームなどの組
織化と関係部門との連携体制や、大学全体の教
育・研究・経営に関する情報資産のセキュリ
ティマネジメントについてグループワークなど
で討議した。

全体会では新しいタイプのサイバー攻撃の仕
組みや、脅威ならびに技術面・組織面における
対応策等に関して以下の三つの講演を行った。
「サイバー攻撃の分析と防止策」
講師：大森　雅司氏
（独立行政法人情報処理推進機構：IPA）

昨年８月にIPA技術本部セキュリティセン
ターからリリースされた「『新しいタイプの攻
撃』の対策に向けた設計・運用ガイド」が紹介
され、APT攻撃のような新しいタイプのサイ

バー攻撃の概要や分析ならびに対策法などにつ
いて講演が行われた。（詳細は25年発行のNo.4
に掲載予定です）

「サイバー攻撃の脅威と攻撃パターン」
講師：高倉　弘喜氏（名古屋大学教授）
標的型サイバー攻撃の脅威や攻撃パターンに

ついて詳細な説明がなされた後、防御側がすべ
き具体的かつ現実的な対応策について講演が行
われた。（詳細は25年発行のNo.4に掲載予定です）

「サイバー攻撃に対応する組織体制」
講師：寺田　真敏氏（株式会社日立製作所）
情報セキュリティ事故（インシデント）に対

する組織的対応の事例として、日立製作所にお
けるインシデントレスポンスチームの活動が紹
介され、サイバー攻撃に対処するための人材育
成と組織体制構築の実践事例について講演が行
われた。

今年度は、最近日本でも被害例が確認された
持続的標的型攻撃を題材に、大学として考えて
おくべき防御の仮想演習を行った。参加対象は、
情報基盤整備やネットワーク、システムの運用
管理を担当しており、セキュリティ対策に携
わっている、または予定されている教職員である。
具体的には、下記の三つのセッションに分け

て演習と事例研究を行った。

１．持続的標的型攻撃に利用される要素技術
の理解
（遠隔操作ツール（RAT）の紹介と対策
実習）

持続的標的型攻撃に利用される要素技術の核
となるRATについて、実際にインストール・操
作することで、その脅威を具体的に理解した。
また、RATとの攻撃者の間のHTTP偽装通信の
パケットキャプチャーやログ解析を通して、そ
の対策の技術的な難しさを理解した。
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２．持続的標的型攻撃と共通攻撃動作を含む
DDoSインシデントへの対応事例研究
（事例研究「DDoS加害攻撃発生時のインシ
デントレスポンス」）
複合型DDoS攻撃には、持続的標的型攻撃と

共通の攻撃動作要素が含まれ、未然に防ぐこと
が難しい。今回のセッションでは、実際に発生
した大学からのDDoS加害攻撃事例について、
そのインシデントレスポンス記録を検証した。
インシデント発生現場では、セオリー通りのア
プローチをとることが難しく、様々なノイズ情
報の中から真のインシデント要因を把握するま
での困難さについて経験値として共有を図った。

３．持続的標的型攻撃を想定した大学ネット
ワークの「出口」対策
（「出口」対策を重視した大学ネットワーク
改善）
大学で、情報窃取を目的に持続的標的型攻撃

を受ける可能性を想定し、典型的な大学ネット
ワーク構成図を用いて、IPAが提唱する「出口」
対策の解説および実装のシミュレーションを
行った。

本コースでは、情報セキュリティの基礎を確
認した上で、新しいセキュリティ脅威としての
サイバー攻撃について具体的事例を基に理解
し、自校での危機管理体制の現状と課題を共有
することで情報セキュリティ対策について考察
した。また、インシデントが発生した場合に必
要な関係部門との連携や、危機管理体制の構築
を通じて、大学の教育・研究・経営に関する情
報資産を守るためのセキュリティマネジメント
について研究討議した。
コース参加者の所属は約６割が情報部門と多

いものの、教務部門、研究部門、事務部門（総
務・施設部門）からの参加があった。役職では、
管理職もしくは教員の方が約半数を占めた。ま
た、昨年に引き続き、所属名から情報管理・危
機管理等が主な職務と思われる参加者があり、
これらの分野において大学が組織的に取り組む
ための体制整備が行われつつあることをうかが
わせた。

１．2012年度「情報セキュリティ対策の自己
点検・評価」結果について
今年度で３年目となる本協会による「大学の

情報セキュリティ対策の自己点検・評価」につ

いて、結果および３年間の比較について解説し
た。特に、情報資産の重要度、リスク・分析対
応、監査体制の整備など、各大学で取り組みが
遅れている現状を報告した。

２．情報セキュリティの概要
大学における情報資産を守るために必要な情

報セキュリティの考え方について、情報資産の
定義、リスクの考え方、取り得る対策などに関
する基本的な知識をワークシートによる実習を
交えて講習した。

３．大学におけるサイバー攻撃の事例紹介
（１）危機管理における組織的対応の事例紹介
インシデントが発生した場合、大学として組

織横断的に対応が求められる。このような事態
への対応体制に関して、安達精一郎氏（東海大
学法人本部総務部総務課）から、東海大学にお
ける危機管理の事例を基に講演が行われた。

（２）大学に対するサイバー攻撃関連の事例紹介
大学がサイバー攻撃に巻き込まれる事例は、

規模の大小によらず現実に発生している。身近
に迫った問題として、実際に被害・影響を受け
た大学の事例（東海大学、立命館アジア太平洋
大学）について、当時の状況および対応を紹介
した。

４．大学における危機管理体制に関するグルー
プディスカッション
各セッションの内容を踏まえて、大学におけ

る危機管理体制の現状をもとに、サイバー攻
撃・インシデントの発生時に備えた関係部門と
の連携・意思決定等、危機管理体制作りに必要
なマネージメントについてグループディスカッ
ションを行った。
インシデント事例としては、１）標的型攻撃

のメールの添付ファイルを開いたため、ウィル
ス感染の恐れのあるケース、２）大学公式サイ
トが何者かに書き換えられたことが判明したケー
ス、３）学科のネットワーク機器に対する
DDoS攻撃が発生したケースを取り上げた。
各グループでは、各インシデントについて議

論し、検討結果を発表することで、大学におけ
る危機管理体制のあり方について理解を深める
ことができた。

文責：情報セキュリティ研究講習会運営委員会

情報セキュリティマネジメントコース
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本大会は、教育の社会的責任を共通認識する中
で、大学改革を着実に進めていくための戦略につ
いて、大学関係者で意識合わせし、具体的に取り
組むための教育課程の体系化・総合化、質的転換
を可能にする学修の仕組み、ＩＣＴ活用を含めた
教育・学習環境などについて課題を整理し、解決
策を探究することを目的として、講演、事例紹介、
討議を実施し理解を深めることにしている。
今年度は９月４日から６日までの３日間、アル

カディア市ヶ谷（東京、私学会館）で、「質保証
を目指した教育改革」を開催テーマに実施した。
３日間の参加者総数は、309名（147大学、15短期
大学、賛助会員10社）で、昨年度と同程度の結果
となった。
初日の全体会は、向殿政男会長（明治大学）の

開会挨拶の後、主体的な学修を実現するための課
題、学修の基本問題を実現するための教学マネジ
メントに関する講演、教育課程の体系化・順次性、
予習を徹底した話し合い学習法、ＬＭＳ導入によ
る効果的な事前・事後学修の取り組み紹介を行
い、学修の質的転換を図るための課題や具体的な
手法について情報の共有化を図った。２日目は分
科会形式でのテーマ別自由討議を実施し、初日の
テーマをもとにした教育現場の個別の課題として
「Ａ：学習意欲を引き出す学びの仕掛け」、「Ｂ：
大学における情報リテラシー教育の方向性と高校
教育との接続」、「Ｃ：ＩＣＴを活用した課題解決
型の能動的学修」、「Ｄ：クリッカー技術を始めと
した双方向授業」の４テーマを設定して参加者を
交えた討議を行い、問題や課題の共有とその解決
策の模索を行った。分科会終了後には、参加者の
コミュニケーションの場として情報交流会も行っ
た。３日目はＡ～Ｅの五つの会場で、教育や支援
環境へのICT活用について65件の公募による発表

を同時進行で進めた。また、２日目の午後から３
日目まで、大学・企業共同のICT導入・活用の紹
介として、賛助会員の企業と導入大学によるポス
ターセッションを実施した。

第１日目（９月４日）

全体会

講演：主体的な学修を実現するための課題

中央教育審議会大学分科会大学教育部会専門委員

学校法人上智学院理事長　　　　　高祖　敏明氏

学修の質的転換を図るための課
題について、中央教育審議会大学
文科会大学教育部会の答申を踏ま
え、教員の意識改革、学士課程教
育の体系化等の視点から整理され
た。
はじめに、中教審の審議のまとめ「予測困難な

時代において、生涯学び続け、主体的に考える力
を育成する大学へ」（３月26日）の概要とその全
体像について紹介され、学生本位の授業の体系化
を観点として、学生の思考力や表現力を引き出し、
知性を鍛える双方向の課題解決型の能動的授業を
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中心に、質の高い学士課程教育へと大学が質的転
換すべきことが確認された。その後、中教審の審
議まとめや大学改革自体の動向に対するメディア
からの批判的な考察など社会の反応を紹介され
た。
次に平成24年を大学改革元年と位置づけ文部科

学省より発表された「大学改革実行プラン（社会
の変革のエンジンとなる大学づくり）」（６月５日）
について紹介された。プランには大学機能の再構
築とガバナンスの充実・強化という全体像があ
り、平成24年から29年までの取り組みの工程では、
24年度は大学ビジョンの策定、29年度は大学改革
の取り組みの評価・検証、進化・発展が計画され
ていること、その他に中教審の考え方との相互関
連性なども示された。
そして、中教審の「新たな未来を築くための大

学教育の質的転換に向けて（生涯学び続け、主体
的に考える力を育成する大学へ）答申」（８月28
日）の趣旨や基本的な視点について紹介された。
少子高齢化・知識基盤社会・グローバル化などが
進展する成熟社会における大学の責務としては、
学修時間の実質的確保、大学の改革努力、学士課
程教育の認識、学修支援環境の整備、高等教育と

初等中等教育の接続、大学と地域社会や企業等の
接続が課題であることが示された。また、学修時
間の実質的確保に向けて教育課程の体系化、組織
的な教育の実施、授業計画（シラバス）の充実、
全学的な教学マネジメントの改善を実施していく
必要性があることが確認された。
最後に、大学教育の分野別質保証として、日本学
術会議が取り組んでいる「参照基準」について、
その主な構成要素や具体的な策定状況と今後の対
応、参照基準の活用の仕方について紹介され、経
営学、言語・文学、法律学は分野は平成24年10月
頃を目途に完成する予定で、策定予定の全分野の
参照基準が平成26年９月までに完成される予定で
あることが確認された。
講演後の質疑応答では、中堅大学としてのグロ

ーバル化への具体的な対応の在り方、個々の教員
自身の意識改革、大学だけでは解決できない社会
側の課題など会場から質問が寄せられた。
大学運営・ガバナンスや教学マネジメントの確

立の難しさの中で、教育・研究に携わる個々の教
員への強いメッセージとして、学生を中心に据え
た教育改革を進めるポイントや学修に対する組織
的展開について改めて考察することができた。
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ＧＰＡ制、授業評価等）への対応、ＦＤ推進・教
育の可視化、とりわけ教育内容の透明性への工夫、
教員一人当たりの１科目へ投入するエネルギーの
増加を通じて学修時間の増加が必要であることが
確認された。
教育の質を向上させるための教学マネジメント

においては、「学科目は教員の私有物ではなく、
学生にとっての公共財」であるという、教員間の
価値観の共有を図るコミュニケーションやカリキ
ュラム全体の体系化が重要性であることを認識し
た。また、全学的ガバナンスの強化策として、教
員一人ひとりによる教育改革の意識共有は学長が
促すことが重要で、教員採用は研究業績だけの審
査に止まらず、試し期間を設け教育・研究に貢献
する人物か否かを判断するテニュア・トラック制
度の導入が効果的であることも確認された。
最後に、早稲田大学における教育体系の再構築

としてクォーター制の導入や全学基盤教育
（WASEDA式アカデミックリテラシー）の取り組
み事例を紹介され、クォーター制の導入により、
短期間での集中的な学びによる学習効果の向上、
教員の負担軽減と研究充実、より多くの学生によ
るサマープログラムへの参加、海外からの留学生
受入れと早稲田大学からの海外留学促進などが可
能になることが示された。また、教養教育の見直
しにより、全学基盤教育（WASEDA式アカデミ
ックリテラシー）として、英語コミュニケーショ
ン力、文章作成力、数学的思考力に関する科目を
チュートリアルやオンデマンド等で全学的に展開
し、学問を学ぶための必須スキル修得を目指して
いることが確認された。

事例紹介：教育課程の体系化・順次性への
取り組み

国際基督教大学学務副学長　　　　森本あんり氏

日本の高等教育がドイツの学部
を中心とした学問探求型から、ア
メリカのリベラルアーツ教育課程
型に質的変換する中で、国際基督
教大学は秋入学も含め教育課程の
体系化に積極的に取り組まれ、日本の教育改革の
モデル校となっている。教育課程の体系化を支え

講演：学修の基本問題を実現するための
教学マネジメントの考察

中央教育審議会大学分科会大学教育部会専門委員

学校法人早稲田大学理事　　　　　田中　愛治氏

学士課程教育の質的転換を図る
ための基本的課題を踏まえ、教学
マネジメントとして対処すべき課
題として、学士課程教育の体系
化・順次性をもたせた教育プログ
ラムの必要性、授業科目間の調整、教員相互によ
るシラバスの内容点検・調整、効果的な事前・事
後学修のあり方など具体的に掘り下げ、国際基督
教大学、早稲田大学での例を交えて紹介された。
大学改革とは大学経営者のためや大学教員のた

めではない改革、「学生のための改革」であり、
学生の能力を高め、人類社会をより住みやすくす
るために貢献することにある。ただし教員の研究
環境の向上や大学の経営基盤の向上は、教育の質
向上に繋がるものであるとした。
教育の質向上を図るため、教育に関する教員間

の合意形成を目指しつつ、教育の体系化のための
様々な仕組み（シラバス、コースナンバリング、
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るものが３学期制や70分授業時間の単位制、２年
生でのメジャー選択制や科目番号制、厳格なGPA
運用、学修時間の確保へ授業の取り組みや学習管
理システム等となっている。その中で、特にGPA、
科目番号制、授業外の学修時間確保等について実
例や統計資料を用いて紹介された。
まず、GPAは成績評価のバラツキの解消や、過

去の評価との比較が可能であり、学生の主体的修
学管理や学修の動機づけにもなることが確認され
た。海外で指摘される日本のGPAの形骸化した運
用も、同大学では開学以来の運用蓄積と教員間の
情報公開で克服してきており、GPAに伴う学生の
留年については、４年で必ず卒業しなければなら
ない固定概念がないため、むしろ、成績が優秀な
学生が留年していることも紹介された。
次に、科目番号制は、系統的な履修指導や開講

科目の学修の階層化、大学間単位互換等に役立つ
ため、教育上不可欠になっていることや、同大学
の学生の課外学修時間は日本の平均より上回り、
米国の水準に近づいていること、Moodle等のICT
活用による教育支援も授業外の学生の主体的学び
に有効なことが確認された。同大学の取り組みを
通じて、大学が真摯に教育に向き合い努力するこ
とで、実績を上げられることを再認識した。

事例紹介：予習を徹底した話し合い学習法
神戸女学院大学文学部教授　　　　　古庄　高氏

教師が一方的に教える画一授業
の再検討が様々なところで始ま
り、大学の質保証が問われている
中で、同氏が３年前から１、２、
３年生のゼミで導入しているLTD
（Learning Through Discussion：討議を通じて学
ぶ授業法）について、質を伴う学修時間の確保と
しての一つの方法として紹介された。
LTDは、予習による事前ノート作成と、実際の

授業による話し合い学習の二つの構成からなる
が、討議対象となるテーマ選択が非常に重要で、
教材は学生が関心を持ち、内容も論理的でわかり
やすく、身に付くものが選別されること、LTDは
完全マニュアル化しているため、初めての教員で
も利便性が高いことが確認された。また、授業の

運用面で、学生の予習のバラツキや討議への参加
度、各学生の人柄（積極・消極的等）について注
意が必要であることが示された。
予習を積んだ学生が授業で発表・討議すること

で白熱した授業が展開されるが、同氏の経験や学
生の授業評価によれば、教育効果は教師の予想を
超えており、学生はLTDの授業を１週間の学修活
動の基軸に置いていることがわかった。今後の課
題として、教員の課題選別や予習ノートへのコメ
ントの負担増、棒読みがちな発表の是正があげら
れた。教員と学生が労徒を厭わずチャレンジする
ところに成果が現れることを改めて認識できた。
（関連情報は本誌2011年度No.3を参照下さい）

事例紹介：ＬＭＳ導入による効果的な事前・
事後学修

名古屋学院大学経済学部教授　　　児島　完二氏

問題解決型授業を目指すには、
学生の学修時間の確保が必要であ
る。現代の教育環境の変化にいち
早く対応した経済学部を中心に開
発された自学自習システムの10年
間の課題とその克服の軌跡が紹介された。学修管
理にはLMSが有効であるが、2002年にスタートし
た旧CCSは、各教員レベルの裁量での利用であっ
たため、学生の利用度やその普及には限界があっ
た。熱心な一部の教員に依存するのではなく、組
織全体で対応する必要を痛感し、LMSを利用して
の予習や復習時間を学部全体で管理する教学マネ
ジメントへの意識転換を図った。
2004年経済学部全体の組織として「経済学基礎

知識1000題」を完成させ、特色GPにも選ばれた。
学生と教員がLMSを利用して相互に高めあうこと
で、現在学生が年間平均200回のアクセスをする
システムに成長した。この10年間の取り組みを経
てCCC.2.0の開発に至り、さらに学生に浸透させ
るためにゲーム機感覚の画面、ポイント制や全体
ランキング、表彰状画面やキャラクター登場など
学修の動機づけを意識して利用者志向を高めた。
現在は、「学生に強いる自学自習」から「学生

が好んで自ら論理思考」を磨くため日常の生活の
問題に置き換え、経済マインドを育成させるコン
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教育における教育効果を高めるために、学生個々
人が「振り返りシート」を導入した。ゼミはプロ
ジェクトベースの教育、学生主体の教育、グルー
プワーク、ICTの活用などの側面に亘って実施し
ており、これらのゼミ活動の中で、「将来の夢」、
「大学で学びたいこと」、「自分の強み」、「自分の
弱点」、「今年の目標」などを自ら振り返るように
記述させている。また、今後の目標として、現状
分析や問題解決能力、社会対応、ストレス耐性な
どに対する「自立力」、コミュニケーション能力
としての「対話力」、そして目標達成のための
「実践力」の育成について記述する「振り返りシ
ート」を活用している。このシート導入の効果と
して、学生が自ら目標の設定と成果の確認をする
ようになり、ゼミに積極的に関わるようになるこ
となどがあげられた。今後の課題として、こうし
た個人情報を、ゼミの教育のみに留めるのか、将
来はキャリア支援や就職活動にまで役立つポート
フォリオとして活用するのか、その際の運用や管
理をどうするのかという点が挙げられた。
課題提起とその後の討議を通じて、講義形式の

授業は知識を伝達するだけに終わりがちである
が、こまめに学習成果をアウトプットし、SA等
を活用したアドバイスなどフィードバックを行う
ことで教育効果を高めることができること、また、
学生自身による目標設定や問題解決能力、対話力、
実践力などを視点とした成果の振り返りは、教育
効果の確認と問題点の発見に役立つことが確認で
きた。

分科会Ｂ：大学における情報リテラシー教育
の方向性と高校教育との接続

＜課題提起＞

私立大学情報教育協会　情報教育研究委員会

副委員長　斎藤　信男氏（文教大学客員教授）

委　　員　渡辺美智子氏（慶應義塾大学大学院教授）

〃　　大原　茂之氏（東海大学専門職大学教授）

情報リテラシー・情報倫理分科会主査

玉田　和恵氏（江戸川大学教授）

大学入試小委員会委員

筧　　捷彦氏（早稲田大学理工学術院教授）

東京都立小石川中等教育学校教員

天良　和男氏

テンツを開発している。教育改革には、全学あげ
て学生が楽しみながら潜在能力をいかに磨けるか
が重要で、そのためにLMSは非常に役立つが、何
よりも教員の熱意や他教員との連携が不可欠であ
ることを認識した。

第２日目（９月５日）

テーマ別自由討議

分科会Ａ：学習意欲を引き出す学びの仕掛け
＜課題提起＞

西南学院大学法学部教授　　　毛利　康俊氏

武蔵大学経済学部教授　　　　松島　桂樹氏

学生が自ら学習意欲を引き出すようにするため
には、学びに対する動機付けが必要で、そのため
には、学びに必要な学習スキル修得のための支援
や助言が求められる。本分科会では、学習意欲の
喚起を促す学びの仕掛けについて考察した。はじ
めに課題提起として、西南学院大学より、授業で
理解できない部分を教室外で学生目線で相談・助
言する、上級生によるアドバイザー制度導入の事
例と、武蔵大学より、「振り返りシート」を用い
た社会人基礎力のベンチマーキングによる事例の
紹介があった。
西南学院大学では、大規模授業の多い法学部で

上級生による学習アドバイス制度を導入してい
る。学習アドバイスの役割に上級生をSA（スチ
ューデント・アシスタント）として活用すること
により、時間外のサポートを可能としている。
SAは「基礎演習」と「法律学の基礎」の入門

科目、「民法１」と「憲法１」の基幹的専門科目
のサポートを行っている。基礎演習では３～４名
の学生に１名のSAがつき、授業時間外のグルー
プワークやディベートの指導をすることにより、
論理的思考力の養成に効果をもたらした。また、
入門科目ではレポートの添削、専門科目において
は自主勉強会のサポートをSAが行い、高い教育
効果をあげている。今後の課題としては、実施科
目や規模の拡大に伴いSAの質のばらつきの発生
が現われてきたこと、また彼らの更なる質の向上
をどのように図っていくかという問題点があげられた。
武蔵大学では、経済学科において少人数のゼミ
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分耐えうる内容となっており、入試へは他教科と
情報の組み合わせや内容の融合で出題できること
の紹介があった。また、生徒の意思で情報科目を
選択できる選択制の導入、次期改訂時の科目構成
案、高校情報科の履修状況の調査、入試の試作問
題の作成、多くの大学での出題を課題としてあげ
られた。

参加者を交えた討議を通じて、ガイドラインに
ついてはほぼ賛同は得られたが、実際の授業展開
を想定して戸惑う声もあり、さらなる具体化が望
まれていることが確認できた。
その他、情報を読み解く力が重要で、メディア

リテラシーとしてマスメディア情報も吟味して考
えることが必要とされることや、特定言語でのプ
ログラミング教育が目的ではなく、作成したもの
が正しく動くかどうかを理解することが重要なこ
とも確認した。
なお、ガイドラインは大学全体での４年間の取

り組みとして想定しており、今回提案したものは
通過点であり、今後ICTの進歩などで更新の必要
性があると委員会で認識している旨を補足した。

分科会Ｃ：ＩＣＴを活用した課題解決型
の能動的学修

＜課題提起＞

筑波大学システム情報系社会工学域教授

学長補佐・教育企画室長　　石田　東生氏

玉川大学経営学部教授

教学部長　　　　　　　　　菊池　重雄氏

本分科会では、主体的に考える力を持たせるた

学士力の汎用的技能の一部として求められてい
る学問分野共通の情報活用能力の知識・技能・態
度について、本協会でまとめた「情報リテラシー
教育ガイドライン」（http://www.juce.jp/edu-
kenkyu/pdf/lit_gide.pdf）で掲げた到達目標を紹
介し、参加者の反応を伺った他、組織的に教育を
展開していくための課題についても考察した。ま
た、大学の情報リテラシーにも影響のある高校で
の情報科教育が普及・進展していくための戦略な
ど、関係者の理解を深めるための意見交換を行っ
た。
まず、本協会の情報リテラシー・情報倫理分科

会から、本分科会でまとめた「情報リテラシー教
育のガイドライン」の説明を行った。情報リテラ
シー教育はすべての学問分野で共通に必要な能力
であるため、本協会の31の学問分野別委員会で求
められる情報活用能力をあげ、それを集約して学
問共通の能力として「情報リテラシーのガイドラ
イン」をまとめた。ガイドラインでは、「情報を
読み解き安全性や他者に配慮し情報を扱うことが
できる」、「問題解決に情報を活用できる」、「問題
解決にモデル化やシミュレーションを活用でき
る」の三つの視点から到達目標を掲げた。
特に本モデルの重要なポイントは、全学問分野

において問題解決のために必要なモデル化とシミ
ュレーション（仮説と検証）とした。本協会が実
施した大学における情報リテラシー教育の実施状
況アンケートでは、情報センターによる初年次教
育としての実施が約７割、内容はモデル化、シミ
ュレーションについては２割程度に留まってお
り、カリキュラム上で情報リテラシー教育が各分
野に系統的に組み込まれている事例はほとんど見
られなかったことが紹介された。
その後、情報教育研究委員会から、社会科学系

と工学系の分野において必要とされる情報活用能
力の紹介を通じてモデル化、シミュレーションの
重要性が強調された。
次に高校での情報科教育の現状と課題について

紹介があり、高校情報科の履修状況は半分程度が
実施時間が不足しており、基礎的な学習の達成度
測定のために入試科目に情報科目を入れることが
望ましい。新学習指導要領のもとで実施される
「社会と情報」と「情報の科学」は大学入試に十
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には、学修内容を学生が把握し、学修の目標を確
認できるような全学共通カリキュラムの整備が必
要で、そこではじめて、学生が汎用的なコンピテ
ンシーを身につけることが可能になる。加えて、
玉川大学を卒業する学生の質の保証を社会的にも
認知してもらえるように、124単位取得＋累積
GPA2.00以上を卒業基準とした。さらに、ｅポー
トフォリオを活用することで、学修内容の確認、
自己評価などによる主体的な学修参加を可能とし
た。こうした中で、学士課程教育の質的転換は、
主体的に考える力をもった人材の育成であり、そ
のためには課題解決型のアクティブラーニングの
実現が必要である。授業改善を中心とした大学
FDの推進、ICT活用による学生・教員の連携、授
業の事前事後学修へのTAの関与なども今後の課
題である。なお、玉川大学を含む８大学で申請さ
れた「教学評価体制（IRネットワーク）による学
士課程教育の質保証」は、平成24年度『大学間連
携共同教育推進事業』に選定されており、他大学
との共同作業を通して、日本の学生の能動的な学
修環境を再検証する機会を手にしたと考えている
と紹介された。
課題提起や討議を通じて、学生主体の能動的な

学修を可能にする教育システム「アクティブラー
ニング、ラーニングコモンズ」を日本の大学に定
着させるためには、単位の実質化を具現すること
が重要で、そのことで学生が選択した一つひとつ
の履修科目をじっくり学修でき、学生自身が学び
の汎用性を身につけることにも繋がると考えられ
ており、そうした環境の実現には、各大学でFD
の取り組みに積極的に向き合うことが極めて重要
であるということも確認された。

分科会：Ｄ　クリッカー技術を始めとした　
双方向授業

＜課題提起＞

立正大学副学長、経済学部教授　　今井　　賢氏

東京理科大学基礎工学部准教授　　村上　　学氏

学生の授業時での理解度を、リアルタイムで客
観的に把握できるツールの一つにクリッカー技術
がある。理解度の状況に応じて授業のシナリオを
柔軟に変更できるので、一方通行的な授業から学

めの能動的学修を実現するために必要な工夫につ
いてICT活用も含めて考察した。
まず、事前事後学修などを取り入れた教育の仕

組み、学内体制・支援組織、ｅラーニング等ICT
の導入、現状での教育成果、今後の課題などにつ
いて、２大学から事例の紹介があった。
筑波大学では、大学が設定した筑波スタンダー

ドを通して、学生が主体的な学修に取り組むため
の取り組みを、人（組織と個人、教員・職員・学
生）とICT活用などの総合的な連携で考えている。
学生の自律的な学修時間を充分に確保しなが

ら、教育の質保証を実現していくために、従来の
教師中心、知識中心、専門分化型、教え込み型の
教育から、学生中心、問題解決型、統合型、知識
構築型・双方向型という「アクティブラーニング
型」の教育への転換を目指している。そのために
は、授業コンテンツの検討、カリキュラムの体系
化や履修指導の強化、クラス内での学生の学修態
度の分析、グループ学修など、学生が安心して学
修できる環境構築が必要であり、TAの組織化に
よる実践活用の有効性も実際に確認されている。
また、クリッカーやMoodleなどのICT 活用によ
る学修支援も活用している。この他、教育インフ
ラ整備という面からのFD研修会、TA研修会での
個人の研鑽は、教育改革を進めるためには必須で
あると示された。
玉川大学からは、教学マネジメントシステムの

改革を立案し、学生が主体的な学修に取り組むた
めの教育システムを具現化する事例が紹介され
た。能動的学修を促進する教学マネジメントシス
テムで学生の主体的な学びを実現するためには、
授業のための事前準備、授業内、授業後で学生同
士、学生と教員間の相互協力が必要である。また、
自学自習による学生の主体的な学びの実現のため
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５～７千円程度、PCにソフトウェアアンテナを
加えて約百万円、その他保守に年数十万円かかる
ことがわかった。クイズ形式などクリッカーに参
加させるための工夫、不正使用への厳罰主義によ
る対応、複数回計測による誤信号への対応などが
必要であることが確認された。また、リアルタイ
ムでの高頻度の受信により、履修登録の自動化に
展開できる可能性などの議論も展開された。教育
改善のためには、「アナログとデジタルの連携」
が重要であるとの認識を強くした。

第３日目（９月６日）

大会発表(65件）

A－1 発表辞退

A－2 ＰＢＬ（プロジェクト・ベースド・ラーニ

ング）科目におけるＳＮＳ活用

京都光華女子大学　吉田　咲子
グループ活動の活性化と情報共有を目的とし

て、SNSを活用したネットディスカッションを促
す実践を行った。時間と場所に束縛されない意見
交換、情報共有などの効果を確認できた。より定
量的な教育効果測定が今後の課題である。

A－3 コミュニケーションスキルを育成する実践的

なカリキュラム開発

関西大学　田上　正範、山本　敏幸
コミュニケーションスキルの育成と画一的な講

義時間の課題を解決するために、「交渉学」をベ
ースとしたカリキュラムを開発し、良いコミュニ
ケーション関係を育成する実践的な学習環境を提
供することができた。今後はよりわかりやすい教
材を充実させていく。

A－4 教育支援システムとミニツペーパを活用し　

た授業改善サイクル

東海大学　高山　秀造
マルチメディア教材を提供できる教育環境を整

備し、ミニツペーパーによる授業アンケート評価
を導入し一週毎に授業改善できたかを確認する授
業サイクルを実行した。マルチメディア教材によ

生が授業に積極的に参加できる授業を実現するた
めのツールとして注目されている。本分科会では、
文系および理系学部での導入例を取り上げ、学
部・学科を通じた組織的な取り組みや、学生の関
心や考え方に応じた授業展開を試みている使い方
について事例を紹介し、クリッカー技術の導入と
他の授業方法とを組み合わせた新たな双方向授業
について考察した。
立正大学では、文系の授業の現状と問題点に触

れ、教育制度上の改善と質保証の必要性を強調さ
れた。文系大学ではコア科目の授業が大教室での
知識伝達型の講義になる傾向が強く、その結果、
出席率や学習意欲の低下、平常点の正確な評価の
困難性などの問題がある。半期15コマの授業数と
いう授業の量的確保は重要課題の一つであるが、
それだけでは授業への集中度を高めることにはな
らない。質の向上のためには、出欠管理の徹底と
同時に、小テスト・アンケートなどの理解度チェ
ックをリアルタイムで実施することが必要にな
る。同学部では、穴埋め式講義ファイル、携帯電
話、クリッカーなどの授業利用を導入してきたこ
とが紹介された。
東京理科大学基礎工学部では、授業でのクリッ

カーの具体的な使用法を紹介された。当初、キャ
ンパスが長万部という遠隔地にあり教員数の制約
も大きいことから、遠隔授業の展開を試みたが効
果が小さかったことを例に上げ、各大学の問題に
適応したICTの選択が重要であると強調された。
１年間の寮生活のため、通学制に比べて学生のコ
ミュニケーションの下地があることがその特徴で
ある。寮は一部屋４人、４部屋で１クラスターを
構成し、その中には３学科の学生が混在するよう
にしている。このような環境で、学科横断型授業、
実験実習クラス、少人数のクラスなど様々な形態
のクラスを設けている。クリッカーを選択した理
由は、「投票ボタン」の機能が、大人数授業での
教育効果を上げる仕掛けとして有用であると判断
したためで、クリッカーは全員に貸与するが、全
員寮生であるゆえ管理が容易になったことも利点
になったことが紹介された。
２大学からの課題提起の後、討議行った。シス

テム導入費用に関しては、クリッカー１台につき
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A－9 ｉＰａｄを利用したグループワークについて

東海大学　岡田　工、堀本麻由子
広川美津雄、尾崎　由佳
園田由紀子、崔　一
大塚　滋　

コミュニケーション能力、問題可決能力、プロ
ジェクト管理能力などの習得を目的にして、一般
教室でのiPadを利用したグループワーク授業を展
開している。全学部・全学科・全学年を対象とし
て開講している授業で、授業支援システムとの連
動やiCloudの利用によるデータ管理の導入も試み
た。

A－10 ウエブベースツールを活用したプロジェ

クトマネジメント学習

九州情報大学　岸川　洋、合田　和正
平田　毅　

全学生が個人所有のパソコンを利用する環境
で、プロジェクトマネジメント学習の効果を上げ
る目的のために、グーグルドキュメントなどのウ
エブベースツールを活用するクラスを実践した。
従来の学内ＬLAN同様の機能に加え、グループ作
業支援機能も有することが検証できた。

A－11 ＯＳＳを活用したゼミナール学習の質向

上への試み

東海大学　田中　真　
OSS（Open Source Software）のプロジェクト

管理ソフトウェアの代表格であるRedmineを活用
し、ゼミナール学習の質向上を目指してきた。特
に、この中のバグ管理システム（BTS：Bug
Tracking System）をゼミナール学習用にカスタ
マイズし、追跡機能の仕組みを使って、ゼミの問
題点などへのアドバイスなどを試みた。

って理解が向上し、迅速な授業改善が可能となっ
た。

A－5 国内外の教師交流ネットワークを活用した　

日本語学習コンテンツの開発と評価

東京農工大学　加藤　由香里
日本語教師養成プログラムの一環として、国内

外で活動する卒業生をネットワークを通じて参加
を呼びかけ、実際の教育場面でどのように作成し
たコンテンツが役立つのかを受講生と議論しても
らうことを試みた。現場の教師との交流によって、
受講生が教材作成に対する「自信」を深められる
可能性を確認できた。

A－6 クラウド型グループウエアを利用した自己

調整学習のための学習環境デザイン

愛知学泉短期大学　神谷　良夫
クラウドコンピューティング時代における、自

己調整学習・協調学習の先行事例的な基本概念の
構築、学習環境デザインを試みた。メンバー同士
の情報共有、情報の可視化、相互評価によるモチ
ベーションの向上などの効果が期待できる。

A－7 ｉＰａｄとオンラインストレージを利用し

たグループ学習における情報共有の試み

東海大学　広川　美津雄、宮地　泰造
岡田　工　

グループ学習が中心の授業に、iPadならびに
DropboxやEvernoteなどのオンラインストレージ
を導入することによって、授業改善や新たな授業
の可能性を検証した。一般教室における情報環境
の向上、情報共有・在宅授業などによる学生同士
の対話の促進、授業内即時相互評価によるモチベ
ーションの向上などの効果が期待できる。

A－8 社会調査の実習教育におけるｗｉｋｉを

用いたグループワークの実践

立教大学　廣瀬　毅士
wikiエンジンを用いた議論の内容の記録、構造

的な整理によって、グループワークを活発化させ、
社会調査に関する実践知識の定着を目指した。グ
ループワークでの議論が活発化し、グループワー
クに取り組む授業時間外の学習時間の増進、受講
生の意欲の向上を見込むことができる。
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A－12 ビジネススクールの社会科学論文作成に

おけるＩＣＴ教育の重要性

立教大学　松本　和幸
「統計学基礎」の科目で、経済データ・産業デ

ータ・企業データについて、データのダウンロー
ド、グラフ化、基本統計量の算出、回帰分析まで
の習得を目指している。一般教室での講義とパソ
コン教室での演習を併用し、また学生の習熟度を
絶えず観察する工夫も併用している。

A－13 インターネットを活用したタスク型ＴＯＥＩＣ対策

東京理科大学　西口　純代
TOEIC試験では実生活シーンを題材とする出題

が多い。アパート探し、航空・鉄道便、ホテル等
の予約、レストランでの注文、就職ポストへの応
募などである。それらのシナリオに基づき実在す
るWebサイトをリンクした学習支援システムを開
発した。これによりTOEICの成績が飛躍的に向上
した。

B－1 海外派遣留学における家庭－大学恊働教育

のＩＣＴ活用と支援

東海大学　千葉　雅史、藤田　泰裕
田中　滋樹、生方　香代
田熊　偉良　

インマルサット衛星回線（256kbps）のような
狭帯域回線の環境下において、動画を含むリアル
タイム双方向配信により、南太平洋上において遠
隔医療を実施展開するための基盤システムを構築
することに成功した。さらに、Facebookを利用
して学生の家庭との連絡も可能になった。

B－2 ２箇所のコンピューター教室を利用した

双方向性連携授業環境の構築とその応用

獨協医科大学　坂田　信裕、山下　真幸
上西　秀和、蓼沼　隆
冨士山千晶、大橋　和也
梅村　博子

「教養演習Ｉ」の冊子の中で「振り返りページ」
を記録することにより、自己PR文をｅポートフ
ォリオに蓄積していくようにした。それ以外にも、
長期目標と短期目標とその達成方法を記入させる
が、これらも合わせてｅポートフォリオに蓄積し、
達成度を自己評価して記録できるようにした。

B－3 看護学大学院生と海外講師との双方向遠隔

講義システム活用による発表討論の実践

東京医科歯科大学　高橋　琢理、丸　光惠
前田　留美、若松　秀俊

遠隔講義システムを導入し運用することで、米
国の看護研究専門家から質疑応答を通じて、リア
ルタイムでの討論による指導を受けることが可能
となった。講師招聘の替わりにシステム活用する
ことで、学生が直接的指導を受けることが可能と
なり、国際感覚涵養にも繋がった。

B－4 物理学科推薦入学者のための入学前教育の　

開発

成蹊大学　　勝野　喜以子
学習院大学　勝野　弘康、真野　博史

入澤　寿美
入学前教育として既存の学習管理システムと自

作のe-Learning教材により、高校教員側への負担
や受講者への金銭的な負担をかけずに、教材の難
易度の変更など、きめ細やかな教育が可能になっ
た。学習習慣の維持や学習意欲の向上（大学に対
する意識）などに貢献していることが分かった。

B－5 Ｍｏｏｄｌｅを用いた入学前教育とその効果

東洋大学　澤口　隆、児玉　俊介
158名の推薦入学生は、指定校推薦、AO推薦、

附属校推薦、スポーツ優秀選手推薦と区分され、
それぞれの生徒の、事前教育の取り組み姿勢と成
績との相関分析を行った。すべての学生は入学時
に、数学やTOEIC のテストを受験しており、事
前教育結果との比較で入学前教育の効果を測定す
ることができた。

B－6 初年次キャリア教育科目と連動させた

ｅポートフォリオの２年目の運用

甲子園大学　梶木　克則、西川　真理子　
増田　将伸

「教養演習Ｉ」の冊子の中で「振り返りページ」
を記録することにより、自己PR文をｅポートフ
ォリオに蓄積していくようにした。それ以外にも、
長期目標と短期目標とその達成方法を記入させる
が、これらも合わせてｅポートフォリオに蓄積し、
達成度を自己評価して記録できるようにした。
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B－7 学生活動記録システム（ＨＩＴ－ＳＴＵＤＥＮＴ）

の開発とその効果

広島工業大学　鬼追　一雅、永田　武
学生自身の目標管理のため、個人別に大学活動

記録を蓄積できる情報処理システムを学生活動記
録システムとして開発した。大学入学時から入学
目的を明確にさせ、学習と生活についての目標を
明確にし、その実績を入力させることにより、大
学での活動を可視化した。

B－8 学生カルテ・ポートフォリオシステムを

用いた全学的な修学支援の試み

大阪経済法科大学　朴　恵一
学生の学習課題の蓄積、教職員による面談記録

等を蓄積した学生カルテ・ポートフォリオシステ
ムで、新入生には、入学前の志望理由書、新学期
の面談内容、自己紹介等、多様な情報が蓄積され
ており、学生一人ひとりの個性や大学生活の様子
が可視化されるようになった。

B－9 オープンソースを活用した人間力形成支援

学生ポートフォリオの構築

至学館大学　前野　博
人間力の形成」の具体的方略として学生ポート

フォリオを構築し、学生自らが行う活動の記録・
評価、教員が行うコメント・評価を通した人間力
形成の支援について、中間的検証を行った。

B－10 キャリア教育支援のためのｅポートフォリオ

の実証開発

千歳科学技術大学　山川　広人、立野　仁
小松川　浩

キャリア教育での講座の振り返り、自己・他者
評価、テスト結果、主体的な学習履歴を反映し、
学生が取組経過と評価の比較を確認できるeポー
トフォリオを開発した。利用検証から、学生が履
歴を残しやすい仕組み作りと、他者評価の充実の
必要性が示唆された。

B－11 学生の活動体験ポートフォリオによる

就業力育成支援

亜細亜大学　石塚　隆男、原　仁司
金子　国彦、五味　敏雄
青島　勉

仕事人へのインタビュー実践を通じ、就業力の
きっかけを与え、さらに大学生活における様々ン
な活動体験を登録することにより、学生自身の人
間基礎力を確認できる就業力認定マイレージシス
テムを開発した。運用を通じて学生への認知を高
める必要性が確認された。

B－12 ＩＣＴを利用した就職活動を支援する

キャリア教育科目の開設

北海道情報大学　藤井　敏史、冨士　隆
安倍　隆、前田　真人

就職活動における筆記試験（SPI）の合格率向
上を図るため、eラーニングを用いたキャリア教
育科目を開設した。その効果をプリテストとポス
トテストの成績比較、および数年来の模擬試験
（６万人規模）結果との比較で確認することがで
きた。

B－13 「就職活動体験記」によるキャリア形成

支援プログラム

自由が丘産能短期大学　豊田　雄彦、竹内　美香
石嶺　ちづる

体験の後輩への伝承」などを目的として、１、
２年生の交流を伴う「学びのサポート」科目にお
いて「就職活動体験記」の検討演習を実施してい
る。５年間の記述内容を主題の比率の変化で把握
した結果、キャリア教育改善の情報源としての役
割を確認した。

B－14 豪州モナシュ大学で創始された画期的な

研究者養成プログラム―プロフェショナ

ル・ディスプテーションについて―

北陸先端科学技術大学院大学　中川　武夫
飯田　弘之
川西　俊吾

豪州モナシュ大学・機械航空学科では、プロフ
ェッショナル・ディスプテーションが修士課程以
上必修科目となっている。ディスプテーションの
練度評価を徹底することで、学位取得者の質を保
証するとともに、国際高等教育評価機構から世界
一との評価を得られた。
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C－1 大教室型講義における双方向性授業への

ＩＣＴ追加導入について

名城大学　田口　忠緒
授業の課題や疑問点を記す講義カードとその掲

示に効果があることを確認した。講義ボードを電
子ホワイトボード化し、WebClassと有機的に組
み合わせ運用したところ、講義ボードのアクセス
に関する場所・時間の制限がなくなり、学生の授
業満足度が上がった。

C－2 教員のタブレット型端末利用による個別

対応支援システム

東京情報大学　山口　崇志、花田　真樹
永井　保夫

授業中の学生対応のツールとして、講師やTA
にタブレット型Android端末を利用した。学生の
教室での位置把握や質問受付、出席管理や学生の
学習履歴を参照する機能などを有するアプリケー
ションを開発し、当該端末にインストールし活用
している。

C－3 数学の授業におけるスキャナーを用いた

予習・復習の確認演習の実施

金沢工業大学　北庄司　信之
授業時間中に教室にスキャナーを持込み、出席

者全員の答案を読み込み、その一部をスクリーン
上に投影し、添削しアドバイスを行った。アンケ
ートによれば、およそ７割の学生が自分や他人の
解答の添削・解説が役に立ったと回答した。

C－4 スマートフォンを用いた授業内での学習者

フィードバック収集の試み

愛知教育大学　鎌田　敏之
法政大学　　　児玉　靖司、寺脇　由　

Educational Data Mining（EDM）概要を解説
し、スマートフォンによる授業内の学生の心的状
態変化の収集手法を提案した。また、学習者への
適切なフォローを行うためのモデルとシステムに
必要な要件を検討した。

C－5 「学生主導型授業評価」を支援するアンケー

ト作成システムの構築：Ｒ言語によるモ

ジュール開発

南山大学　梅村　信夫、河野　浩之

沢田　篤史
学生が自分自身で授業評価項目を立案する「学

習主導型授業評価」手法を支援するために、Ｒ言
語を用いたモジュールを開発した。本モジュール
により類似の評価項目を集約することができる。
実行速度や精度の改善が今後の課題である。

C－6 ＩＣ学生証を活用した出席管理システムに

よる休退学者減少への取り組み

広島工業大学　小川　英邦、荒木　智行
久保川　淳司、伊藤　雅

学生証をICカード化し、出席管理システムを構
築した。今までは個別科目ごとの出欠の確認しか
できなかったが、本システムにより、学生個人ご
との履修科目すべての出欠の把握、長期欠席者の
傾向分析ができ、その結果早期の対応が可能とな
った。

C－7 オープン・エデュケーション促進手法の検討

実践女子大学　犬塚　潤一郎、谷口　浩二
オープンエデュケーションを促進すべく講義の

録画・配信方法に関し、インタラクティブ・ホワ
イトボード、リモート・デスクトップ、スクリー
ンキャストなど例に取り検討した。その結果、ホ
ワイトボード／スクリーンキャスト方式は大きな
可能性を持つことがわかった。

C－8 壁面電子黒板とモバイル端末の連携による

インタラクティブな一斉授業環境の構築と

実践

東洋英和女学院大学　柳沢　昌義
教室の壁一面に仮想的な黒板を投影したり、学

生の携帯でのメッセージを流したり、資料を提示
することでダイナミックな授業を展開している。
また、教師にはスポットライトが当てられ、プロ
ジェクターの映像を飛ばすなどの工夫がされてい
る。

C－9 音声入力を用いた発想技法支援システムの

構築

近畿大学　鞆　大輔、矢野　芳人
双方向の演習を限られた時間内で効率的に行う

ため、途中経過の保持や再開が容易でデータ作成
を省力化できる補助ツールとして、タブレット
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PCに音声入力機能を実装したシステムを使い、
双方向授業を試みた。

C－10 講師を講義スライドの背後にリアルタイ

ム没入表示できる映像作成システム

東京工科大学　板宮　朋基、飯沼　瑞穂
千代倉　弘明

教室のICT環境の充実に伴い、講義の録画・配
信システムの研究開発が盛んであるが、これらシ
ステムでは、講師の画像、板書、スライドが独立
のウィンドウで示されるものが殆どであるため、
資料スライドの背景に演者を配置する安価なシス
テムを利用した。

C－11 マルチタッチ・ディスプレイを採用した　

５２型タブレット端末による次世代型

東海大学　高橋　隆男、合田（日向寺）祥子
白澤　秀剛、内田　理
原田　渡、宮城　枝里

大学における情報機器操作教育はほぼ達成さ
れ、情報教育は情報機器を利用した応用力の育成
へとシフトしつつあり、その教育・学習環境は多
様化している中で、大型のマルチタッチ・ディス
プレイテーブルを使用したシステムを構築した。

C－12 情報教育学習システムにおける３ＤＣＧ

の有益性の基礎検討

日本女子大学　加々見　薫、吉井　彰
PCの高性能化に伴い、３次元コンピュータグ

ラフックスがストレスなく描写できる環境が整っ
てきた。３DCGを教材として使用した際のユー
ザーインターフェースの違いとPC操作習熟度の
関係及び教育効果について検証した。

C－13 日本舞踊におけるモーションキャプチャ

利用のフィードバック・ループの検討

日本大学　丸茂美惠子、三戸　勇気
小沢　徹、篠田　之孝

横浜国立大学　竹田　陽子
一橋大学　渡沼　玲史

日本舞踊を学ぶ上で重要な「腰を入れる」と表
現される一連の体の使い方について、学習者が自
分の舞のどこを修正すれば良いのか解りやすくす
るため、学習者の動きをモーションキャプチャー

により解析し、その学習効果を検証した。

C－14 基本的臨床技能実習「乳房診察」の教育

開発、実践、評価

東京慈恵会医科大学　柵山　年和、塩原　憲治
小松　一祐

乳癌の約80%は触診により発見できるが、日本
の医療教育現場ではボランティアの不足など、学
生に触診の経験を積ませる機会はほんどないた
め、乳房診察のシミュレーション教育とｅラーニ
ングをブレンドして実習を行い、その教育効果を
検証した。

D－1 データセンターを利用したクラウド型

演習室の構築

千葉工業大学　福山　達也、中村　直人
理工系におけるIT関連授業において、CAD、イ

ラスト、画像処理などの高付加なソフトウェアを
使って教育を行うべく、仮想デスクトップ環境を
構築した。クラウドの一つであるDaaSを用い、
データセンタを用いて演習室を構築し、管理・運
用の軽減、学習環境へのサービスを図った。

D－2 クラウド環境を用いた大学情報センター

のサービス利用について

名城大学　高橋　友一、加藤　敏彦
名取　昭正

情報処理関係の環境として、１教室（100台分
のPC）相当を仮想計算機環境（VCL：Virtual
Computing Lab.）をクラウド上に構築した。その
結果、学生が多種多様なPC環境から統合ポータ
ルサイト経由で、講義時間以外の時間・場所で学
習できるサポート形態を提供した。

D－3 クラウドサービスとＢＹＯＤによる

「コンピュータ教室」を廃したＩＣＴ教育環境

嘉悦大学　遠山　緑生、白鳥　成彦
田尻慎太郎、清水　智公
細江　哲志

学生のノートPCやスマートフォンなどICT機器
の持ち込み（BYOD）を推奨し、これらを基本端
末として利用でき、大学環境に特化しない一般的
なクラウドサービス環境を整備した。専門性の高
い高額なソフトウェアなどを提供する体制作り
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が、今後の課題である。

D－4 歴史的電子音楽資料データベースと

その２１世紀音楽教育への応用

大阪芸術大学　石上　和也、泉川　秀文
竹内　明彦、志村　哲

初期電子音楽資料は、電子音楽、ミュージッ
ク・コンクレート、コンピュータ音楽の研究・教
育に不可欠な教材である。これらの機器類や資料
の調査・分析を行い、デジタル化・ドキュメンテ
ーション、データベース化に着手した結果、電子
音楽の諸様式における体系的把握が可能となった。

D－5 ＡＦＰ通信社の報道機関向けオンラインデー

タベースを利用した教育・研究の可能性

文化学園大学　田中　岳生
AFP通信社のオンラインデータベースには、ニ

ュース素材以外に膨大なアーカイブ（写真、映像、
記事）が収蔵されている。教育・学術利用目的で
教育機関に配信されるサービスを複数大学の教育
で利用した実践を通じて、既存のデータベースに
はない次代の教育の方向性として提案できること
を確認した。

D－6 ｉＰａｄを用いたコンピュータリテラシー

教育

北海道工業大学　藤田　勝康、獅子原　学
iPADを用いてコンピュータリテラシー教育

（Web、メール、iWorks、neuNote、Dropboxな
ど）を行った。平成23年度における内容の過多、
共通アプリのインストール・バージョンアップ、
AppleIDの取得など管理運用上の問題に対して、
本年度は改善して進めている。

D－7 能力別クラスわけによる「情報リテラシ」

教育の学習効果について

広島女学院大学　中田　美喜子
情報に関するテストを入学時にタイプ測定と知

識測定により行い、能力別に二つのクラスに分け、
教養必修科目「情報リテラシ」の講義を実施した。
これまでに集計した年度別の結果から、学習を進
めていくにつれ、基礎知識についてはクラスの差
が減少する可能性がわかった。

D－8 情報リテラシー教育のための教科書と

ｉＰａｄ導入の教育効果の検証

大谷大学　高橋　真、生田　敦司
山城　稔暢、柴田みゆき
池田　佳和、福田　洋一　
松川　節、宮下　晴輝　
山本　貴子、箕浦　暁雄　
三宅伸一郎　釋　晃　
酒井　恵光

入学時のアンケートに基づき、四つのクラスに
分けて情報リテラシー教育（１年次）を行った結
果、習熟度クラスや統一教科書の導入（2009年度
から）はICT基礎知識の定着をもたらし、2011年
度はiPADの導入の効果により総合成績が上昇し
た。

D－9 全学的な情報処理技能向上を志向した

必修・選択科目の連携

広島修道大学　記谷　康之、竹井　光子
脇谷　直子

全学共通の１年次必修科目「情報処理入門」に
続く選択科目として「情報処理基礎」を開講した。
「情報処理基礎」の全学的な情報処理技能向上へ
の寄与について検証を行い、「情報処理入門」か
ら「情報処理基礎」、そして資格試験受験へと続
く情報処理技能向上のための道筋を確認すること
ができた。

D－10 基礎教養教育科目「情報リテラシー」の　

授業補助にもとめられる資質能力について

江戸川大学　波多野　和彦、中村　佐里
技能や知識等にバラツキがある学生を対象とし

た基礎教養教育段階における情報教育の授業に必
要な授業補助者の育成方法、授業補助で陥りやす
い諸問題等を検討した。授業実施前の研修は、講
義形式だけでなく、具体的な場面を想定し必要な
知識や技能を活用体験させる等の工夫が必要なこ
とがわかった。

D－11 ポータブルサーバ機能を利用したネット

ショップサイト構築演習の試み

大阪商業大学　樽磨　和幸、佐藤　仁
社会科学系学部の情報系ゼミにおいて、学生の

利用経験率も高く、学習動機を保ちやすいネット
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ショップを題材にサイト構築の演習を行った結
果、システム構築全体を総合的に体験学習しつつ、
関連する知識の習得を目的とする授業を実施する
上での知見を得ることができた。

D－12 リンクを意識したポジショニングマップ

の作品制作とそのアプローチ

兵庫大学　森下　博
プログラミング（Ｃ言語とグラフィックスライ

ブラリ）を手段としたグラフィカルな作品を創り
上げる過程を通じて、表現や技術習得の学習意欲
向上を試みた。さらに、異なる手段としてHTML、
JavaScript、CSSを用いて、同じ系統・動作を含
む作品を創り上げることで、アプローチの違いを
感じ取らせることも期待した。

D－13 Ｗｅｂ環境を利用したプログラミング

教育支援システムの開発

いわき明星大学　高山　文雄
Web環境を利用したプログラムの作成、編集、

実行ができるプログラミング教育支援システムを
構築し利用した。システムはCGを重視し、言語
はJavaベースのprocessingを使った。CGやアニメ
ーションを簡単にプログラム化できるため、初心
者のアルゴリズム・プログラミング学習に有効と
考えている。

D－14 地域と連携した実践的ソフトウェア開発

教育の試みとその効果

日本工業大学　粂野　文洋、辻村　泰寛
大木　幹雄、山地　秀美
石原　次郎、松田　洋

実践的IT人材育成が社会的要請となっており、
PBL（Project Based Learning）はその効果的な手
法として注目されている中で、地域連携に基づい
て、実ユーザ（教員以外のステークホルダ）対象
のソフトウェア開発を行うPBLに取り組み、その
効果と課題を確認した。

E－1 Ｍｏｏｄｌｅを用いたビジネスゲーム学習

教材としての経営分析小テストの実践ト

大阪国際大学　田窪　美葉、韓　尚秀
市川　直樹

ビジネスゲームにおいて、学生の理解度確認と

向上のために経営分析の小テストを作成した。内
容を理解させるために、何度でも受験でき、助け
合いも可能な仕組みにした結果、学生の知識の向
上には役立ったが、学生のゲーム内での役割によ
って知識に差が見られることがわかった。

E－2 ＧｏｏｇｌｅＦｏｒｍを利用したオンライン

小テストシステム

熊本学園大学　堤　豊
アンケート作成・集計ツールのGoogleFormを

利用して小テストを実施したいが、そのままでは
学籍番号の入力や問題文の表現力などの問題が生
じるため、GoogleFormで作成したものを小テス
ト形式に変換するツールを作成した。それによっ
てLMSよりも手軽に利用できるようになった。

E－3 「ｅ－ｌｅａｒｎｉｎｇコンテンツ制作を

通じた協調学習」による社会人資質の向上

名古屋学芸大学短期大学部　山本　恵
梅村　信夫

制作者としてのコミュニケーション能力の向上
や、成果の公開によって責任感・達成感を高める
ことを狙いとして、e-learning教材を学生に制作
させる授業を行ったところ、授業評価の記述には
社会人資質に関わる言葉の出現頻度が高くなり、
良好な結果が得られた。

E－4 歯科医学教育における教員を対象とする

ＩＣＴワークショップの取り組み

日本歯科大学　割田　幸恵、新井　一仁
鹿野　千賀、南雲　保
宮坂　平、秋山　仁志
柵木　寿男、高橋　幸裕
山瀬　勝、高田　清美
小倉　陽子、長谷川　充
伊藤　菜穂

試験問題を作成するため視覚素材が必要である
が、教員によってICT利活用力に格差があるため、
FDの一環として画像処理に関するワークショッ
プを開催した。受講後アンケートでは「価値があ
る」と答えた者が多く、教員の教育力に対する意
識の向上にも貢献できた。
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E－5 ＩＣＴ活用指導力向上のための教員研修

カリキュラムと実践

目白大学　内橋　美佳、原　克彦
ICT環境を授業で十分に活用できるよう、ICT

活用指導力向上のために教員向けの研修会を実施
した。カリキュラムは四つの分野に分け、それぞ
れ３段階のレベルを設けたところ、予想以上の反
響があり、アンケートの満足度も高く、ICT活用
に対する関心が高いことがわかった。

E－6 対話エージェントを利用したｅ－ｌｅａｒｎｉｎｇ

ガイドの開発

青山学院大学　長谷川　大、佐久田　博司
既存の学習コンテンツを変更することなく、e-

learningの課題であった学習者の意欲・動機付け
の維持向上を図るために、様々な教育システムで
効果が確認されている、インタラクティブに学習
コンテンツをガイドする対話エージェントを用い
てe-learningシステムを開発した。

E－7 アンチ・ユビキタス・ラーニング－ＩＣＴ

による学習支援のパラダイムシフト－

岡山大学　天野　憲樹
ユビキタス（いつでも、どこでも、誰でも）と

は対極のアンチ・ユビキタス（特定の時刻に、特
定の場所で、特定の個人が）の概念に基づいて
ICTによる学習支援を行ったところ、適度な緊張
感と主体的な学習態度および規則的な学習習慣を
学習者が身につけ、学習効果が高いことが確認で
きた。

E－8 LMSの全学的な導入とその活性化の原因分析

関西学院大学　西谷　滋人、内田　啓太郎
関西学院大学で2010年９月より全学に供用を開

始した、BlackboardLearnをカスタマイズした
LUNAは、１年余りで全学生の８割以上が利用す
るなど、短期間での普及に成功した。この成功は
主に、LUNAと併存するシステムがなく、全学一
斉導入が可能であったことと、それに伴う体制整
備によってもたらされた。

E－9 ＬＥＴＵＳ（理科大版Ｍｏｏｄｌｅ）を用いた

理工系授業実践報告

東京理科大学　佐藤　喜一郎

理工系の講義・演習・実験の３形式の授業にお
いてLETUSを利用した授業支援を行った。とり
わけ講義形式の授業において、TeXのタグが使え
るLETUSは、数式表現に有用で、コミュニケー
ションツールとしてもLETUSは外部のSNSより優
れていることがわかった。

E－10 機関が提供するｅラーニング教材のゼミクラス

における活用と教職協働による運営

大阪学院大学　中嶌　康二、南　智幸
神谷　善弘

情報リテラシー教育のｅラーニング教材を、学
内機関（ITセンター）のみで、汎用性の高い
HTMLを用いて開発した。これをゼミクラスで教
材として活用したところ、学生は自己成長を実感
する効果が得られた。また、教職協同での運営に
より、ICTの有効活用と学習効果向上に向けて相
補的に協同することができた。

E－11 Ｍｏｏｄｌｅ　２．２への　ｕｐｄａｔｅの実施と

教訓

大阪国際大学　石川　高行、矢島　彰　
Moodle 1.9を2.2 へupdateした際に判明した、

データ変換における注意点と移行方法、Moodle
の構成の再検討項目、contributed moduleの取り
扱いとPHP sourceの改造など、Moodle 2.2に
updateするために避けられない問題とその解決方
法に関する情報を発信し共有した。

文責：教育改革ICT戦略大会運営委員会
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平成24年度の本会議は、９月５日にアルカディア
市ヶ谷（東京、私学会館）にて、「連携による就業
力の向上を目指して」をテーマに開催した。参加者
は昨年より増加し44名（31短期大学）であった。
昨年度は、社会や企業から強く要請され、また短
期大学教育の重要課題である「コミュニケーション
力」に焦点をあてて、「社会で通用するコミュニケ
ーション能力の育成を目指して」をテーマに開催し、
企業の人事担当者から提起された社会・企業が求め
る能力や、全体討議での短大における今後の課題を
確認した。
今年度は昨年度テーマに関連して、これまで各短
期大学が取り組んできた就業力の育成は社会や企業
から求められている能力と齟齬はないのか、また卒
業生は学習した内容で社会生活に通用しているのか
を明らかにするための方策について検討することに
した。まず、就業力育成のうちキャリア教育に関す
る各短大の取り組みをシラバスや学校案内から把握
し、問題点の有無や解決の緒を探った。その中で多
くの共通項を見つけることができ、大学間の連携が
実現すれば、より実効性のある教育プログラムの作
成が可能になるとの感触を得た（後掲）。
そこで、会議では教員間、現役学生と卒業生、大
学間、大学と産業界の連携を図りながら就業力育成
を推進している３短大にその取り組み方、成果、課
題などを事例紹介いただいた。さらに、短大共通の
課題を解決する契機として、大学間でどのような連
携できるか、その方法など、本協会から問題解決に
向けての支援のあり方を提案した。詳細は以下のと
おりである。

事例紹介１

「就業意識向上と持続的就業のための教育カリキュ

ラムと支援体制」

聖徳大学短期大学部　野中　博史氏

平成18年度から実施した「人間力を養成するユ

ニット別キャリア教育」を点検し、「実学・実践
によるコンピテンシーの育成 －キャリアの自己
管理から就業能力の向上へ－」と展開した。
人間力育成への取り組み結果は、基礎学力・人

間力は向上したが、就職意欲や就職率は上昇して
いなかった。そこで、就業意欲・就職率の向上を
阻むものの分析と考察を経て、社会性（コンピテ
ンシー＝仕事力）の育成へと転換し、実学的教育
カリキュラムと実践的教育カリキュラムを核とし
たプログラムを編成した。「気づきノート」の編
集作成、全教員によるキャリアアドバイス体制構
築のための研修の受講を実施している。産業界と
の連携として千葉県産食材を利用した「千産千商
事業」に協賛し、昨年度からは就業力持続的支援
情報システム（学生・卒業生と教員・キャリア支
援室が双方向通信）が稼働している。

事例紹介2

「卒業５年までの一人ひとりに応じた就業力育成」

千葉明徳短期大学　石井　章仁氏

保育者養成の単科短期大学における入学前、入
学後、卒業後まで８年間に亘る就業力育成支援に
取り組んでいる。
入学前には、公開授業や卒業生との交流、25歳

までのキャリアデザインの作成、「スタートアッ
プカレッジ」、高校生向け保育体験プログラムを
実施している。入学後は２年間の学びの過程で体
験から学ぶことや共に学ぶことを実現し、教科間
の連携を通して各自が定期的に振り返るようにし
ている。卒業後は、卒業生の職場に教員が訪問し
面談することで職場と育成について連携を図って
いる。また、卒業生センターを設置して交流の場
を提供するとともに、学びの機会の設定や情報発
信も行っている。
取り組みの成果として、高校生の職業意識の醸

成、学習意欲の向上、教科間の連携は「学びの成
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果発表会」で実現した。卒業生の来校が増え、現
場との連携の足掛かりができたなど成果を挙げて
いるが、教員の意識改革や教員間の連携などの課
題もある

事例紹介3

「地域・産業界との連携による就業力と支援力育成

の取り組み」

金城大学短期大学部　藤元　宏一氏

これまでの「キャンパス内におけるキャリア教
育」から、地域産業界の協力、就業支援力の向上
を目指した「就業力育成バージョンアップ・プロ
ジェクト」へと発展させた。
平成16年度から始めた「キャンパス内における

キャリア教育」を進化させ、地域産業界の協力の
下、「産学連携就業力育成研究会」を設立し、企
業の人事担当者や卒業生から学生へのアドバイス
を受け、インターンシップを実施している。考察
力や発信力を養成するため、学内に「学会」を設
立してゼミで研究活動を行い、その成果を年次大
会で発表している。教員が自らインターンシップ
に参加することで就業支援力の向上を図り、保護
者には就業支援力へのバックアップとして、イン
ターネットの活用による情報提供を行うなど、そ
の成果が期待される

全体討議

「連携による就業力の向上を目指して」
はじめに戸高敏之運営委員会委員長より、今年度
の提案に至る経緯を次のように説明があった。昨年
度、キャリア教育の実施状況をメールで調査したと
ころ、60件程度の回答があった。このうち、キャリ
ア教育の教材・資料等コンテンツを他短大と共有で
きるか質問したところ、全体的に難しい旨の回答状
況であった。また、企業との連携には関心が高いこ
とがわかったが、短大の教育の改善と直接的に結び
付けるためには、卒業生からの具体的なフィードバ
ックが重要であると考えた。そこで今回は、社会と
の連携については卒業生との連携として提案するこ
ととなったので、ぜひご理解いただきたい。
次に、司会の三ツ木丈浩委員より、趣旨説明を行
った。４年制大学、専門学校の狭間に立たされた短
大の意義を考え、社会は短大に何を求めているのか

整理していく必要がある。そのためには、学部の声
や卒業生の声を集めて短大の教育に反映していくこ
とが重要と考えた。そこで、本委員会では各大学よ
りシラバス等の資料をお送りいただき、短大のキャ
リア教育の状況をまとめたので報告する。また、就
業力と個々の授業科目の体系化や、社会で求められ
る能力に関する企業・卒業生からの情報収集につい
て事例を紹介する。

１．キャリア教育実施状況に関する調査結果報告

運営委員　小棹　理子氏（湘北短期大学）

湘北短期大学で独自に調査したものと今回の調査
結果を合わせて61短期大学より回答を得た。実施さ
れているキャリア教育は、専門教育以外の教養系の
科目を対象としているものの、キャリアデザインと
いったようなキャリアを標榜した科目が増えてい
る。そこで、こうしたキャリア科目の分類を行った
ところ、望ましい職業観を得るための科目（狭義の
キャリア教育科目）、スキルを養成するための科目
（就職試験対策を含む）、それらの内容が混合した科
目の三つに大別されることがわかった。また、それ
ぞれの実践内容では、対人コミュニケーション力の
育成や、社会人となった卒業生からのアドバイス、
および就職に関する情報を得る機会を取り入れるな
どの共通項が見られ、大学間の連携が実現すれば、
効率の良い、効果的なプログラムとなる可能性があ
ることがわかった。

２．事例報告

運営委員　豊田　雄彦氏（自由が丘産能短期大学）

（１）全学一丸となった初年次教育の実施

就業力育成は担当している教員だけの負担になり
がちであるが、自由が丘産能短期大学では科目間や
教員が連携とりながら教育を実施している。また、
実践力を高めるために体験学習を重視し、授業マ
ニュアルの整備、複数の教員による１クラス担当制、
クラスを超えた学習成果の合同発表会の実施など工
夫を行っている。
（２）就業力調査の実施について

就業力を高める上で、社会で必要とされている能
力を把握するため、就業力調査システムを構築・運
用している。就職先企業と卒業生に調査を実施した
ところ、就職先企業が求める能力と本学の卒業生が
持っている能力はほぼ合致しているが、パソコンス
キル、ビジネスマナーなどは両者に乖離があること

事業活動報告
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がわかった。

３．短期大学連携のための就業力コンソーシアム構

想の提案について

豊田委員より次のような提案を行った。Webを利
用した卒業生に対するアンケート調査・集計結果
と、学生の動機づけを目的とした卒業生インタビュ
ーの音声ファイルを本協会のポータルサイトに掲載
し、各短大で共有する仕組みを考えた。卒業生調査
は、調査対象者の属性情報（性別、業種、業務内容
など）と実務能力の調査になっている。実務能力に
ついては、職場で必要とされる能力、活用されてい
る能力、不足している能力などを想定しているが、
細かな項目は参加予定校の要望も踏まえて今後検討
したい。実施はASPを利用することで費用負担が大
きくならないようにするが、郵送での案内などでか

かる費用は各短大で負担していただく必要がある。
次に、戸高委員長より、調査項目は共通部分を基
本として、さらに各大学で追加できるように考えて
いる。第三者評価でもこうした調査は求められてい
るので、各大学でも有意義な試みであり、企業側の
意見だけでなく卒業生の意見も照合することは重要
であるとして、コンソーシアム構想の意義を強調さ
れた。
その後に行った会場との質疑応答や寄せられた意
見は次の通り。

【Ｑ＆Ａ】

Ｑ：実施の開始時期はどれくらいになるのか。

短期大学就業力コンソーシアム

Ａ：数校が参加を希望すれば、運営委員で検討し、
今年度内に準備を終えるようにしたい。

Ｑ：各学科（短大）の教育内容を反映してアン

ケート項目は変更できるのか。

Ａ：項目を増やすことが可能。集計結果と自校を
比較するための共通項目は固定とする。

Ｑ：どの程度の回収率を想定しているか。

Ａ：自由が丘産能短期大学で卒業生（卒後２～３
年目）に往復はがきで実施した際は12～３%
程度の回収率だった。Webでの回収は本年度
初めて実施するが１割程度を想定している。
回収率は普段からの学生のつながり具合が左
右すると思う。

Ｑ：なりすましの防止策はあるのか。

Ａ：卒業生への案内メールやはがきに記載する
URLから回答してもらうことで、なりすまし
を防止できると考えている。

【主な意見】

・会議への出席は初めてであるか、このような提
案を学内にフィードバックし、学習した内容を
社会に還元できるようにしていきたいと考えて
いる。
・本学でもアンケート実施をしており、回収率が
低いと考えていた。コンソーシアムで実施して
もらえると個々の大学の負担は軽減すると思
う。
・他大学で同様の調査事業を実施しているが、質
問項目は提案の４倍程度あり、本学としては参
加しなかったが、提案の質問数は適当と思う。
・アンケートは連続で送ると回収率が下げる。
Webで調査する場合もハードルは高くなるかと
考える。卒業生のつなぎとめ方で参考となる事
例を知りたい。
・就業力の捕らえ方は難しく、就職率ではなく、
持続的に仕事をしていく力を考えていく必要が
ある。

文責：短期大学会議教育改革ICT運営委員会

参加短期大学一覧

短期大学就業力データベース

学生向け就業力支援情報

コンソーシアム活用効果のフィードバック

・データベース利用方法の解説、案内
・データベース内容
卒業生へのアンケート結果の報告

・職種別卒業生のインタビュー（音声）

図　ポータルサイトのイメージ　

事業活動報告



73JUCE Journal 2012年度 No.3

「大学教育と情報」「教育・学習支援への取り組み」の原稿募集

１．投稿の資格
原則として、大学・短期大学の教職員とします。

２．募集原稿について
（１）タイトル
原稿には別途、適切なタイトルをつけて下さい（本題または副題に大学名を入れて下さい）。

（２）内容
大学としての教育改善のための取り組みとして、ICTを活用した教育・学習支援の取り組み）について、実践内容の
他、今後の予定、課題も含めてまとめて下さい。 ICTを活用した取り組みの位置づけがわかりやすいよう、最初に、
大学の教育改革（改善）のプロジェクトや構想、その組織体制、教育支援組織と支援の取り組みの全容（または代表
的なもの）を紹介し、その上で、ICTを活用した取り組みについてまとめて下さい。記述いただく主な内容は下記の通
りですが、該当する内容を紹介いただき、その他に特徴的な取り組みがあれば紹介さい。

＜まとめていただく項目、展開の例示＞
1)大学の設置学部、学科、学生数、教職員数
2)教育理念、方針
3)教育改革や改善のためのプロジェクトや構想、学内の組織体制
4)教育・学習支援の取り組み（教員あるいは学生への支援）特に、この項目について重点的に紹介下さい。
取り組みの例：授業改善の工夫、授業研究・研修、授業支援、教材開発と支援、初年次教育、学習スキル向上、基
礎学力の育成、リベラルアーツ、自学自習、コミュニケーション、学生カルテ・学習履歴（個別指導）、委託業者
との関わり、外注の程度
5)産業界、地域、他大学、高等学校との連携の取り組み（特筆する事例があれば紹介下さい）
6)現状での問題点や今後の予定、課題

（３）キャンパスの写真（１枚）
本文１ページ目に掲載します。ファイル形式は下記（７）を参照下さい。参考例は、下記６．バックナンバーをご
覧下さい。

（４）執筆者名
本文の最後に、「文責者：」として、文責者名、所属・役職名を明記下さい。共著でも構いません。

（５）原稿字数
6,400字程度（Ａ４版　４ページ分）
＊図表・画像の挿入により上記字数が減ります。図表等の字数使用の目安は、ヨコ９cm×タテ６cmサイズで約300字　
です。

（６）文体（語尾）
「です・ます調」でお願いします。

（７）原稿のファイル形式
1)文章 Word またはテキスト形式。本誌の体裁は２段組ですが、送付いただく原稿は１段で構いません。

Wordの場合　　：図表等を文章に挿入し作成いただきます。
テキストの場合：図表等の挿入箇所を図番号で示していただきます。

2)図表等 図１＊＊＊　のようにタイトルをつけて下さい（冒頭のキャンパス写真のタイトルは不要）。
a)写真　JPEG またはTIFF（解像度600dpi程度）
b)ブラウザ画面 BITMAP（画面中の文字を見せたい場合）

JPEG またはTIFF形式（イメージだけの場合。解像度600dpi程度）
c)表　　Excel形式（文字数が少ない場合は、文章に挿入するだけで別ファイルにしなくても構いません。）

３．送付方法
ファイル容量が10MBを超える場合は、メールを数回に分けて送付いただくか、ＣＤ等に収録し送付下さい。

４．原稿受付の連絡
本協会事務局へ原稿が届いた後、１週間以内に事務局より著者へその旨連絡します。

５．原稿の取り扱いと掲載決定通知
原稿は、事業普及委員会において採否について決定し、メールで通知します。掲載が決定した場合は、掲載号につ
いても通知し、修正を依頼する場合はその内容と期日についてもメールに記載します

６．原稿の著作権とWeb掲載
原稿の著作権は筆者に帰属し、原稿は機関誌に掲載する他に当協会ホームページにも掲載させていただきます。
機関誌のWeb（バックナンバー） http://www.juce.jp/LINK/journal/index.html

７．送付・問い合わせ
公益社団法人私立大学情報教育協会事務局 E-mail ：info@juce.jp
〒102-0073 千代田区九段北4-1-14 九段北TLビル４Ｆ TEL:03-3261-2798 FAX:03-3261-5473  

原稿募集
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投稿規程

「大学教育と情報」投稿規程 （2008年５月改訂）

１．投稿原稿の対象
情報技術を活用した教育および環境に関する各種事例、例えば専門科目の授業における情報技術の活用や情報リテ
ラシー教育の事例、ネットワークの運用・管理の事例、その他海外情報など、大学等に参考となる内容を対象とする。
また、企業による執筆の場合は、教育支援の代行、学内システム管理の代行、情報セキュリティなどの技術動向、
などをテーマとした、大学に参考となる内容を対象とする。

２．投稿の資格
原則として、大学・短期大学・高等専門学校の教職員とする。

３．原稿の書き方
（１）字数
3,200字（機関誌２ページ）もしくは4,800字（機関誌３ページ）以内

（２）構成
本文には、タイトル、本文中の見出しをつける。（見出しの例：　１．はじめに　２．＊＊＊　３．＊＊＊）

（３）本文
Wordまたはテキスト形式で作成し、Wordの場合は、図表等を文章に挿入し作成する。

（４）図表等
図表等、上記字数に含む。（めやす：ヨコ７cm×タテ５cmの大きさで、約200字分）
１）写真：JPEGまたはTIFF形式とし、解像度600dpi程度とする。
２）ブラウザ画面：JPEGまたはTIFF形式とし、解像度600dpi程度とする。なお、画面中の文字を明瞭にしたい
場合はBITMAP形式とする。
３）その他図表：JPEG、TIFF、Excel、Word、PowerPointのいずれかの形式とする。

（５）本文内容
１）教育内容ついては、学問分野、授業での科目名、目的、履修対象者と人数、実施内容、実施前と後の比較、
教員や学生（TA等）への負担、教育効果（数値で示せるものがある場合）、学生の反応、今後の課題につい
て記述すること。
２）システム構築・運用については、構築の背景、目的、費用と時間、完成日、作成者、構築についての留意
点、学内からの支援内容（教員による作成の場合）、学内の反応、今後の課題について記述すること。
３）企業による紹介については、問い合せ先を明記する。

４．送付方法
本協会事務局へ以下のどちらかの方法で送付する。
１）電子メール：添付ファイルの容量が10MBを超える場合は、２）の通り郵送する。
２）郵送：データファイル（CD、MOに収録）とプリント原稿を送付する。

５．原稿受付の連絡
本協会事務局へ原稿が届いた後、１週間以内に事務局より著者へその旨連絡する。

６．原稿の取り扱い
投稿原稿は、事業普及委員会において取り扱いを決定する。

７．掲載決定通知
事業普及委員会において掲載が決定した場合は、掲載号を書面で通知し、修正を依頼する場合はその内容と期日に
ついても通知する。

８．校正
著者校正は初校の段階で１回のみ行う。その際、大幅な内容の変更は認めない。

９．「大学教育と情報」の贈呈
掲載誌を著者に５部贈呈する。希望に応じて部数を追加することは可能。

10．ホームぺージへの掲載
本誌への掲載が確定した原稿は、機関誌に掲載する他、当協会のホームページにて公開するものとする。

11．問い合わせ・送付先
公益社団法人私立大学情報教育協会事務局
TEL：03-3261-2798 FAX：03-3261-5473  E-mail:info@juce.jp
〒102-0073 千代田区九段北4-1-14 九段北TLビル4F
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旭川大学・旭川大学短期大学部
橋本　一彦（情報教育研究センター所長）

札幌学院大学
新國　三千代（電子計算機センター長）

札幌国際大学・札幌国際大学短期大学部
藤澤　法義（情報教育センター長）

千歳科学技術大学
川瀬　正明（学長）

道都大学
櫻井　政経（理事長・学長）

北海学園大学・北海商科大学
森本　正夫（理事長）

北海道医療大学
千葉　逸朗（情報センター長）

北海道工業大学・北海道薬科大学・北海道自動車短期大学
岡崎　哲夫（学術情報センター長）

北海道情報大学
冨士　隆（副学長）

岩手医科大学
澤井　高志（総合情報センター長）

東北学院大学
松澤　茂（情報システム部長）

東北工業大学
工藤　栄亮（情報センター長）

東北福祉大学
萩野　浩基（学長）

東北薬科大学
佐藤　憲一（薬学部教授）

東日本国際大学・いわき短期大学
三重野　徹（電算室長）

筑波学院大学
大島　愼子（学長）

常磐大学・常磐短期大学
三澤　進（情報メディアセンター長）

流通経済大学
中村　美枝子（総合情報センター長）

足利工業大学・足利短期大学
松本　直文（情報科学センター長）

作新学院大学・作新学院大学女子短期大学部
太田　正（大学教育センター長）

白鴎大学
黒澤　和人（情報処理教育研究センター長）

跡見学園女子大学
高木　庸（情報メディアセンター長）

共栄大学
山田　和利（学長）

埼玉医科大学
椎橋　実智男（情報技術支援推進センター長）

埼玉工業大学
井門　俊治（情報基盤センター長）

十文字学園女子大学・十文字学園女子大学短期大学部
岡本　英之（法人副本部長）

城西大学・城西国際大学・城西短期大学
小淵　洋一（情報科学研究センター所長）

女子栄養大学・女子栄養大学短期大学部
香川　達雄（理事長）

駿河台大学
吉田　恒雄（メディアセンター長）

聖学院大学
竹井　潔（政治経済学部准教授）

西武文理大学
野口　佳一（サービス経営学部教授）

東京国際大学
田尻　嗣夫（学長）

獨協大学・獨協医科大学・姫路獨協大学
古田　善文（教育研究支援センター所長）

日本工業大学
正道寺　勉（情報工学科主任教授）

人間総合科学大学
久住　眞理（理事長・学長）

文教大学
釈氏　孝浩（湘南情報センター長）

文京学院大学・文京学院短期大学
櫻山　義夫（情報教育研究センター長）

平成国際大学
堂ノ本　眞（学長）

江戸川大学
波多野　和彦（情報教育研究所長）

敬愛大学・千葉敬愛短期大学
藤井　輝男（メディアセンター長）

秀明大学
宮澤　信一郎（秀明IT教育センター長）

淑徳大学
齊藤　鉄也（情報教育センター長）

聖徳大学・聖徳大学短期大学部
川並　弘純（理事長・学長）

清和大学
真板　益夫（理事長・学長）

千葉工業大学
菅原　研次（情報科学部長）

中央学院大学
椎名　市郎（学長）

公益社団法人私立大学情報教育協会社員並びに会員代表者名簿
270法人（289大学　101短期大学）

（平成24年12月１日現在）

名　簿
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帝京平成大学
山本　通子（副学長）

東京成徳大学・東京成徳短期大学
木内　秀俊（理事長）

東洋学園大学
横山　和子（共用教育研究施設長）

麗澤大学
千葉　庄寿（情報FDセンター長）

青山学院大学・青山学院女子短期大学
宮川　裕之（情報科学研究センター所長、社会情報学部教授）

大妻女子大学・大妻女子大学短期大学部
栗原　裕（総合情報センター所長）

桜美林大学
品川　昭（情報システムセンター部長）

嘉悦大学・嘉悦大学短期大学部
赤澤　正人（学長）

学習院大学・学習院女子大学
秋山　隆彦（計算機センター所長）

北里大学
後藤　明夫（情報基盤センター長）

共立女子大学・共立女子短期大学
川久保　清（情報センター長）

慶應義塾大学
赤木　完爾（インフォメーションテクノロジーセンター所長）

恵泉女学園大学
川島　堅二（学長）

工学院大学
田中　輝雄（情報科学研究教育センター所長）

国際基督教大学
日比谷　潤子（学長）

国士舘大学
清水　敏寛（図書館・情報メディアセンター長）

駒澤大学・苫小牧駒澤大学
青木　清（総合情報センター所長）

実践女子大学・実践女子短期大学
竹内　光悦（情報センター長）

芝浦工業大学
岡本　史紀（教授）

順天堂大学
木南　英紀（学長）

上智大学・上智大学短期大学部
武藤　康彦（総合メディアセンター長）

昭和大学
久光　正（総合情報管理センター長）

昭和女子大学・昭和女子大学短期大学部
坂東　眞理子（学長）

昭和薬科大学
山本　恵子（ネットワーク運営委員長）

白梅学園大学・白梅学園短期大学
久保木　寿子（情報処理センター長）

東京歯科大学
井出　吉信（学長）

白百合女子大学・仙台白百合女子大学
田村　章三（総務部情報システム管理課長）

成蹊大学
岩崎　学（情報センター所長）

成城大学
小澤　正人（メディアネットワークセンター長）

清泉女子大学
可児　光眞（情報環境センター長）

専修大学・石巻専修大学・専修大学北海道短期大学
高萩　栄一郎（情報科学センター長）

創価大学・創価女子短期大学
畝見　達夫（総合情報センター長）

大東文化大学
村　俊範（学園総合情報センター所長）

高千穂大学
成田　博（学長）

拓殖大学・拓殖大学北海道短期大学
高橋　敏夫（副学長）

玉川大学
橋本　順一（ｅエデュケーションセンターセンター長代理）

中央大学
坂田　幸繁（情報環境整備センター所長）

津田塾大学
大槻　真（計算センター長）

帝京大学・帝京大学短期大学
冲永　佳史（理事長・学長）

東海大学・東海大学短期大学部・東海大学医療技術短期大学・東海大学福岡短期大学
高橋　隆男（総合情報センター所長）

東京医療保健大学
小林　　伊（学長）

東京家政大学・東京家政大学短期大学部
新川　辰郎（コンピュータシステム管理センター所長）

東京経済大学
武脇　誠（情報ネットワーク委員長）

東京工科大学
田胡　和哉（メディアセンター長、コンピュータサイエンス学部教授）

東京工芸大学
永江　孝規（情報処理教育研究センター長）

東京慈恵会医科大学
福島　統（教育センター長）

東京女子大学
大阿久　俊則（情報処理センター長）

東京女子医科大学
宮　　俊一（学長）

東京電機大学
和田　成夫（総合メディアセンター長）

東京都市大学
皆川　勝（情報基盤センター所長）

東京農業大学・東京情報大学・東京農業大学短期大学部
穂坂　賢（コンピュータセンター長）

杉野服飾大学・杉野服飾大学短期大学部
鈴木　美和子（服飾学部長）

寛
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東京富士大学・東京富士大学短期大学部
萩野　弘道（メディアセンター部長）

東邦大学
根岸　重夫（ネットワークセンター長）

東洋大学
竹村　牧男（学長）

日本大学・日本大学短期大学部
野田　慶人（副総長、総合学術情報センター長）

日本歯科大学・日本歯科大学東京短期大学・日本歯科大学新潟短期大学
中原　泉（学長）

日本女子大学
濱部　勝（メディアセンター所長）

日本女子体育大学
三角　哲生（理事長）

文化学園大学・文化学園大学短期大学部
佐川　秀夫（理事・経理本部長）

法政大学
福田　好朗（常務理事）

武蔵大学
梅田　茂樹（情報・メディア教育センター長）

武蔵野大学
佐藤　佳弘（教養教育部会教授）

武蔵野美術大学
甲田　洋二（学長）

明治大学
向殿　政男（理工学部教授）

明治学院大学
秋月　望（情報センター長）

明星大学・いわき明星大学
八木　晋一（情報科学研究センター長）

立教大学
疋田　康行（経済学部教授）

立正大学
友永　昌治（情報メディアセンター長）

和光大学
小関　和弘（附属梅根記念図書・情報館長）

早稲田大学
深澤　良彰（理事〈研究推進部門総括・情報化推進担当〉）

麻布大学
田中　智夫（附属学術情報センター長）

神奈川大学
松本　正勝（常務理事）

神奈川工科大学
山本　富士男（情報教育研究センター所長）

関東学院大学
木村　新（情報科学センター所長）

相模女子大学・相模女子大学短期大学部
永井　敏雄（常務理事）

産業能率大学・自由が丘産能短期大学
森本　喜一郎（情報センター所長）

東京理科大学・諏訪東京理科大学・山口東京理科大学
直井　英雄（理事）

湘南工科大学
大谷　真（メディア情報センター長）

鶴見大学・鶴見大学短期大学部
木村　清孝（学長）

桐蔭横浜大学
高橋　宗雄（工学部電子情報工学科教授）

東洋英和女学院大学
柳沢　昌義（情報処理センター長）

フェリス女学院大学
横山　正樹（大学情報センター長）

新潟経営大学
鈴木　輝暁（経営情報学部教授）

新潟国際情報大学
槻木　公一（情報文化学部教授）

新潟薬科大学
木　正道（学長）

金沢学院大学
島　孝司（経営情報学部教授）

金沢星稜大学・金沢星稜大学女子短期大学部
田辺　栄（情報メディアセンター部長）

金沢工業大学
河合　儀昌（情報処理サービスセンター所長）

福井工業大学
梅野　正隆（電子計算機センター長）

帝京科学大学
冲永　莊八（理事長・学長）

山梨学院大学・山梨学院短期大学
古屋　忠彦（理事長・学長）

朝日大学
板谷　雄二（情報教育研究センター長）

岐阜医療科学大学・中日本自動車短期大学
間野　忠明（学長）

岐阜聖徳学園大学・岐阜聖徳学園大学短期大学部
石原　一彦（情報教育研究センター長）

中京学院大学・中京学院大学中京短期大学部
大西　健夫（学長）

中部学院大学・中部学院大学短期大学部
田久　浩志（総合研究センター副所長）

東海学院大学
神谷　眞弓子（理事長）

静岡英和学院大学・静岡英和学院大学短期大学部
武藤　元昭（学長）

静岡理工科大学
荒木　信幸（学長）

聖隷クリストファー大学
小柳　守弘（法人事務局事務局長）

愛知大学・愛知大学短期大学部
中尾　浩（情報メディアセンター所長）

愛知学院大学・愛知学院大学短期大学部
森下　英治（ネットワークセンター所長）

女子美術大学・女子美術大学短期大学部
大村　智（学長）
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愛知学泉大学・愛知学泉短期大学
若林　努（学長）

愛知淑徳大学
親松　和浩（情報教育センター長）

愛知東邦大学
高木　靖彦（情報システムセンター長）

桜花学園大学・名古屋短期大学
石黒　宣俊（学長）

金城学院大学
牛田　博英（マルチメディアセンター長）

至学館大学・至学館大学短期大学部
前野　博（情報処理センター長）

椙山女学園大学
森田　浩三（学園情報センター長）

大同大学
萩原　伸幸（情報センター長）

中京大学・三重中京大学
鈴木　崇児（情報センター長）

中部大学
岡崎　明彦（総合情報センター長）

東海学園大学
奥田　達也（情報教育センター長）

豊田工業大学
鈴木　峰生（総合情報センター副センター長）

名古屋外国語大学・名古屋学芸大学・名古屋学芸大学短期大学部
中西　克彦（理事長）

名古屋学院大学
岸田　賢次（学術情報センター長）

名古屋女子大学・名古屋女子大学短期大学部
越原　洋二郎（学術情報センター長）

南山大学・南山大学短期大学部
ミカエル・カルマノ（学長）

日本福祉大学
佐藤　慎一（全学教育開発機構全学教育センター共通教育部門長）

名城大学
小林　明発（情報センター長）

皇學館大学
筒井　琢磨（情報処理センター長）

鈴鹿医療科学大学
山本　晧二（ICT教育センター長）

大谷大学・大谷大学短期大学部
浅見　直一郎（真宗総合学術センター長）

京都外国語大学・京都外国語短期大学
梶川　裕司（マルチメディア教育研究センター長）

京都光華女子大学・京都光華女子大学短期大学部
酒井　浩二（情報教育センター長）

京都産業大学
山岸　博（副学長）

京都女子大学
田上　稔（教務部長）

愛知工業大学
飯吉　僚（計算センター長）

京都橘大学
宮嶋　邦明（学術情報部長）

京都文教大学・京都文教短期大学
鑪　幹八郎（学長）

成美大学
戸祭　達郎（学長）

同志社大学・同志社女子大学
廣安　知之（生命医科学部教授）

佛教大学
篠原　正典（情報推進室室長）

立命館大学・立命館アジア太平洋大学
林　徳治（情報化推進機構副機構長）

龍谷大学・龍谷大学短期大学部
池田　勉（総合情報化機構長）

大阪青山大学・大阪青山短期大学
辰口　和保（情報教育センター長）

大阪学院大学・大阪学院短期大学
坂口　清隆（事務局長）

大阪経済大学
細井　真人（情報処理センター長）

大阪経済法科大学
朴　恵一（情報科学センター長）

大阪芸術大学・大阪芸術大学短期大学部
武村　泰宏（教務部システム管理センター長）

大阪工業大学・摂南大学
山内　雪路（情報センター長）

大阪国際大学・大阪国際大学短期大学部
北川　俊光（学長）

大阪産業大学・大阪産業大学短期大学部
入江　満（情報科学センター所長）

大阪歯科大学
藤原　眞一（化学教室主任教授）

大阪樟蔭女子大学・大阪樟蔭女子大学短期大学部
森　眞太郎（理事長）

大阪商業大学・神戸芸術工科大学・大阪女子短期大学
谷岡　一郎（理事長・学長）

大阪女学院大学
小松　泰信（教育情報企画室長）

大阪成蹊大学・びわこ成蹊スポーツ大学・大阪成蹊短期大学
山本　昌直（法人事務本部長）

大阪体育大学
淵本　隆文（情報処理センター長）

大阪電気通信大学
松村　雅史（メディアコミュニケーションセンター長）

追手門学院大学
橋本　圭司（総合情報教育センター長）

関西大学
柴田　一（インフォメーションテクノロジーセンター所長）

関西医科大学
橋　伯夫（大学情報センター長）

京都ノートルダム女子大学
高井　直美（学術情報センター長）
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関西外国語大学・関西外国語大学短期大学部
谷本　榮子（理事長）

近畿大学・近畿大学短期大学部・近畿大学九州短期大学
木村　隆良（電算機センター長）

四天王寺大学・四天王寺大学短期大学部
森田　俊朗（理事長）

太成学院大学
足立　裕亮（理事長・学長）

帝塚山学院大学
酒井　信雄（学長）

阪南大学
神澤　正典（副学長、情報センター長）

東大阪大学・東大阪大学短期大学部
太田　和志（情報センター長）

桃山学院大学
藤間　真（情報センター長）

芦屋大学
宮野　良一（学長）

大手前大学・大手前短期大学
畑　耕治郎（情報基盤センター長）

関西学院大学・聖和大学
久保田　哲夫（総合政策学部教授）

甲南大学
秋宗　秀俊（情報教育研究センター所長）

神戸学院大学
春藤　久人（図書館・情報処理センター所長）

神戸国際大学
橋　健太郎（情報センター長）

神戸松蔭女子学院大学
古家　伸一（情報教育センター所長）

神戸女学院大学
出口　弘（情報処理センターディレクター）

神戸女子大学・神戸女子短期大学
川　昌男（学園情報センター長）

神戸親和女子大学
吉野　俊彦（情報処理教育センター長）

園田学園女子大学・園田学園女子大学短期大学部
清水　五男（情報教育センター所長）

兵庫大学・兵庫大学短期大学部
三宅　伸二（情報メディアセンター長）

武庫川女子大学・武庫川女子大学短期大学部
中野　彰（情報教育研究センター長）

流通科学大学
石井　淳藏（学長）

畿央大学
冬木　智子（理事長）

帝塚山大学
日置　慎治（メディアセンター情報教育研究センター長）

奈良大学
横田　浩（情報処理センター所長）

関西福祉科学大学・関西女子短期大学
江端　源治（学長）

奈良産業大学・奈良文化女子短期大学
西岡　茂樹（情報センター長）

吉備国際大学・九州保健福祉大学・吉備国際大学短期大学部
加計　美也子（理事長・総長）

就実大学・就実短期大学
中西　裕（情報センター長）

ノートルダム清心女子大学
木　孝子（学長）

広島経済大学
田　義典（情報センター部長）

広島工業大学
久保川　淳司（情報システムメディアセンター長）

広島国際学院大学・広島国際学院大学自動車短期大学部
西村　正文（情報処理センター長）

広島修道大学
角谷　敦（情報センター長）

広島女学院大学
石井　三恵（副学長）

広島文化学園大学・広島文化学園短期大学
岡　隆光（学長）

福山大学
筒本　和広（情報処理教育センター長）

高松大学・高松短期大学
佃　昌道（学長）

松山大学・松山短期大学
墨岡　学（常務理事）

九州共立大学・九州女子大学・九州女子短期大学
三原　徹治（情報処理教育研究センター長）

九州産業大学・九州造形短期大学
仲　隆（総合情報基盤センター所長）

九州情報大学
麻生　隆史（学長）

久留米大学
中西　吉則（情報教育センター所長）

久留米工業大学
川上　孝仁（情報センター長）

西南学院大学
史　一華（商学部教授）

聖マリア学院大学
井手　三郎（理事長）

第一薬科大学
原　千高（薬学部長）

筑紫女学園大学・筑紫女学園大学短期大学部
間瀬　玲子（情報メディアセンター長）

中村学園大学・中村学園大学短期大学部
新ヶ江　登美夫（情報処理センター長）

福岡大学
本田　知宏（総合情報処理センター長）

福岡国際大学
古市　恵美子（情報処理室長）

岡山理科大学・千葉科学大学・倉敷芸術科学大学
加計　晃太郎（理事長・総長）
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福岡工業大学・福岡工業大学短期大学部
松尾　敬二（情報処理センター長）

長崎総合科学大学
田中　義人（学長補佐）

熊本学園大学
川田　亮一（ｅ-キャンパスセンター長）

崇城大学
原尾　政輝（情報学部長兼総合情報センター長）

日本文理大学
石田　孝一（図書館長兼NBUメディアセンター長）

別府大学・別府大学短期大学部
西村　靖史（メディア教育・研究センター情報教育・研究部長）

宮崎産業経営大学
久保田　博道（情報センター長）

福岡女学院大学・福岡女学院大学短期大学部
金藤　完三郎（メディア教育研究センター長）

新島学園短期大学
山口　憲二（キャリアデザイン学科教授）

戸板女子短期大学
吉川　尚志（学長）

立教女学院短期大学
松本　尚（法人事務部IT室長）

湘北短期大学
内海　太祐（ICT教育センター長）

産業技術短期大学
牛尾　誠夫（学長）

鈴峯女子短期大学
朝倉　尚（学長）

鹿児島国際大学・鹿児島国際大学短期大学部
福崎　賢治（情報処理センター長）

沖縄国際大学
鵜池　幸雄（情報センター所長）
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